
凡例

※１ 評価（事業を「有効性」「効率性」「公平性」「将来性」を「4」から「1」の点数で判断

４：目標を上回って達成

３：ほぼ目標どおり

２：目標を下回った

１：目標を大きく下回った

※２ 総合評価（「有効性」「効率性」「公平性」「将来性」の合計点数により「A」から「D」に判定）

Ａ：（15～16）：目標が達成された

Ｂ：（11～14）：一定の進捗がある（達成に向けて進捗している）

Ｃ：（7～10）  ：進捗が遅れている（達成が遅れる可能性がある）

Ｄ：（4～6）   ：進捗が大幅に遅れている

第２次白山市総合計画　後期基本計画の各施策の事業評価

令和４年度実績



◎評価のポイント

【有効性】
 　　事業の成果と活動量(やり方・進め方)に見合った充分な成果が出ているのかを評価します。

【効率性】
   　事業の活動量(やり方・進め方)とコスト(事業費・人件費)が適切なものになっているのか(過剰にコストをかけていないか)を
  評価します。

【公平性】
   　事業の受益者(サービスを受ける方)が全市民対象もしくは特定の市民（年齢、住居地、収入など）に限られるようなサービ
   スの場合に受益者負担(サービスの内容に応じた使用料や手数料などを支払い)を求めることが、市民の納得が得られるものに
   なっているのかを評価します。

【将来性】
     事業を継続する上で当年度の実績が次年度以降に効果が見込めることを評価します。

【総合評価】
     4つの点で評価した中で、次年度に向けた改善点、反省点も踏まえてどのように実施するのかを評価します。



事業評価

第1章　誰もが健康でいきいきと暮らし続けられるまちづくり

地域福祉の充実

社 経 環 ガ 有 効 公 将

地域全体で見守る体制

の整備
6

7
地域全体で見守る体制

の整備

回/年 1研修会実施 未実施

成年後見制度中

核機関設置
― 設置 協議

制度の普及啓発と利用促進を図るため、市民への啓発

や相談援助職員への事例検討・研修会を開催する。
成年後見制度利用事業長寿介護課権利擁護の推進★

101393

101393

適切な支援や継続的な見守りを行うため、関係機関の

ネットワークを構築し、市民・介護従事者への普及啓

発や、事例検討・研修会を開催する。

適切な支援や継続的な見守りを行うため、関係機関の

ネットワークを構築し、市民・介護従事者への普及啓

発や、事例検討・研修会を開催する。

虐待防止ネットワーク

運営事業

虐待防止ネットワーク

運営事業

長寿介護課

障害福祉課

権利擁護の推進

権利擁護の推進

★

★

虐待防止研修会

実施
回/年 1 1

虐待防止研修会

実施
回/年 1 1

3

令和4年3月策定の第3次白山市地域福祉計画、地

域福祉活動計画の重点施策となり、障害者虐待防

止対策の向上に期待できる。

B333

令和3年3月策定の高齢者福祉計画の重点施策、

令和4年3月策定の第3次白山市地域福祉計画、地

域福祉活動計画の重点施策となり、高齢者虐待防

止対策の向上に期待できる。

B3333

虐待防止ネットワー

ク運営委員会実施
回/年 3 3

虐待防止ネットワー

ク運営委員会実施
回/年 3 3

協力企業数を拡大することで認知症高齢者等の異

変の発見や早期の支援を行う体制づくりの推進が

期待できる。

101393

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等の判断能力

不十分な方に対して、福祉サービスの利用支援や日常

的金銭管理等の援助を行う。

福祉サービス利用支援

事業

社会福祉協

議会（長寿

介護課）

権利擁護の推進★
地域全体で見守る体制

の整備
5

対応結果 ― 適正 適正

団体/累積
見守り協定・登

録団体数
118 113

3 3 3 3 B

見守り協定・登

録事業所数
箇所/累積 62 55

利用者が必要なサービスを選択することができ、

安心した在宅生活の継続が期待できる。
B3

1-1-1

施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

福祉協力員と民生委員、町会長との情報共有や連

携がまだまだ進んでおらず、見守りネットワーク

の構築が進んでいるとは言えない状況のため。

評価理由

4 B

見守りが必要と思われる高齢者等に対して定期的

な見守りが行われており、今後更なる事業進捗が

見込めるため。

件/年 実施 6,438 4 3 3

おおむね75歳以上の一人暮らし高齢者や見守りが必要

な人に、配食サービスや生活物品を持参による声掛

け・見守り活動を行い、ボランティアとの交流を通じ

て孤独感の解消、やすらぎのある生活環境づくりを図

る。

2 3 2 3 C9 13 10
地区社協設置箇

所数
箇所 28

SDGｓ

実績(R4)

KPI

総合

評価

指標名 単位 目標値(R8)

2
地域全体で見守る体制

の整備
★ 権利擁護の推進 社会福祉協議会

101393
協定、登録を推進するとともに、ネットワークの機能

充実を図るため、連絡会等を開催する。

地域見守りネットワー

ク、はいかい高齢者等

安心ネットワーク事業

長寿介護課

地域のつながりを深め

思いやりを育む活動の

推進

公共の場の提供★3

62 55
見守り協定・登

録事業所数
箇所/累計

協力企業数を拡大することで認知症高齢者等の異

変の発見や早期の支援を行う体制づくりの推進が

期待できる。

B3333

10
お元気ですか訪

問事業実施数

連絡件数 件/年 測定値 164

113118

連番

1
見守りネットワー

クの推進

基本的方向

25

101393
①配食サービス、②緊急通報システム、③老人福祉連

絡員、上記事業を通じ、要支援者の見守りを行う。
在宅サービス事業長寿介護課

見守りネットワー

クの推進

地域全体で見守る体制

の整備
4

地域全体で見守る体制

の整備
社会福祉協議会

地域見守り活動推進事

業

地区社協等に働きかけ、研修会等を行うことにより、

地域住民が主体的となって行う見守りや生活支援など

を推進する。

11

お元気ですか訪問事業 11 9 13

433

見守り協定・登

録団体数
団体/累計

3 3 3 3 B

令和3年3月策定の高齢者福祉計画の重点施策、

令和4年3月策定の第3次白山市地域福祉計画、地

域福祉活動計画の重点施策となり、人権擁護の推

進に期待できる。

3 9 13 10

成年後見制度利

用支援事業
件/年 申請件数 11

地域全体で見守る体制

の整備
8

1 



15

地域のつながりを深め

思いやりを育む活動の

推進

★
誰もが支え合う地

域づくりの推進
社会福祉協議会 福祉共育推進事業

誰もが安心して暮らしていくために、地域住民を対象

とした出前講座や交流事業、体験学習等を通して、

「ともに生きる力」を地域住民と共に学び、共に育ん

でいく取組みを行う。

11 9 13 10
出前講座等の実

施回数
回/年 実施 14 3

4

介護保険の住宅改修事

業
住宅のバリアフリー相談やリフォームの助成を行う。 3 9 13 10

住宅改修費の支

給
件/年 実数 279

18

説明会、研修会

等の実施
地域/年 13 13

説明会、研修会

等の実施
地域/年 13

新規登録の周知

現況確認
回/年 1 1

3 3 B

支所単位で地域の実状に応じた様々な取り組みが

行われており、地域交流や地域福祉の推進につな

がっている。

周知、名簿整備の継続ができ、個別避難計画の説

明会も実施した。個別避難計画の作成が進めば、

災害時の安全確保に資することができる。

B3

福祉避難所に関

する研修・訓練
回/年

令和4年3月策定の第3次白山市地域福祉計画重点

施策となり、関係機関と連携しながら支援体制を

整えることで、災害に備えた体制の向上に期待で

きる。

101393

①対象者への調査を行い、要支援者を把握し、名簿を

整備する。

②個別支援体制の整備に向けて地域の防災意識や理解

の促進を図るための講座や研修会を開催する。

要支援者の調査、把

握及び名簿の整備
回/年 1 1

3 3 3 3 B

11
地域全体で見守る体制

の整備

避難行動要支援者

を支援する体制の

整備

生活支援課
避難行動要支援者実態

調査

①対象者への調査を行い、要支援者を把握し、名簿を

整備する。

②個別支援体制の整備に向けて地域の防災意識や理解

の促進を図るための講座や研修会を開催する。

3 9 13 10

避難行動要支援者に

関する町内会等協定

数

町内会 全町内会 288

333171393

①対象者への調査を行い、要支援者を把握し、名簿を

整備する。

②個別支援体制の整備に向けて地域の防災意識や理解

の促進を図るための講座や研修会を開催する。

避難行動要支援者実態

調査
障害福祉課

避難行動要支援者

を支援する体制の

整備

地域全体で見守る体制

の整備
10

13

避難行動要支援者実態

調査
長寿介護課

避難行動要支援者

を支援する体制の

整備

地域全体で見守る体制

の整備
9

協定締結町内会数は増加している。

次年度以降、個別避難計画作成の取組をすすめる

にあたっても、名簿の活用が見込まれる。

4 4 B

令和4年3月策定の第3次白山市地域福祉計画の重

点施策となり、避難所のあり方の再検討の後、避

難所候補地の施設等へ働きかけることで、災害に

備えた体制の向上に期待できる。

2 2 C

福祉避難所協定 件/累計 46 57 令和3年3月策定の高齢者福祉計画にて整備拡

充、令和4年3月策定の第3次白山市地域福祉計

画、地域福祉活動計画の重点施策となり、災害に

備えた体制の向上に期待できる。

101393

2 3

3 3

2 未実施

B3333

福祉避難所協定を進めるとともに、衛生物資等の配付

や研修・訓練を実施することで、福祉避難所としての

機能の充実を図る。

福祉避難所の整備長寿介護課

避難行動要支援者

を支援する体制の

整備

地域全体で見守る体制

の整備
12

地域ふれあいサロン事

業

地域住民・ボランティアが主体となって地域内で多様

な世代の人が交流し、地域のつながりを深めるために

開催されている地域ふれあいサロンの活動を推進す

る。

3 9 13 10
地域ふれあいサ

ロン設置数
箇所/累計 145 118

13
地域全体で見守る体制

の整備

避難行動要支援者を

支援する体制の整備
障害福祉課 福祉避難所の整備

福祉避難所協定を進めるとともに、福祉避難所として

の機能の充実を図るため、物資・人的支援協定を進め

る。

3 9 13 17
福祉避難所協定

の促進
件/年 1 1

3

令和３年3月策定の高齢者福祉計画にて重点施策

となっており、地域内で多様な世代の人が交流

し、地域のつながりを深めることが期待できる。

16

地域のつながりを深め

思いやりを育む活動の

推進

★
誰もが支え合う地

域づくりの推進
社会福祉協議会

共生のまちづくり福祉

共育啓発事業

児童・生徒を対象に、福祉やボランティアについての

体験学習や出前講座、交流事業を行うことで、思いや

りの心を育み、「ともに生きる力」を学ぶ。

11 9 13 17
共生のまちづくり福

祉共育啓発講座件数
件-年 実施 77

3 3 3 3 B

他の市町社協と比べ、格段に多くの児童生徒対象

の福祉共育事業を行っており、学校の先生方から

の評価も高い。

4 4 A

14

地域のつながりを深め

思いやりを育む活動の

推進

★
誰もが支え合う地

域づくりの推進
長寿介護課

3

B

新型コロナの影響で活動を休止しているサロンも

あるが、新規立ち上げサロンもあり一定の進捗が

ある。

3 3 B

17

地域のつながりを深め

思いやりを育む活動の

推進

★ 公共の場の提供 長寿介護課
地域ふれあいサロン事

業

地域住民・ボランティアが主体となって地域内で多様

な世代の人が交流し、地域のつながりを深めるために

開催されている地域ふれあいサロンの活動を推進す

る。

3 9 13 10
地域ふれあいサ

ロン設置数
箇所/累計 145 118

3 3

令和３年3月策定の高齢者福祉計画にて重点施策

となっており、地域内で多様な世代の人が交流

し、地域のつながりを深めることが期待できる。

地域のつながりを深め

思いやりを育む活動の

推進

★ 公共の場の提供 社会福祉協議会
地域ふれあいサロン事

業

地域住民・ボランティアが主体となって地域内で多様

な世代の人が交流し、地域のつながりを深めるために

開催されている地域ふれあいサロンの活動を推進す

る。

3 9 13 10
地域ふれあいサ

ロン数
箇所 145 118

3 3 3 3

3 4

高齢者の過ごしやすい住環境整備につながった。

20
公共施設等のバリアフ

リー化の推進
★

住宅及び公共施設等

のバリアフリー化
公園緑地課

安全・安心対策緊急支

援事業

公園利用者や地域の実情に応じ、施設のバリアフリー

化や、遊具の定期点検により、使用禁止となったもの

については、インクルーシブ遊具への更新も検討して

いく。

11 9 13 10
都市公園におけ

る支援事業費
千円 30,000 30,000

4 3 4 4 A

国の補助事業を活用し公園を整備していく事で、

幅広く市民に利用してもらうことが期待できる。
3 3 B

19
公共施設等のバリアフ

リー化の推進
★

住宅及び公共施設等

のバリアフリー化
長寿介護課

B21
公共施設等のバリアフ

リー化の推進
★

住宅及び公共施設等

のバリアフリー化
長寿介護課

在宅支援型住宅リ

フォーム事業
住宅のバリアフリー相談やリフォームの助成を行う。 3 9 13 10

在宅支援型住宅リ

フォーム事業の実施
件/年 実数 4

高齢者及び重度身体障害者等の在宅生活の維持向

上につながった。
4 4 3 3

2 



子育てがしやすい環境づくり

社 経 環 ガ 有 効 公 将

障害を有する児童の保育のために、保育士を加配し、

児童の健やかな成長を支援する。
特別支援保育事業

1-2-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

3 8 13 10

利用児童数 名/年 80

実施施設数 施設 24 23

3 338

こども子育て課
特別支援保育事業

の推進
保育サービスの充実35

保育士を加配することにより、障害がある児童や

他の児童に対して、それぞれの発達に応じた丁寧

な保育を行うことができる。

A4443

85

今年度、新たに1者が参入しましたが、福祉タク

シー普及のため、運行事業者の参入を促すための

周知方法等を再度、検討する必要があります。

2 3 B

鉄道駅のバリアフリー

化（移動円滑化事業）

国の移動円滑化基準に適合するよう、運行事業者に対

し鉄道駅のバリアフリー化を求めるとともに、必要に

応じ支援する。

11 9 13 10
鉄道駅のバリア

フリー化
― 市内全駅 新駅整備中

4 222
公共施設等のバリアフ

リー化の推進

道路及び交通機関

のバリアフリー化
障害福祉課

福祉タクシー導入促進

事業

福祉タクシーを普及させるため、運行事業者の参入を

支援する。
11 9 13 10

福祉タクシー協力

機関登録者数
者/年 51 53

3 3

西松任駅の整備をはじめ、他の駅についても、利

用者の多い駅から順次整備の検討を進めていく。

24
公共施設等のバリアフ

リー化の推進

道路及び交通機関

のバリアフリー化
障害福祉課

バリアフリー基本構想

策定の検討

重点的にバリアフリーの整備が必要な地区について、

バリアフリー基本構想を策定について検討する。
11 9 13 10

公共施設、大型店す

べての建設計画
件/年 2 2

3 3 3 3 B

担当課への要望や助言を行った結果、バリアフ

リー化につながった。
3 3 B

23
公共施設等のバリアフ

リー化の推進

道路及び交通機関

のバリアフリー化
交通対策課

26
公共施設等のバリアフ

リー化の推進

道路及び交通機関

のバリアフリー化
交通対策課

バリアフリー対応車両

の導入（ノンステップ

バス導入促進事業）

運行事業者に対しバリアフリー対応車両の導入を促進

する。
11 9 13 10

路線バスバリアフ

リー対応車両の導入
台/年 実施 なし

4 425
公共施設等のバリアフ

リー化の推進

道路及び交通機関

のバリアフリー化
交通対策課

バリアフリー対応車両

の導入

（「めぐーる」車両購

入事業）」

コミュニティバス車両の更新や新規購入に際して、バ

リアフリー対応車両を導入する。
11 9 13 10

バリアフリー対

応車両の更新
台/年 1 1

公共施設等のバリアフ

リー化の推進

道路及び交通機関

のバリアフリー化
土木課

既存歩道バリアフリー

化事業

既存住宅団地等での歩道のバリアフリー化の推進を図

る。
11 8 12 10

対象団地を順次バ

リアフリー化
― 千代野 ―

2 2

市地域公共交通網形成計画の施策事業でもあり、

計画的な車両の更新により、快適な利用環境の整

備に取組むことができた。

4 4 A

今後も県と協調し、運行事業者に促進していきた

い。
2 2 C

法人保育委託施

設数
施設 全施設 30

3 2

全ての人の移動の利便性や安全性が向上され、事

業も住民の意見を聞きながら順次進めている。

28
公共施設等のバリアフ

リー化の推進

道路及び交通機関

のバリアフリー化
土木課

歩道バリアフリー化事

業

歩道の立木による根上り対策等を検討し、歩道利用者

が安全・安心に通行できる空間の確保を図る。
11 8 12 10

歩道の根上り解

消（R5～）
― 千代野 ―

3 2 3 3 B

全ての人の移動の利便性や安全性が向上される

が、工事が大規模となり、また伐採については慎

重に行う必要がある。

3 3 B

27

社会全体で、子育て及び子育て世代を支援するた

めに必要不可欠な費用であり、少子化問題などの

地域課題解決に繋がるものであるため。

30 保育サービスの充実 ★

認定こども園・小

規模保育園・事業

所内保育園の整備

こども子育て課
認定こども園等促進事

業

認定こども園・小規模保育園・事業所内保育園等の促

進を図る。
3 8 13 10 施設数 施設/年 27 30

3 3 3 3 B29 保育サービスの充実 ★

認定こども園・小

規模保育園・事業

所内保育園の整備

こども子育て課 法人保育園運営費
子どもの教育・保育にかかる費用を施設に対して給付

する。
11 8 13 17

幼稚園から認定こども園になる施設があり、保育

を受けられる施設が増え、子どもの保育を受けら

れる人数が維持または増えることが期待できる。

3 3 3 3 B

B

通常の利用日及び利用時間帯以外において、引き

続き保育を実施することで、保護者が安心して子

育てできる環境が整った。

4 4 A

31 保育サービスの充実
婚活事業・仕事と

子育ての両立支援
こども子育て課

独身男女出会いの場提

供事業

結婚適齢期の男女の出会いの場の提供と縁結びサポー

ターの活用により未婚・晩婚化の抑制を図る。
3 8 7 17

婚活イベント

カップル成立数
組/年 14 6

32 保育サービスの充実
婚活事業・仕事と

子育ての両立支援
こども子育て課 延長保育事業

保育所等に入所している児童を保護者の就労等によ

り、保育認定時間を超えて保育する。
3 8 13 16 延べ利用児童数 人/年 29,500 24,428

3 3

保育サービスの充実
婚活事業・仕事と

子育ての両立支援
こども子育て課 病児保育事業

保育所等に通っている児童が、保育中に微熱を出すな

ど体調不良になった場合に、その保育所等の看護師が

保護者が迎えにくるまでの間預かる。

3 8 13 16 延べ利用児童数 人/年 3,450 4,213

4 4

独身男女へ出会いの場を提供し多くの出会いの中

から結婚相手を見つけることで、一人でも多くの

方の結婚を叶えることに繋がっている。

3 4

保育の現場に出向き状況を把握することは、特別

支援保育事業を適切に実施するために必要であ

り、障害をもつ児童のサービス向上に期待でき

る。

3 4 B

4 4

安心安全な体制を確保することにより、体調不良

児の緊急的な対応をすることができた。また、日

常的に入所児童全体の健康管理・衛生管理等の保

健的な対応をすることができた。

34 保育サービスの充実
婚活事業・仕事と

子育ての両立支援
こども子育て課 保育士等定数改善事業

1歳児保育における保育士の配置基準を国基準の6:1か

ら市基準の4:1として保育環境の向上を図る。
3 8 13 16 実施施設数 施設/年 24 24

4 4 4 4 A

国の基準では1歳児のこども6人に対し、保育士1

人のところ、市はこども4人に対し、保育士1人

配置しているため、保育環境の向上につながって

いる。

4 4 A

33

36 保育サービスの充実
特別支援保育事業

の推進
こども子育て課

保育所巡回（特別支

援）事業

保育所等を巡回し、要支援児及び気になる子の観察・

聞き取りを実施し、支援体制を整える。
3 8 13 10 実施施設数 園/年 38

3 



子どもたちを育む体制づくり

社 経 環 ガ 有 効 公 将

A

全施設で実施しており、安全性が高い。4 4

ダウンロード数 件/年 200 230 3 3

8 13

3 3

保育に関する市民サービスの向上が期待できる。

3 2 B

子どものひろば・児童館等で行われているイベン

ト情報を迅速に提供することができた。アプリの

ダウンロード数が低迷しているため、さらなる周

知が必要である。

子育て支援体制の強化

4

38

37 子育て支援体制の強化
子育て支援情報の

充実
こども子育て課 利用者支援事業 子育て情報誌の発行 3 8 13 16 冊子の作成部数 部/年

A

子育てアプリ支援事業

4 4

園/年 38 38

2 4

不妊治療助成事業
不妊・不育治療への支援の充実により、子どもを産み

やすい環境づくりを支援する。
1 8 13 10

不妊治療費助成事業利

用件数

2,000 2,000

子育てに関する情報を、アプリで配信し、保護者にわ

かりやすく、迅速に情報提供する。（石川中央都市

圏）

3 8 13 16
子育て支援情報の

充実
こども子育て課

42 子育て支援体制の強化
質の高い保育・教

育の充実
こども子育て課 保育所巡回事業

指導保育士が市内の保育所等を巡回し、教育・保育内

容についての確認や記録・書類の点検等の指導・情報

交換を行う。

3 8 13 10 実施施設数

4 4 4 A
市民サービスの向上に期待できる冊子のためBと

した。

10 実施施設数 園/年 37 37

保育所等の研修会の推

進事業

課題や目的に即した研修や、講師による講演会・公開

保育を行い、保育士等の資質向上に努める。
3 8 13 10

研修や講演会を

実施した回数
回/年 2 1

コロナ対応では、国からの通知等を園へ伝えなが

ら、適切に感染拡大予防対策を実施できた。園が

必要とする情報を迅速に伝えることが期待でき

る。

40 子育て支援体制の強化
児童の健康づくり

の充実
こども子育て課

食物ｱﾚﾙｷﾞｰへの対応強

化

食物ｱﾚﾙｷﾞｰに関する情報を保育所等に周知し、児童が

安全に生活できるように支援する。
3 8 13 10 実施施設数 園/年 37 37

4 4 4 439 子育て支援体制の強化
児童の健康づくり

の充実
こども子育て課 感染症予防事業

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等の感染症に関する情報や知識を保育所等に

周知し、指導する。
3

3 4 B

保育現場の課題を把握し、より良い保育につなげ

るために重要であると考える。
3 4 B

41 子育て支援体制の強化
質の高い保育・教

育の充実
こども子育て課

B

こども子育てを支援していく観点から本事業につ

いては今後も必要性が高く、関係機関と連携して

継続していきたい

3 2 B

43 子育て支援体制の強化
妊産婦・乳幼児健

診受診の促進
いきいき健康課 妊産婦・乳幼児健診 妊婦・産婦・乳幼児健診に関する費用を支援する 1 8 13 10

妊婦・産婦・乳幼児健

診の受診件数（妊婦・

産婦・乳児１か月・４

か月児・１歳・１歳6か

月、3歳4か月）

件/年 14,300 14,729

件/年 310 230

3 3

法定事業であり、予定回数を実施したため

44 子育て支援体制の強化 ★
夜間・休日小児医療

体制の構築・充実
いきいき健康課

金沢広域急病センター

の運営

夜間小児救急医療を、石川中央都市圏の4市2町と共同

で運営。
3 9 7 16

夜間小児救急医

療の運営
- 運営 運営

3 2 4 2

3 2

事業の見直しにより、利用者数の増加に伴い、申

請者が増加することが見込まれるが、併せて周知

の徹底を図る。

46 子育て支援体制の強化 ★

妊娠出産子育て期の

切れ目のない支援体

制の構築

いきいき健康課
妊産婦、乳幼児訪問事

業

家庭訪問を通じて妊産婦の支援及び乳幼児が健やかに

過ごせるよう支援する
1 8 13 10

乳児家庭全戸訪

問事業実施率
％ 100 97

3 2 3 3 B

コロナによる訪問拒否が減少し、目標値に近づく

ことが出来ている。
3 3 B

45 子育て支援体制の強化 ★

妊娠出産子育て期の

切れ目のない支援体

制の構築

いきいき健康課

B

今年度から非課税世帯の利用料無料となったこと

で、利用しやすくなった。
3 4 B

47 子育て支援体制の強化 ★

妊娠出産子育て期

の切れ目のない支

援体制の構築

いきいき健康課 産後ケア事業

産後体調不良の産婦を、乳児ともに助産院等に入院又

は通院により産婦の身体機能の回復と乳児が健やかに

過ごせるよう支援する

1 8 13 10

支援の必要な人が利用

できるよう、周知に努

める。

実人数 ― 17

妊産婦・乳幼児健診、

乳幼児相談・教室

妊娠期から子育て期まで、健診や相談事業をとおし

て、継続的な子育て支援を行うとともに、必要に応じ

て他機関との連携を図る。

1 8 13 10

支援の必要な人を把握

し、妊娠期からの継続

した子育て支援に努め

る。

― ― ―

3 2

近隣市町では、サービスが提供できないケースも

ある中支援が必要な方にサービスが提供できた。

48 子育て支援体制の強化 ★

妊娠出産子育て期

の切れ目のない支

援体制の構築

いきいき健康課
産後安心ヘルパー派遣

事業

産婦の体調不良や心身の疾病のため、家事や育児が困

難な家庭にヘルパーを派遣する等、産後のサポートを

行い、子育てを支援することにより、子どもが健やか

に生まれ育つ環境づくりを推進する

1 8 13 10

支援の必要な人が利用

できるよう、周知に努

める。

回 ― 111

3 2 4 4

4 3

支援の必要な方に対して、支援を行い、必要によ

り関係機関と連携を行っている。

50
家庭や地域の子育て力

への支援
★

保護者の経済的負

担軽減の推進
こども子育て課

多子世帯保育料無料化

事業

多子世帯の保育料を半額又は無料にすることにより、

保護者の経済的負担軽減を図る。
1 8 13 10 対象延べ人数 ― 実数 1,746

3 2 2 3 C

白山市内の保育所等に通園している多子世帯の保

育料を半額または無料にすることで保護者の経済

的負担が軽減されたといえるから。

3 3 B

49 子育て支援体制の強化 ★

妊娠出産子育て期

の切れ目のない支

援体制の構築

いきいき健康課

1-2-2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

4 



4 4 A

全施設で実施しており、園に通うことで全園児が

対応の仕方を学ぶことができ、安全教育の向上が

期待できる。

★

放課後児童クラ

ブ・児童館・児童

センターの充実

こども子育て課
放課後児童健全育成事

業

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童に対し

て、授業終了後に児童福祉施設等を利用して適切な遊

び及び生活の場を与え、その健全な育成を図る。

4 8 12 10

63

地域と保育・教育施

設、学校等との連携強

化

児童を見守る環境

づくりの充実
こども子育て課 防犯体制実施事業

不審者対応マニュアルの徹底を図るとともに、警察の

協力を得ながら保育所等での不審者侵入対策訓練を実

施する。

4 8 13 16
不審者侵入対策訓

練の実施園数
園/年 37 37 4 4

3 3 B

相談支援の充実
家庭や地域の子育て力

への支援
59

62

地域と保育・教育施

設、学校等との連携強

化

★

放課後児童クラ

ブ・児童館・児童

センターの充実

こども子育て課 児童館管理運営事業
子どもに健全な遊び場を提供して、その心身の健康を

推進し、情操を豊かにする。
4 8 12 10

児童館・児童セン

ター利用者数
人/年 255,000 143,038 3 2 4 4 B

子どもに健全な遊びを提供する場としての役割を

担うとともに、子どもの居場所、保護者の相談場

所としての役割を担うことが期待される。

60
家庭や地域の子育て力

への支援
相談支援の充実 こども子育て課

子育て家庭見守り訪問

事業

小学生以下の児童のいる全家庭を民生委員・児童委員

が訪問する。
3 8 13 10

子育て家庭見守

り訪問
世帯/年 全家庭 7,500 3 3

83

児童及び保護者等又は妊娠中の市民が、その選択に基

づき、多様な教育・保育施設や地域の子育て支援事業

等を円滑に利用できるよう必要な支援を行う。

利用者支援事業

子育てを手助けしてほしい方に子育ての手助けを

できる方を紹介し、地域で子育て支えあうことが

できる。

B3323

件/年 実数 200活動件数

10128

子どもに関する相談窓口の周知と、地域の身近な

相談役、関係機関への橋渡し役である民生委員児

童委員の活動の周知は、「地域で子どもの見守

る」という観点からも重要であるため。（決算額

は子ども虐待防止ネットワーク事業に同じ）

こども子育て課

放課後児童クラ

ブの通所割合
％/年 2.5E+01 2.6E+01 3 3 3 3 B

労働等によって昼間家庭に保護者がいない世帯の

児童の健全育成を図ることによる育成支援を期待

できる。

4

育児の援助が必要な方（依頼会員）に育児の援助が可

能な方（協力会員）を紹介し、会員同士で育児の相互

援助活動ができるような橋渡しをし、地域ぐるみで子

育て支援を推進する。

ファミリーサポートセ

ンター事業
こども子育て課

61

地域と保育・教育施

設、学校等との連携強

化

児童の健やかな成

長の支援の充実

家庭や地域の子育て力

への支援
58

4 4 4 A

ひとり親家庭の児童の中には、親との死別、離別

という事態に直面し、生活環境の変化で不安定な

状態にあることから、必要な支援を行い、ひとり

親家庭等の福祉の増進を図ることができた。

3 3 B

51
家庭や地域の子育て力

への支援
★

保護者の経済的負

担軽減の推進
こども子育て課

子育て支援医療給付事

業

１８歳以下の子どもが病気やけがで入退院した場合に

医療費の一部を給付する。
3 8 13 10 申請者数 ― 実数 1,169

3 3

保護者の子育てに係る経済的負担の軽減に繋がっ

ている。

52
家庭や地域の子育て力

への支援
★

保護者の経済的負

担軽減の推進
こども子育て課

ひとり親家庭等自立支

援事業

ひとり親家庭の父または母や父母のいない子どもの生

活や教育等の生活上、経済上の問題を支援し、経済自

立の助成と生活意欲の助長、児童の福祉の向上を図

る。

1 8 13 10 申請者数 ― 実数 41

4

4 4 A

児童扶養手当法に基づいた事業であり、今後もひ

とり親家庭等の生活の安定と自立を助け児童の福

祉の増進を図るため継続実施が見込める。

3 3 B

53
家庭や地域の子育て力

への支援
★

保護者の経済的負

担軽減の推進
こども子育て課 児童手当支給事業

保護者に手当を支給することにより、生活の安定に寄

与し、次代の社会を担う児童の健やかな育ちを資す

る。

1 8 13 10
児童手当の申請

者数
ー 実数 708

児童の健やかな成

長の支援の充実
こども子育て課 食育事業

食事の楽しさや大切さを伝えるとともに、文化につい

ても指導する。
1 8 10 13 実施施設数 園/年 37 37

3 2

児童手当法に基づいた事業であり、今後も家庭等

における生活の安定に寄与し児童の健やかな成長

に資することを目的として継続実施される見込

み。

54
家庭や地域の子育て力

への支援
★

保護者の経済的負

担軽減の推進
こども子育て課 児童扶養手当支給事業

父又は母と生計を同じくしていない児童を養育してい

る家庭の生活の安定と向上を図る。
1 8 13 10

児童扶養手当の

申請数
ー 実数 73

4 4

4 A

地域を区別せず利用できる施設であり、乳幼児及

び保護者が集まり交流、情報交換できる場所であ

り、子育ての交流・相談場所として期待できる。

3 3 3 3 B

全施設で実施しており、園に通うことで食事の楽

しさや文化について学ぶことで、将来につながる

ことが期待できる。

56
家庭や地域の子育て力

への支援

児童の健やかな成

長の支援の充実
こども子育て課 読書活動推進事業

各保育所等において、お話の会などによる絵本・紙芝

居の読み聞かせを実施。図書の充実を推進する。
4 8 13 10 実施施設数 園/年 37 37

4 4 4 4 A55
家庭や地域の子育て力

への支援

57
家庭や地域の子育て力

への支援

児童の健やかな成

長の支援の充実
こども子育て課

地域子育て支援拠点事

業

乳幼児及び保護者が相互の交流を行う場所を開設し、

子育てについての情報等を提供し、支援する。
3 8 13 10 実施施設数 施設/年 10 10

4 4

4 8 13 16
避難訓練の実施

園数
園/年 37

2,748

344
依頼・協力・両

方の登録者数
人/年 実数

A

全施設で実施しており、園に通うことで全園児が

対応の仕方を学ぶことができ、安全教育の向上が

期待できる。

4 4

よろこびの広場あさ

がお利用者数
人/年 実数

一人一人の子どもが健やかに成長することができ

る地域社会の実現に期待できる。
B3333

人/年 実数 10,042
げんきっこ広場

（ＦＦＣ）

全施設で絵本の読み聞かせ実施しており、またあ

いかわ文庫による絵本の寄付もあり、読書活動の

推進が見込まれる。

4

1013

37 4 464

地域と保育・教育施

設、学校等との連携強

化

児童を見守る環境

づくりの充実
こども子育て課 避難訓練実施事業

教育・保育施設、放課後児童クラブにおいて消防署の

指導のもと、様々な災害を想定し、定期的に避難訓練

を実施する。

5 
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83
高齢者に対して職業訓練に対する支援を行い、市内企

業に対しては高齢者雇用に関する施策の周知を行う。

高齢者の雇用、就労へ

の支援
商工課

高齢者の社会参加

の促進

元気でいきいきと暮ら

すための環境づくり
74

令和3年3月策定の高齢者福祉計画の重点施策と

なっており、医療・介護と連携した認知症の早期

発見や早期対応の体制構築の推進が期待できる。

B3333

件/年 実数 0
認知症初期集中支

援チームの稼働

101383
認知症の方や家族を支援するため、医療と介護の連携

強化や地域における支援体制の構築を図る。

認知症初期集中支援推

進事業
長寿介護課認知症施策の拡充★

地域で安心して暮らす

ための支援の充実
76

B

高齢による退会者も多く、目標値には届いていな

いが、コロナ禍で就業を自粛していた影響が少な

くなれば会員の増に期待できる。

令和３年3月策定の高齢者福祉計画にて重点施策

となっており、地域で継続的に介護予防の普及や

高齢者向けの体操指導を実践できる人材を育成す

ることが期待できる。

B3333

回/年 2 2
介護予防サポーター

スキルアップ講座

101383
地域で継続的に介護予防の普及や高齢者向けの体操指

導を実践できる人材を育成する。

地域介護予防活動支援

事業
長寿介護課

4 3

B

保育に関係する大学が保育・教育現場に入ること

で、保育に関する様々な問題解決となるきっかけ

となり、園の環境の向上につながる

3 3

65

地域と保育・教育施

設、学校等との連携強

化

児童を見守る環境

づくりの充実
こども子育て課

子ども虐待防止ネット

ワーク事業

児童虐待に対処するため関係機関のネットワークを構

築し、子育て世帯に対する支援体制を整備する。
3 8 13 10

虐待防止ネット

ワーク協議会
回/年 3

3

B

すべての子どもが参加することで、運動能力、体

力の向上とともに、健康増進も図ることができ

る。その環境を構築するため研究する。

68
元気でいきいきと暮ら

すための環境づくり
★ 介護予防の推進 長寿介護課 介護予防普及啓発事業

介護予防に関する知識や情報を普及啓発するため、出

前講座・講演会を実施する。

2 3 3

B

増加傾向にある児童虐待問題に対処するには、関

係者とのネットワークの構築が重要であり継続実

施することで子どもたちの健全育成に繋がる。

（決算額は子育て家庭見守り訪問事業に同じ）

66

地域と保育・教育施

設、学校等との連携強

化

大学・スポーツク

ラブとの連携事業

の推進

こども子育て課 大学との連携事業
大学が保育・教育現場に入り、様々な問題解決を図

る。
4 8 13 16 実習生の数 人/年 実数

3 3 4

実施 3 3

3
介護予防サポー

ター養成講座
回/年 2

3 3

C

2 4

B

出前講座・講演会を実施することで、介護予防に

関する知識や情報を普及啓発することが期待でき

る。

3 3

67

地域と保育・教育施

設、学校等との連携強

化

大学・スポーツク

ラブとの連携事業

の推進

こども子育て課
スポーツクラブとの連

携事業

様々なスポーツを通じて、心身を鍛え健康増進を図

る。実施している園等の把握と効果的な実施に向けた

研究を行う。実施段階で、ＫＰＩを再度設定する。

4 8 13 10 事業を研究 ― 実施

41 3

70
元気でいきいきと暮ら

すための環境づくり
★ 介護予防の推進 長寿介護課

住民主体の通いの場づ

くり

元気高齢者から要介護認定者まで誰もが参加できる住

民主体の介護予防活動の場を作る。
3 8 13 10

住民主体の介護予防

活動の場支援
件/累計 実数

3 8 13 10
出前講座・講演

会
回/年 実数

介護予防の推進★
元気でいきいきと暮ら

すための環境づくり
69

3 8 13 10
老人福祉セン

ターの運営
― 実施

実施 3 2

B

令和３年3月策定の高齢者福祉計画にて重点施策

となっており、元気高齢者から要介護認定者まで

誰もが参加できる住民主体の介護予防活動の場の

設置が期待できる。

71
元気でいきいきと暮ら

すための環境づくり

高齢者の社会参加

の促進
長寿介護課

老人福祉センター運営

事業

地域の高齢者が気軽に利用できる居場所、高齢者の相

互交流や自主的な活動の場として利用できるよう運営

する。

3 8 13 10
老人福祉セン

ターの運営
― 実施

5 3 3

施設老朽化や偏在に伴い、老人福祉センターの在

り方について検討が必要。
2 2

B
地域の高齢者にとっては大切な社会資源であり、

居場所、交流の場となっているため。

73
元気でいきいきと暮ら

すための環境づくり

高齢者の社会参加

の促進
長寿介護課 各種団体への支援事業

①ふれあいサロン、②老人クラブ、③シルバー人材セ

ンターへの活動支援、④ゆーりんピック等スポーツ大

会への支援を行う。

3 8 13 10
高齢者の社会参

加支援
件/年 実数

実施 3 2 3 3

B

高齢者が生きがいを持って社会参加するための選

択肢があり、高齢者の社会参加の促進が期待でき

る。

3 3

72
元気でいきいきと暮ら

すための環境づくり

高齢者の社会参加

の促進
社会福祉協議会

老人福祉センター運営

事業

地域の高齢者が気軽に利用できる居場所、高齢者の相

互交流や自主的な活動の場として利用できるよう運営

する。

高齢者に職業訓練

に対する支援
― 実施

現在は、コロナ対応策として支援が行き届いてい

ますが、今後元の制度に戻った場合の周知が課題

だと考えております。

B2433

― 実施 実施

市内企業に高齢者

雇用に関する施策

周知

1013

実施

142 3 3

認知症初期集中支

援チームの設置
― 設置

1,026 3 375
元気でいきいきと暮ら

すための環境づくり

高齢者の社会参加

の促進

シルバー人

材センター

シルバー人材センター

事業

高齢者に、ライフスタイルに合わせた、臨時的かつ短

期的又は軽易な業務を提供するとともに、 ボランティ

ア活動をはじめとするさまざまな社会参加を通じて、

高齢者の健康で生きがいのある生活の実現と、地域社

会の福祉の向上と、活性化に貢献することを目指す。

3 8 13 10
シルバー人材セ

ンター会員数
人/年 1,200

設置

4 3

1-3-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由
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1-3-2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

8
居宅での生活を続けられるように、障害福祉サービス

を充実し希望するサービスの確保を図る。

居宅におけるサービス

の円滑な提供
障害福祉課

福祉サービスの充

実

1,342

0 2 210
市内機能訓練・生

活訓練事業所数
事業所数 実施

509

地域で生活できる基盤

づくり
82

障害者が適切な治療を受診できるよう認定事務を

執行し、必要な医療の給付を行っている。
B3333

育成医療の適切

な給付の実施
人/年 実施 135

101383
心身の障害の状態の軽減を図り、自立した日常生活や

社会生活を営む必要な医療の給付を行う
自立支援医療の給付障害福祉課

福祉サービスの充

実

地域で生活できる基盤

づくり
84

1013

更生医療の適切

な給付の実施
人/年 実施

262 3 383

80

生活支援サポーターの養成や生活支援コーディ

ネーターの配置により生活支援体制整備の推進が

期待できる。

B3323
生活支援コーディ

ネーターの配置
人/累計 3 3

101383

高齢者の在宅生活を支えるため、多様な主体による重

層的な生活支援サービス提供体制の構築を支援するた

めの基盤整備を行う。

生活支援体制整備事業長寿介護課
包括的支援体制の

構築
★

地域での支え合いの体

制づくり
81

地域ケア推進会

議の開催
回/年 実数

3

地域で総合的な認知症ケアを行っていくための研修会

の実施や認知症ケアパスの作成及び普及啓発を行う。

また認知症カフェの開催等で、市民が認知症に関する

知識の習得や情報交換を行うことにより地域の認知症

ケアの向上を図る。

認知症地域支援・ケア

向上推進事業
長寿介護課認知症施策の拡充★

地域で安心して暮らす

ための支援の充実
77

令和3年3月策定の高齢者福祉計画の重点施策と

なっており、ネットワーク構築による地域の課題

解決や社会資源開発の推進が期待できる。

B4333
個別地域ケア会

議の開催

日常生活圏域の地域

ケア会議開催数

回/年

回/年

実数

実数

44

2

101383

支援を必要としている人に対して、必要な支援を包括

的・継続的に提供し地域生活を支えるための「地域ケ

ア会議」を市内全域で開催し、ネットワークを構築す

る。

地域ケア会議推進事業長寿介護課
包括的支援体制の

構築
★

地域での支え合いの体

制づくり

令和3年3月策定の高齢者福祉計画の重点施策と

なっており、認知症に関する理解や予防対策の推

進が期待できる。

B4334枚/年 300 600

人/累計 14,500 9,645

認知症ケアパス

の作成配布

認知症サポー

ター養成数

10138

12
認知症に関する

講座等の開催
回/年 12

B

医療・介護サービス事業所等が顔の見える関係を

構築しており、在宅医療と介護を一体的に提供す

ることが期待できる。

79
地域での支え合いの体

制づくり
★

包括的支援体制の

構築
長寿介護課

地域包括支援センター

機能の充実

７つの日常生活圏域ごとに設置した地域包括支援セン

ターが中核機関となり、地域包括ケアシステムを推進

する。

福祉人材の確保のため、福祉の仕事の魅力を発信

する。
B3333

重度訪問介護 人/延べ/年 実施 28

3 3

B

各地域包括支援センターが地域の特性を生かしな

がら、地域ネットワークを構築し、事業を展開で

きている。

3 3

78
地域で安心して暮らす

ための支援の充実
★

在宅医療と介護連

携の推進
長寿介護課

在宅医療・介護連携推

進事業

医師会・つるぎ病院が連携し、歯科医師会や薬剤師

会、介護サービス事業者等と共に「白山市在宅医療介

護連携協議会」を創設。松任・美川・鶴来・白山ろく

で連携会議を定期的に開催するほか、研修会などを開

催し、医療と介護の連携を推進する。

3 8 13 10
在宅医療介護連

携協議会
回/年 16

12,564 33 8 13 10
地域包括支援セン

ター７ヶ所相談件数
件/年 実数

17 3 3

9
生活支援サポー

ター養成
人/年 10

1

居宅介護 人/延べ/年 実施

3

11

C

機能訓練・生活訓練を提供する事業所が市内にな

いため、他市まで通所できない人の利用が困難な

状況である。

また、ヘルパーの人員が不足しており、時間帯に

よって必要なサービス利用ができないことがあ

る。

3 2

地域で生活できる基盤

づくり

福祉サービスの充

実
障害福祉課

日常生活用具等給付の

充実

日常生活用具の普及啓発、福祉用具の給付や貸与す

る。
3 8 13 10

日常生活用具の

給付
人/年 実施 B

給付拡大など、制度の見直しを行い、適切な給付

や貸与を行えていると判断した。
3 3

85
地域で生活できる基盤

づくり

日中活動の場の整

備充実
障害福祉課 自立訓練事業の推進

心身機能の維持回復のために理学療法や作業療法等の

身体的リハビリテーションや歩行訓練を受けるサービ

スや日常生活の自立のために食事や家事等の日常生活

向上のための支援を受けるサービスを充実する。

3 8 13

7 



市内に就労移行支援、就労定着支援を行う事業所

ができたことで、一般就労につながる数は増えて

いる。

B3333

実施 3

101383

就労継続支援事業所はA型、B型共に充足してい

る。
B3

市内就労定着事

業者数
事業所数

居住の場の確保
地域で生活できる基盤

づくり
91

B型事業所数 事業所数

日中活動の場の整

備充実

地域で生活できる基盤

づくり
87

ノーマネットはくさんすまい部会において福祉と

不動産業者との連携体制ができている。

また、地域生活支援拠点等の整備により、夜間も

含めた緊急相談の体制がある。

B3333
地域生活支援拠

点数
箇所/年 1 1

1013811

不動産業者に対する物件あっせん依頼及び家主等との

入居契約手続き支援や、精神や知的に障害のある入居

者等に対する夜間を含めた緊急時の相談支援体制や関

係機関との連絡体制の整備を図る。また、市営住宅へ

の障害のある人への優先入居を推進する。

居住サポートの充実障害福祉課

一般企業等への就労を希望する障害のある人に、一定

期間にわたり、就労に必要な知識及び能力の向上のた

めに、生産活動等の必要な訓練を行う「就労移行支

援」「就労定着支援」サービスを充実する。

就労支援事業の推進障害福祉課
日中活動の場の整

備充実

地域で生活できる基盤

づくり
86

2
市内就労移行事

業者数
事業所数 実施

B

日中活動の場として地域活動支援センターの活用

を推進した結果、利用につながり、利用された方

の生きがいづくりに役立っている。

3 4

A型事業所数 事業所数 実施

障害福祉課

空家、空き店舗を活用

した福祉サービスの拠

点づくりの検討

障害のかる人が身近なところでサービスを受けられる

よう、地域の空家や空き店舗、学校の空き教室等を活

用した福祉サービスの拠点づくりについて、検討す

る。

11 9 13 10
ノーマネットはくさ

んすまい部会開催
開催数 実施

2 4 3

333

実施 20

101383
雇用型としての「就労継続支援Ａ型」と非雇用型とし

ての「就労継続支援Ｂ型」サービスを充実する。

就労継続支援サービス

の推進
障害福祉課

88
地域で生活できる基盤

づくり

日中活動の場の整

備充実
障害福祉課

地域活動支援センター

の活用

日中、地域で生活する障害のある方で法定サービスで

は対応できない方に対し通所による創作的活動又は、

生産活動の機会の提供や日常的な相談への対応、交流

活動等を行う地域活動支援センターの活用を推進す

る。

3 8 13 10
市内地域活動支援セ

ンター事業所数
事業所数 実施

8

32 3 3

C

ノーマネットはくさんすまい部会において空き家

を活用したグループホーム等について不動産業者

への情報提供を行っているが、実際に空き家を活

用した実績はない。

90
地域で生活できる基盤

づくり
居住の場の確保 障害福祉課

グループホームの整備

拡充

就労や生活介護、就労継続支援等の日中活動を利用し

ている障害のある人を対象としたグループホームの整

備を図ると共に、入居者に対する食事や入浴等の介護

や日常生活の支援等のサービス提供体制の整備を推進

する。

3 8 13 10
市内グループホーム

設置数
事業所数 実施

2 2 2 2 2

B

グループホーム利用希望者に対しては適正にサー

ビス支給を行っている。

アパート型や重度障害対応等の多様なニーズへの

対応が課題。

3 3

89
地域で生活できる基盤

づくり

日中活動の場の整

備充実

C

自立生活援助を行う事業所は市内に確保できてい

ない。

ワーキングを開催し、アパート等のひとり暮らし

の体験事業を企画したが、実現に至らなかった。

2 2

ノーマネットはくさ

んすまい部会開催
開催数 実施

障害福祉課
心身障害者扶養共済へ

の加入促進

障害のある人が地域で安定した自立生活をおくれるよ

う、本制度への加入促進に努める
3 8 13 10 制度利用者数 人/年 実施

3 2 292
地域で生活できる基盤

づくり
居住の場の確保 障害福祉課

グループホーム等への

支援の充実強化

グループホームを経て一般アパートに移りたい障害の

ある人への支援に努める
3 8 13 10

検討（ワーキン

グ）の開催
回/年 実施

6

1 3 3

B

県と連携しながらふれあう心、ホームページ等で

不特定多数に周知し、問い合わせがあった際には

個別で対応した。

94
地域で生活できる基盤

づくり
経済的自立の支援 障害福祉課

助成・減免制度の周知

と活用の促進

自動車税等の減免、公共料金の割引や自動車改造費の

助成など障害のある人に対する税制上の措置等の諸制

度の周知と活用の促進に努める

3 8 13 10
制度解説書「ふれあ

う心」発行数
作成数/年 1

36 3 3 3 3

B
制度について冊子等を用いて説明し、適切な部署

につなぐなど、周知や促進を図っている。
3 3

93
地域で生活できる基盤

づくり
経済的自立の支援

3 2

B

白山市障害者相談支援センターと機能強化相談支

援事業所とがノーマネットはくさん相談部会にお

いて相談支援専門員への後方支援を行い、困難

ケースへの対応を行っている。

3 3

95
地域で生活できる基盤

づくり
★

相談支援体制の整

備充実
障害福祉課

白山市共生の街づくり

推進協議会による相談

支援体制の整備

白山市共生の街づくり推進協議会を活用し、福祉サー

ビスの利用援助や社会活性力を高めるための支援、権

利擁護のための援助など障害種別や年齢等に関係な

く、相談からサービス調整まで行うことができる体制

づくりの強化を図る。また、関係機関相互のネット

ワークを構築する。

3 8 13 10
連携する相談支

援事業所数
箇所 実施

50 3 3

B

障害者相談支援センターと委託の相談支援事業

所、指定特定相談支援事業所が連携し、国が示す

三層構造の相談支援体制を構築している。

96
地域で生活できる基盤

づくり
★

相談支援体制の整

備充実
障害福祉課

専門相談支援機能の充

実

障害者相談支援センターを設置し、精神保健福祉士や

社会福祉士、権利擁護、発達支援、就労支援のコー

ディネーター等の専門的な支援を要する困難ケースへ

の対応など、相談支援機能を強化する。

3 8 13 10

ノーマネットは

くさん相談部会

の開催

回/年 実施

9 3 3

8 



障害福祉課
相談支援事業者の育

成、確保

障害者相談支援センターが研修等を企画し、利用者か

らの相談やサービス利用の斡旋・調整等を行う相談支

援事業者の育成、確保を推進するとともに、定期てい

な困難ケースの事例検討会を開催し、相談スキルの資

質向上を行う。

3 8 13 10
困難ケース事例

検討会の実施
回/年 実施

9 3 3

B
困難ケースに対してノーマネットはくさん相談部

会において、情報共有、後方支援を行っている。

98
地域で生活できる基盤

づくり
★

相談支援体制の整

備充実
障害福祉課 身近な相談窓口の充実

障害者相談支援センター、、福祉ふれいあいセン

ター、保健福祉センター、相談支援事業所、医療機関

等で相談窓口を設置することを周知、白山市共生の街

づくり推進協議会を通して、各機関における相談支援

技術の向上を図る

3 8 13 10
市内相談支援事

業所に委託
委託事業所 実施

24 3 3 3 3

B

市内の相談支援事業所9か所に委託し、相談支援

体制を整え、基幹相談支援センターとして白山市

障害者相談支援センターが後方支援を行ってい

る。

3 3

97
地域で生活できる基盤

づくり
★

相談支援体制の整

備充実

3 3

B

学校や町内会に対して障害理解の出前講座を周知

し、依頼に対してノーマネットはくさんと協力し

て実施した。

3 3

99
地域で生活できる基盤

づくり
★

相談支援体制の整

備充実
障害福祉課

ケアマネジメント実施

体制の整備充実

障害のある人の心身の状況や生活ニーズ、サービス利

用意向等を最大限尊重し、一人ひとりの生活に必要な

福祉・保健・医療・就労等多様なサービスを総合的・

一体的に提供し、地域生活を安定的に支援するケアマ

ネジメント実施体制の整備を推進する。

3 8 13 10

相談支援専門員

の関わりについ

て点検会

― 回/年

障害福祉課
精神疾患の早期発見・

対応

地域における健康診査や健康相談の場を活用し相談

ブースを設置することにより、早期発見に努め、医療

機関への早期受診を図る。また学校でのメンタルヘル

ス講座を開催し心の成長と特徴について、思春期特有

の悩みやストレス対処法などを学ぶ。

3 8 13 10

子ども向けメンタル

講座「出前講座」の

開催

回/年 実施

1 2 3

B
相談支援の質の向上を目的にノーマネットはくさ

ん相談部会において関わりの点検会を実施した。

100
地域で生活できる基盤

づくり

心の健康づくりと

支援体制の充実
障害福祉課

精神疾患に関する広

報・啓発

市民に対し、精神疾患、精神障害に関する正しい知識

の普及・啓発を行う。
3 8 13 10

出前講座を周

知・開催
回/年 実施

1 3 3

1 3 3

C

子どものメンタル講座のチラシを作成し、市内小

中学校へ周知したが、コロナ禍のため依頼がな

く、未実施に終わった。

102
地域で生活できる基盤

づくり

心の健康づくりと

支援体制の充実
障害福祉課 相談体制の充実

精神医療機関や相談支援専門員の充実により、母子保

健施策を通じた心の健康づくりをはじめ、児童・思春

期の心の相談や青少年の引きこもり、うつ病等の精神

保健専門相談の充実を図る。また、身近な地域で受

診、相談ができる体制づくりを推進する。

3 8 13 10

精神科病院と相談支

援専門員との連携会

議の開催数

回/年 実施

0 2 2 2 2

B

ノーマネットはくさんすまい部会において精神科

病院と相談支援専門員等と連携して精神障害にも

対応した地域包括ケアシステムに関する協議や研

修を行った。

3 3

101
地域で生活できる基盤

づくり

心の健康づくりと

支援体制の充実

2 3

C

精神科医療機関、相談支援専門員等と地域移行支

援会議を開催する予定であったが、コロナ禍のた

め未実施に終わった。

ノーマネットはくさんすまい部会において地域移

行支援のパンフレットについて医療機関に周知し

た。

2 2

103
地域で生活できる基盤

づくり

心の健康づくりと

支援体制の充実
障害福祉課

精神保健医療体制の確

立

精神科と他医療機関が連携し、地域における適切な精

神医療提供の確立を図る。また、休日・夜間の精神救

急医療体制や訪問看護制度の充実に向けて関係機関へ

働きかける。

3 8 13 10

精神科病院と相談支

援専門員との連携会

議の開催数

回/年 実施

障害福祉課
理解促進研修・啓発事

業

障害のある人が日常生活及び社会生活を営む上で生じ

る障壁を除去するため、地域住民に対して理解を深め

るため講座開催や広報活動を実施する。

3 8 13 10
福祉教育プログラム

の実施件数
件/年 100

0 2 2

B

ノーマネットはくさんすまい部会において精神科

病院と相談支援専門員等と連携して精神障害にも

対応した地域包括ケアシステムに関する協議や研

修を行った。

104
地域で生活できる基盤

づくり

心の健康づくりと

支援体制の充実
障害福祉課

精神障害のある人の退

院促進の支援

精神科病院から退院可能な人が早期に退院して地域で

自立した生活ができるよう、本人や家族、地域、保

健・医療・福祉等の関係機関が連携して退院を促進す

るための体制構築を推進する。

3 8 13 10

精神科病院と相談支

援専門員と地域移行

に関する会議の開催

数

回/年 実施

1 3 3

461 3 2

B

目標値には届いていないが前年度実績から増加し

ている。今年度は利用者側からの要望により、コ

ロナウイルス感染症対策をして対面での講座開催

となり前年より回数、対面形式と向上している。

106
地域で生活できる基盤

づくり
★

情報・コミュニ

ケーションの支援

充実

障害福祉課 意思疎通支援事業

聴覚障害者が日常生活及び社会生活を営むうえで必要

な情報を得るため、手話通訳・要約筆記の派遣を行な

うなど、社会参加のための支援を行う他、市民サービ

スとして遠隔手話通訳、電話リレーサービスを実施す

る。

3 8 13 10
手話通訳者、要約筆

記者の依頼件数
件/年 590

85 3 3 3 3

B

聴覚障害者に対し、日常生活及び社会生活を営む

上で必要な情報を得るための手話通訳者・要約筆

記者を派遣することができた。

3 3

105
地域で生活できる基盤

づくり

心の健康づくりと

支援体制の充実

9 



B

ここ数年は、対象者の半数ほどが新たに就業して

おり、今後も引き続き支援を行っていきたいと考

えております。市内企業に高齢者雇用

に関する施策周知
― 実施 実施

3 38 13 10
福祉・企業見学交

流会の実施
回/年 1 2 3 3

3 8 13 10 3 2 3 3

3 3 B

今回より、開催種目をパラスポーツであるボッ

チャを採用。ボッチャの楽しさを体験できたほ

か、体力の維持増強のほか、障害者の社会参加の

促進にもつながったため。

114
健やかな成長を支援す

る環境づくり

早期療育体制の整

備充実
障害福祉課 療育支援機能の充実

市内相談機関との連携により、療育に関する適切な助

言・指導を受けることができるよう相談支援体制の充

実を図る、また、総合的な療育支援サービスを提供す

るための拠点的機能の配置、確立を図る。

B

イオンモール白山と別川製作所の２か所で福祉・

企業見学交流会を実施できたが、ライオンズクラ

ブ等への福祉・企業セミナーは実施できなかった

ため、「Ｂ」を選択した。

障害者に職業訓練

に対する支援
― 実施 実施

117
社会参加を促進する基

盤づくり
★

障害者の社会参加

の促進
商工課

障害者の雇用、就労へ

の支援

障害者に対して職業訓練に対する支援を行い、市内企

業に対しては障害者雇用に関する施策の周知を行う。

116
社会参加を促進する基

盤づくり
★

障害者の社会参加

の促進
障害福祉課

障害者の雇用、就労へ

の支援

福祉と雇用の連携による就労支援、雇用への移行を進

める支援策の充実、雇用と福祉を結ぶネットワークの

形成、福祉施設における雇用の場の拡大、障害者雇用

に対する理解の促進、障害のある人の職業能力開発の

充実、ジョブコーチ（職場適応援助者）の設置、多様

な雇用・就業機会の確保、就労後のフォローアップ体

制の充実を行う

3

115
社会参加を促進する基

盤づくり

生涯学習・スポー

ツ活動等の支援
障害福祉課

生涯学習・スポーツ活

動の支援

身近な地域における生涯学習機会の充実、スポーツ・

レクレーション活動の推進、学習活動やスポーツ活動

を通じた地域間交流を推進する

3 8 13 16
ふれあいスポーツ

大会の開催
回/年 1 1 3 3

113
健やかな成長を支援す

る環境づくり
★

障害児の支援体制

の充実
障害福祉課

特別支援教育推進のた

めの体制整備

障害の程度等に応じて特別の場で指導を行う「特殊教

育」から障害のある児童生徒一人ひとりの教育的ニー

ズに応じて適切な教育的支援を行う「特別支援教育」

への転換を図るための体制整備を行う。また、障害の

ある子どももない子どもの交流、共同学習機会と内容

の充実に努める

3 8 13 10
ケース会議等開

催
％ 100 100 3 3

3 8 13 10
障害児通所支援啓

発を実施
回/年 実施 1 3 3

3

3 3 B
就学前の障害福祉サービス申請ができることで、

早期の療育が可能となるため。

3 B

年に数回、関係者間でケース会議を開催し、医療

的ケア児に対応する体制整備について検討してい

るため。

3 3

B
児童発達支援の利用者は増えているが、保育所等

訪問支援の利用が少ない。
3 3

107
地域で生活できる基盤

づくり
★

高齢化する障害者

への支援
障害福祉課

障害のある人の高齢化

に伴う様々な課題への

対応

障害のある人の高齢化に伴う日常生活での主な身辺動

作・活動、社会参加などについて、住み慣れた地域・

住まいで暮らし続けることができるよう、介護、障害

福祉サービス関係者と連携を図り、支援を行う。

3 8 13 10
ノーマネットはくさ

ん高齢部会開催数
回/年 実施

障害福祉課 保育環境の充実
保育所施設や設備の改善を中心とした保育環境の充実

に努める
3 8 7 10 会議の回数 回/年 3

9 3 3

B

定期的にノーマネットはくさん高齢部会を開催

し、高齢障害者が安心して障害福祉サービスや介

護保険を利用できるための支援策を検討してい

る。

108
健やかな成長を支援す

る環境づくり
★

障害児の支援体制

の充実
障害福祉課 保育サービス等の充実

保育所の加配や障害児保育に関する研修の充実による

保育士の資質の向上、障害のある幼児の状況に応じた

保育サービスの充実を行う

3 8 13 10 利用者数 人/年 実数

6 3 3

9 2 2

B

障害のある子どもが地域の保育所等で保育・療育

を受けられる環境整備に対するニーズや相談が少

ないため。

110
健やかな成長を支援す

る環境づくり
★

障害児の支援体制

の充実
障害福祉課 幼児期教育相談の実施

幼児期教育相談の実施、保育所、幼稚園と小学校が連

携した適切な就学相談や指導を行う
3 8 13 10 利用者数 人/年 実数

3 3 3 3 2

C
保育所等訪問支援の利用者は少ないが、利用者が

適切な療育を受けることができている。
2 2

109
健やかな成長を支援す

る環境づくり
★

障害児の支援体制

の充実

3 3

B
保護者を含めた関係機関と情報共有を行うことが

できたため。
3 3

111
健やかな成長を支援す

る環境づくり
★

障害児の支援体制

の充実
障害福祉課 福祉サービスの充実

居宅介護サービスや短期入所、放課後ディサービス、

日中一時支援事業所等の福祉サービスの充実を図る
3 8 13 10 延べ利用者数 人/年 実数

60 3 3

B
保護者から相談のあったケースについては、概ね

適切にサービス利用につなげることができた。

112
健やかな成長を支援す

る環境づくり
★

障害児の支援体制

の充実
障害福祉課

保護者並びに関係機関

との連携強化

保護者、保健所、医療、教育部門、県の専門機関との

連携強化を図る。また、関係機関が連携して、子育て

に不安を抱える保護者の心のケアや相談支援を行う。

3 8 13 10 延べ利用者数 人/年 5,761

22,391 3 3

10 



発達障害者が安心して暮らせる環境づくり

社 経 環 ガ 有 効 公 将

6

4 4 2 4 B
乳児期から幼児期における切れ目のない発達障害

相談体制の構築において有効だった。2歳児相談(鶴来保

健センター)
回/年 6 6

3 3 B

障害者差別解消のための支援協議会で施策に提案

をいただいた。また、実際にあった差別や合理的

配慮に関する相談事例を協議会において検討し共

生のまちづくり推進に向け協議できた。

123 相談支援体制の整備 ★ 発達相談の充実 発達相談センター
関係機関との連携会議

（開催、出席）

当事者に関する情報共有を行い、連携を図ることで当

事者や家族を支援する。
3 8 13 10

5

4 4 2 3 B

必要に応じた連携が上手く機能しており、継続す

ることで発達相談体制のさらなる充実が期待出来

る。外部機関(医療・

福祉・警察)
回/年 2 1

120 共生のまちづくり ★

差別を解消するた

めの支援体制の充

実

障害福祉課
共生のまちづくり推進

事業

障害者差別解消のための支援協議会により、相談者の

申し立てによる助言やあっせんを行うとともに、障害

者差別解消施策を推進する。

3 8 13 10
差別や合理的配慮に

関する相談件数
件/年 4 2 3 2

3 3 B
「共生フェスタはくさん」の実施を継続すること

で、理解啓発に努めていきたい。

119 共生のまちづくり ★
合理的配慮の提供

の推進
障害福祉課

共生のまちづくり推進

事業

簡易用スロープ、コミュニケーションボード、点字メ

ニュー等を事業者が購入に際し、費用の一部を補助

し、合理的配慮の支援を行う。

3 8 13 10
補助金の申請件

数
件/年 5 1 2 2 2 2 C

企業等を訪問し、事業の周知を行う予定だった

が、新型コロナウイルス感染症の影響により実施

できず、補助金の申請件数の実績は1に終わっ

た。制度の発展のため要綱の内容の再検討が必

要。

118 共生のまちづくり
広報・啓発活動の

推進
障害福祉課

共生のまちづくり推進

事業

障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に

人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現す

るため市民に対し、合理的配慮の実行など意識啓発等

を行う

3 8 13 10
共生フェスタはく

さんの開催
回/年 1 1 3 3

役所内機関 回/年 5

1,907 3 3121 相談支援体制の整備 ★ 発達相談の充実 発達相談センター
個別相談事業（幼児

期・学齢期）

発達障害の早期発見に努め、当事者や家族が適切な理

解や対応がなされるよう継続的に支援する。
3 8 13 10

幼児期・学齢期

相談件数
件/累計 2,200 B

市民や関係機関からの相談に広がりもみられる

が、効率よく相談事業を継続していくため、関係

機関との連携、役割分担を図りながら相談者を協

力し支援していく必要がある。

3 3

3 3

A
参加者の満足度も高く、目標とする支援が行えて

いることから、参加者も増加した。
3 4102 4 4

B

今年度は特定の相談者（数人）の生活状況変化が

あった影響から、実績は目標値を下回る結果と

なったが、個々のニーズに応じて継続的な相談を

実施している。

8 13 10 実施回数 組/年 150

156122 相談支援体制の整備 ★ 発達相談の充実 発達相談センター
個別相談事業（青年

期・成人期）

当事者や家族に対し、就労支援や、家庭生活を維持継

続するため相談支援をおこなう。
3 8 13 10

青年期・成人期

相談件数
件/累計 360

発達相談センター
「年中児・年長児」小

集団教室事業

集団適応が難しい幼児に対して、小集団活動プログラ

ムを通じ、成功体験から自己肯定感を育み、円滑に集

団活動が行えるよう支援する。保護者に対しては、子

ども理解と関わり方や適切な環境を学ぶ機会とする。

3 8 13 10 参加人数 人/年 70

124 相談支援体制の整備
切れ目のない支援

体制の整備
発達相談センター あそびの教室事業

発達障害の疑いのある幼児と保護者に対して、小集団

あそびを通して経過観察を行い、子への特性理解と支

援の方向性を見極めながら、就園先との連携につなげ

ていく。

3

3 2

58 2 4

B

参加人数が少なかったが、保護者の我が子理解、

特性に合った関わり方や適切な環境等を学ぶ機

会、子どもの療育的支援として有効となった。

125 相談支援体制の整備
切れ目のない支援

体制の整備
発達相談センター

「年中児・年長児」小

集団教室事業

集団適応が難しい幼児に対して、小集団活動プログラ

ムを通じ、成功体験から自己肯定感を育み、円滑に集

団活動が行えるよう支援する。保護者に対しては、子

ども理解と関わり方や適切な環境を学ぶ機会とする。

3 8 13 10 参加人数 人/年 70

58 2 4 3 4

B

参加人数が少なかったが、保護者の我が子理解、

特性に合った関わり方や適切な環境等を学ぶ機

会、子どもの療育的支援として有効となった。

3 4

125 相談支援体制の整備
切れ目のない支援

体制の整備

3 4127 相談支援体制の整備
切れ目のない支援

体制の整備
発達相談センター 就学サポート相談事業

年長児の保護者を対象に、小学校就学に向けて適切に

就学先を決定できるよう支援する。
3 8 13 10

就学サポート相談

事業支援者数
人/年 65

切れ目のない支援

体制の整備
発達相談センター

母子保健事業への派遣

事業

母子保健における幼児期の相談事業に出向き、共同で

発達相談をおこなう。
3 8 13 10

2歳児相談(健康セ

ンター松任)
回/年

A

幼児期の最終的な介入のタイミングで効率よく支

援し、学齢期につないでいくことで二次障害を予

防することができる。要支援者に近い人数を支援

しており効果が期待できる。

93 4 4

1-3-3

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合

126 相談支援体制の整備

6

評価理由

11 



市民主体による健康づくりの推進

社 経 環 ガ 有 効 公 将

啓発映画事業
発達障害について、気軽に理解を深めてもらう場を提

供する。
3 8 13 10 啓発映画上映会 回/年 1 0 2 2 2 2 C

今年度は他イベントとの兼ね合いや新型コロナ感

染拡大状況も踏まえて未実施としたが、今後も内

容や市民ニーズに応じて実施していく考えであ

る。

134
発達障害に対する普及

啓発と交流促進
啓発活動の推進 発達相談センター 出前講座

各種団体や医療・福祉・教育等の関係機関、市民に対

して、講義形式で支援する。
3 8 13 10 実施回数 回/年 20 12 3 3 3 3 B

コロナ渦やインフルエンザの流行、大幅な職員異

動があり、計画通り出来なかった。

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由
連番 基本的方向

施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ

コロナ禍で指導率は以前より低下していますが、

継続した保健指導を行うことで、長期的に医療費

削減となるように努めていきたい。

B2458.8 (見込)

1-4-1

KPI 評価

135
発達障害に対する普及

啓発と交流促進
啓発活動の推進 発達相談センター

B

毎年、継続的に様々な就労スタイルを選択されて

いる当事者の実体験を聞くことで、参加者たちの

就労への考え方も深めることができている。

3 3

発達相談センター 専門相談事業
医療機関と同等の資質で相談が受けられるよう支援す

る。（医師、作業、言語、ポーテージ：4職種）
3 8 13 10

相談者数（延人

数）
人/年 120

1 3 3128 相談支援体制の整備
切れ目のない支援

体制の整備
発達相談センター 就労に関する研修事業

発達障害を抱える当事者や家族に対し、就労につなが

るまたは継続するために、研修形式にて支援する。
3 8 13 10

就労支援に関する学

習・啓発研修の実施
回/年 1

実施 4 3

B

発達特性に関する相談が増えていることに伴い、

専門家に相談を希望するニーズが高まっているこ

とから、今後も事業は継続していく。

130 相談支援体制の整備
医療分野における

相談の充実
発達相談センター

医療機関への情報提供

書作成

医療機関に発達障害の診断を依頼する作業を通して、

医療機関との連携を図り、継続相談や地域での様々な

支援へとつなげる。

3 8 13 10
医療機関への情報提

供書の作成
― 実施

118 3 3 3 3

B

医療とのつながりは、地域における支援を考える

上で不可欠である。情報提供書を介してより具体

的に医療機関へ情報が伝わり、より良い支援に繋

がっていくことが期待できる。

3 3

129 相談支援体制の整備
医療分野における

相談の充実

多くの市民に向けて発達障害を広く理解してもら

う機会となる講演会は今後継続の必要性を感じ

る。

3 3

3 8 13 10 参加人数 人/年 850

80 3 3131
発達障害に対する普及

啓発と交流促進
★

対象者別講演会の

開催
発達相談センター

発達障害のある人の理

解を深める研修事業
市全体で発達障害の理解が深まるために支援する。 3 8 13 10 参加人数 人/年 150 B

B

対象者ごとにテーマを設定して、集団に向けて発

達障害を広く理解する機会となる講演会は今後も

継続していく。

3 3

133
発達障害に対する普及

啓発と交流促進
★

対象者別講演会の

開催
発達相談センター 支援者限定研修会事業 より専門的な研修内容にて、支援者側を支援する。 3 8 13 10

支援者限定研修

会
回/年 7

70 3 3

B

事業内容自体は有効性が高い。より活用しやすく

する為に開催形式を①出前形式②招集形式の2形

式とする。

3 2

132
発達障害に対する普及

啓発と交流促進
★

対象者別講演会の

開催
発達相談センター

発達障害のある人の家

族を支える研修事業

発達障害の関係者（当事者、家族、支援者）を支える

ために、講演会や研修会を開催する。

8 4 2

3 3

B

子育てに困り感があり、地域の広場へ行きずらい

親子の広場な為、今後も必要な親子が安心して過

ごせる場として必要。

3 3

136
発達障害に対する普及

啓発と交流促進
啓発活動の推進 発達相談センター 啓発展示事業

発達障害に関しての最新の正確な情報や、当センター

の機能について情報提供する場を設ける。
3 8 13 10

啓発展示・イベ

ントの開催
回/年 1

120 3 3

B

今回新たにイオンモール白山での開催を試みた結

果、広い対象に向けて啓発が可能であった。今後

も場所や方法を検討しながら啓発活動を継続して

いく。

137
発達障害に対する普及

啓発と交流促進
交流事業の推進 発達相談センター 広場事業

1 3 3

2 4 3138
発達障害に対する普及

啓発と交流促進
交流事業の推進 発達相談センター

発達障害児を持つ保護

者会

保護者同士が集い、学習の場や情報交換の場となるよ

う支援する。
3 8 13 10

発達障害児をも

つ保護者会
回/年 3

139
発達障害に対する普及

啓発と交流促進
交流事業の推進 発達相談センター

スペクトラムカフェ事

業

当事者、家族、支援者が情報交換できる場を提供す

る。
3 8 13 10 事業の実施 回/年 1

発達障害のある（疑いを含む）幼児と保護者に対し、

特性に合わせての過ごしやすい遊び場を整備する。 3 8 13 10 参加人数 人/年 190

B

この事業は飲食を伴うものであり、今年度はコロ

ナ感染予防の観点から開催を見合わせた。来年度

は、実施する予定である。

0 3 2

43.3 (見込) 3 3

B
健診受診者は目標値を超えており、健診機器の整

備も行われている。
3 3

B

コロナ禍もあって、健診受診率は以前より低下し

ているため、個々の状況にあった未受診勧奨を行

い、受診率向上に努めていきたい。

4 3

B
対象者の満足度も高く、目標としている支援が出

来た。
2 3

3 3

141 健康寿命の延伸 ★

生活習慣病の発症

及び重症化予防の

徹底

いきいき健康課 特定健診
生活習慣病の発症予防を目的として40～74歳の国民健

康保険被保険者に健康診査を実施する。
3 8 13 10

特定健診の受診率

（法定報告　次年度

秋に確定）

％ 62.5

17,917 3 3140 健康寿命の延伸 ★
人間ドックの検査

内容等の充実
白山石川医療企業団 健診機器整備

健診機器の整備により、病気の早期発見に寄与し、メ

ディカルウェルネス事業により健康寿命を延伸する
3 8 13 10

総合健診センター受

診者数の増加
人/年 16,600

3 3

B

コロナ禍で肥満や糖尿病の方は増加傾向だが、継

続実施している事業であり、国保加入者の新規透

析者数も増えていないことから、今後も引き続き

取り組む必要がある。

2 3

142 健康寿命の延伸 ★

生活習慣病の発症

及び重症化予防の

徹底

いきいき健康課 特定保健指導
特定健診の結果に基づき、生活習慣病の発症及び重症

化が懸念される対象者に対して、保健指導を行う。
3 8 13 10

特定保健指導の指導率

（法定報告　次年度秋

に確定）

％ 81

1.4 4 2143 健康寿命の延伸 ★

生活習慣病の発症

及び重症化予防の

徹底

いきいき健康課 糖尿病等の重症化予防
医師会や関係機関と連携を図り、糖尿病等の重症化を

予防する。
3 8 13 10

HbA1c8.0以上/特定

健診受診者
％ 0.8

12 



医療・救急体制の充実

社 経 環 ガ 有 効 公 将

3 8 13 10 3 4 3 4 B 紹介率・逆紹介率が目標値にほぼ達していた。

逆紹介率 ％ 75 73.8

紹介率 ％ 60 59.6

148 健康寿命の延伸
健康づくりグルー

プの育成推進
いきいき健康課

健康づくりグループの

育成推進
・健康づくり推進員、食生活改善推進員の活動支援 3 8 13 10 3 2 2 3 C

地域医療連携ネット

ワークの薬局、在宅、

介護施設連携

地域連携ネットワークを活用し、診療・調剤・服薬・

在宅・介護の情報共有を推進する。

地域医療連携ネッ

トワークの強化と

充実

地域の健康づくり・食生活改善を推進する人を支

援することで、健康意識の向上に期待するため。食生活改善推進員の

活動支援
ー 実施 実施

156 白山石川医療企業団地域医療体制の充実 ★

3 8 13 10
がん検診受診者

数
人 25,540 B

検診体制の見直しによりコロナ禍以前の受診者数

までには至らないが、前年度より受診人数が増加

している。

145 健康寿命の延伸 ★

健康生活支援企業

と連携した健康づ

くり事業の展開

いきいき健康課
健康寿命延伸のまちづ

くり事業

・タニタの健康ウエブサイトを利用した健康の見える

化事業

・講演会等の実施

3 8 13 10
はくさんタニタ健康

くらぶの会員数
人 1,000

19,254 3 3 3 4

B
参加者数は目標値に達していないが、参加者の満

足度が高く積極的な利用が期待できる。
4 3

144 健康寿命の延伸 ★

生活習慣病の発症

及び重症化予防の

徹底

いきいき健康課 がん検診
がんを早期発見し、早期治療につなげることにより早

世予防を図る。

146 健康寿命の延伸

地域資源を活用し

た健康づくり事業

の展開

いきいき健康課 健康づくり推進事業 各種ウォーキング事業の開催（七ヶ用水など） 3 8 15 16
自主的に健康づくりに

取り組む市民を増やす
ー 実施

729 3 2

健康づくり推進員の

活動支援
－ 実施

実施 3 3

B

主体的に健康づくりに取り組む市民の姿が見ら

れ、市民の更なる健康意識向上に期待ができるた

め。

147 健康寿命の延伸

地域資源を活用し

た健康づくり事業

の展開

いきいき健康課
地域資源を生かした心

と体の健康講座
自然観察会、ウォーキングイベントの開催 3 8 15 16

自主的に健康づくりに

取り組む市民を増や

す。

ー 実施

実施 3 3

実施

3 4

B

主体的に健康づくりに取り組む市民の姿が見ら

れ、今後も地域資源を活用した健康づくり事業に

より、市民の更なる健康意識向上に期待ができる

ため。

3 4

実施 3 2149 健康寿命の延伸
健康づくりグルー

プの育成推進
いきいき健康課

ヘルスコンシェルジュ

育成
・ヘルスコンシェルジュ・育成事業 3 8 13 10

ヘルスコンシェル

ジュの育成
－ 実施 B

研修会の開催はできなかったが、様々な講座や体

験会を通して市民の健康づくりに寄与した。
3 3

151 地域医療体制の充実 ★
医療と介護が一体的に

提供できる基盤の強化
白山石川医療企業団

地域住民向け研修会、

講習会

市民公開講座等の実施により地域住民の健康意識の向

上を図り、早期受診行動を促す
3 8 13 10 出前講座の回数 回/年 12

300 3 4150 地域医療体制の充実 ★
医療と介護が一体的に

提供できる基盤の強化
白山石川医療企業団

公立松任石川中央病院

大規模増改築工事
新築移転に向けた工事の計画策定 3 8 13 10 収支黒字の継続 百万円/年 100

★
地域医療支援病院

機能の充実
白山石川医療企業団 医療機関向け研修会

医師会などと協力し近隣の病院や診療所職員向けに研

修会を開催
3 8 13 10 研修会開催回数 回/年 6

7 4 2

B 収支は目標を上回る黒字となる見込みである。3 3

B

認知症予防を啓発することは地医住民の健康なく

らしに寄与するものであるが、開催回数が目標に

達していない。

3 3

1,842 4 4

B 予定の回数を上回る12回の開催を行った。

153 地域医療体制の充実 ★
地域医療支援病院

機能の充実
白山石川医療企業団

高度医療機器共同利用

の推進

PET/CT,MRI，CT等の高度医療機器の近隣医療機関と

の共同利用を推進する
3 8 13 10

高度医療機器共

同利用件数
件/年 1,350

12 4 4 3 3

A 目標値を上回っている。3 4

総合 評価理由

152 地域医療体制の充実

3 3

B ホームページの更新は実施されている。4 3

154 地域医療体制の充実
がん診療連携推進

病院の機能強化
白山石川医療企業団 がん治診療体制整備 がんの早期発見、早期治療に向けた体制整備を行う 3 8 13 10 ＰＥＴ件数 件/月 320

実施 4 3

B 目標値の９７％であった。

155 地域医療体制の充実
がん診療連携推進

病院の機能強化
白山石川医療企業団 がん治療情報の公開

研修会、ホームページを通して院内で実施されている

がん治療の内容、がんの治療成績を公開し、地域住民

にがん治療の知識をもっていただき、早期の受療行動

を促す

3 8 13 10
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのがん治療

実績更新
― 実施

310 3 3

実施 4 4157 地域医療体制の充実
白山石川医療企業

団内連携強化
白山石川医療企業団 企業団内情報共有

企業団内の診療情報、経営情報等を共有化し、診療の

効率化・適正化および経営判断などの迅速化を行う
3 8 13 10

診療情報システムおよ

び事務系管理システム

の共有

― 実施 A
院内情報共有のシステムを改修し、情報共有を進

めた。
4 4

基幹型研修医の採用人数は県によって指定されて

おり、最大数の2名を採用できた。
4 4

158 地域医療体制の充実

院外処方・ジェネ

リック医薬品の使

用推進

白山石川医療企業団
ジェネリック医薬品使

用推進

ジェネリック医薬品について、患者に理解を促し使用

割合の向上を促進する
3 8 13 10

ジェネリック使

用率
％ 90

2 4 4

A

ジェネリック医薬品の使用によりコスト削減をお

こなうことは、今後の医療提供体制を持続させる

ためにも重要であり、目標値を達成している。

159 地域医療体制の充実
医師確保・人材育

成の推進
白山石川医療企業団

臨床研修指導体制の充

実
臨床研修医を積極的に受けいれ、医師確保を推進する 4 8 13 10

基幹型研修医の

採用
人 2

92 4 4 4 4

A

1-4-2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4)
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感染症対策の強化

社 経 環 ガ 有 効 公 将

健全な公的保険制度の運営

社 経 環 ガ 有 効 公 将

1-5-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8)

1-4-3

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

31012

白山石川医療企業団 災害医療体制整備

実績(R4) 総合 評価理由

3 8 13 10 備蓄品の整備

167

特定行為可能な看護師の育成は、医師の負担軽

減、地域医療の推進等に不可欠であり、目標を超

えた5名の受講者を受け入れている。

A4444101384
特定行為に係る看護師の養成を推進し、医師の負担軽

減、医療の質向上を行う

特定行為に係る看護師

の養成
白山石川医療企業団

特定行為研修受

講者数
人 3

救急車の受け入れに最大限努めており目標値の４

４％増加の2,870件。

医師確保・人材育

成の推進
地域医療体制の充実160

161 救急医療体制の充実
医療機器や救急医

療病棟等の充実
白山石川医療企業団 救急医療体制整備事業

救急医療機器、救急病棟および救急診療体制の充実強

化を行う
3 8 13 10

年間救急搬送受

件数
件/年 2,000

5

A4 4

― 実施

2,870 4 4

実施 3 3

B

備蓄品の使用期限を確認し、つねに災害に備える

ことは、災害時に病院機能を維持する上で有用で

ある。

163 災害医療体制の充実
災害派遣医療チーム

（DMAT）体制の充実
白山石川医療企業団

災害派遣医療チーム

（ＤＭＡＴ）の技能強

化

災害急性期に活動できる機動性を維持するために継続

的に専門的研修・訓練を行う
4 8 13 10

院内外の研修に

参加
― 実施

実施 3 3 3 3

B

災害の際に、災害対応技能が活かされるものであ

り、国及び県主催のDMAT隊員技能維持訓練に参

加し技能維持に努めている。

3 3

162 災害医療体制の充実
災害拠点病院とし

ての機能強化

3 3

B
予防接種対象者への個別通知、広報やホームペー

ジで紹介、接種勧奨はがきを送付している。
3 3

164 災害医療体制の充実
近隣医療機関と連携し

た災害時対応力の強化
白山石川医療企業団

近隣医療機関と連携し

た災害時対応力の強化

大規模災害時に近隣医療機関等と連携できるよう研

修、訓練を行う
3 8 13 10

地域を巻込んだ災害

対抗訓練の実施
― 実施

災害時に診療機能を失わず、被災地内の傷病者等の受

け入れ及び搬出を行う体制を強化するために、医療機

器、設備等の整備を行う

50 3 3

B
大規模災害時には他院との連携は必須であり、他

院のDMATと連携した災害対応訓練を実施した。

165 一般的な感染症の対策
ワクチン接種の促

進
いきいき健康課 予防接種事業

予防接種を実施することで、重篤な疾病の予防や感染

症の流行を抑制する。
3 8 13 10

市内感染症予防協力

医療機関
施設 50

実施 3 3

22,27883１年分の受診医療機関、総医療費を年1回通知医療費通知保険年金課医療費の適正化
国民健康保険事業の健

全運営

B

点検の結果、過誤調整を実施した。

次年度も継続することにより医療費の適正化を図

る。

通知を発送 通/年 全部

327,687 3 3 3 3166
国民健康保険事業の健

全運営
医療費の適正化

3 3

保険年金課
診療報酬明細書

（レセプト）点検

レセプト請求が診療報酬点数表に基づく適正なものか

点検
3 8 12 10

医療事務専門業者に

よる二次審査
件 全処理

通知によって、受診状況や医療費について、請求

内容の確認や適正な受診への動機づけを行った。

次年度も継続することにより医療費の適正化を図

B333

B

コロナ禍もあって、健診受診率は以前より低下し

ているため、個々の状況にあった未受診勧奨を行

い、受診率向上に努めていきたい。

4 3

168
国民健康保険事業の健

全運営
医療費の適正化 保険年金課

ジェネリック医薬品差

額通知

先発医薬品服用者に後発医薬品に切り替えたときの差

額を通知
3 8 12 10

後発医薬品の数

量シェア
％ 80以上

いきいき健康課 特定保健指導
特定健診の結果に基づき、生活習慣病の発症及び重症

化が懸念される対象者に対して、保健指導を行う。
3 8 13 10

特定保健指導の受診

率（法定報告　次年

度秋に確定）

％ 81

43.3 (見込) 3 3

B

白山市のジェネリック医薬品シェアは83.5％

（R5.3月）であり、国が掲げる目標値８０%を超

えている。

169
国民健康保険事業の健

全運営
★

生活習慣病の発症及

び重症化予防の徹底

【再掲　1-4-1】

いきいき健康課 特定健診
生活習慣病の発症予防を目的として40～74歳の国民健

康保険被保険者に健康診査を実施する。
3 8 13 10

特定健診の受診率

（法定報告　次年度

秋に確定）

％ 62.5

83.5 3 3

12 3 3

B

コロナ禍で指導率は以前より低下していますが、

継続した保健指導を行うことで、長期的に医療費

削減となるように努めていきたい。

171
介護保険事業の健全運

営

介護保険制度の理

解促進
長寿介護課 普及・啓発事業 まちかど市民講座等を通じて周知を図る。 3 8 12 10

まちかど市民講座を

通じた周知啓発
件/年 12

58.8 (見込) 4 2 3 3

B
引き続き介護保険や高齢者福祉について、地域に

出向き周知していく。
3 3

170
国民健康保険事業の健

全運営
★

生活習慣病の発症及

び重症化予防の徹底

【再掲　1-4-1】

介護給付費について定期的に通知することで、給

付の確認及び制度の理解推進が図れている。
3 3

172
介護保険事業の健全運

営

給付内容分析と適

正化の推進
長寿介護課 介護給付の適正化事業

医療情報と介護情報の突合点検、ケアプランのチェッ

ク、事業者への監督・実地指導を実施し、介護給付の

適正化に取り組む。

3 8 12 16
介護給付の適正化事

業の実施
項目 15

100 3 3

B

引き続き、介護給付適正化取組方針に基づき、事

業を実施することで、適正な介護サービスが提供

されるように点検、指導することができる。

173
介護保険事業の健全運

営

給付内容分析と適

正化の推進
長寿介護課 介護給付費通知事業

介護保険サービス利用者に対し、給付費通知書を送付

することで、給付の確認及び制度の理解推進を図る。
3 8 12 16

介護サービス等の利

用者のうち、介護給

付費通知を送付する

対象者の割合

％ 100

12 3 3 3 4

B

14 



低所得者福祉の充実

社 経 環 ガ 有 効 公 将
連番 基本的方向

施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

1-5-2

3 8 12 10
介護保険運営協

議会の開催
回/年 2 B

３年ごとの介護保険事業計画の策定において、計

画期間中は、進捗状況を点検・評価しており、R

５年の計画策定年度には、それを踏まえた次期計

画を策定するための意見を述べることができると

期待できる。

175
介護保険事業の健全運

営

サービス供給体制

の充実
長寿介護課 施設整備計画

在宅復帰支援としての中間施設や地域での生活が少し

でも長く行えるよう施設を整備する。
3 8 12 10

介護保険事業計画に

基づく施設整備の実

施

床/累計 1,107

2 4 3 3 4

B

今後も、要介護認定者数や施設待機者情報など確

認する一方、なるべく介護保険料が上がらないよ

う配慮することで、市民のニーズに応じた施設整

備となるよう慎重に行っていく。

3 3

174
介護保険事業の健全運

営

給付内容分析と適

正化の推進
長寿介護課 介護保険運営協議会

介護保険事業計画の策定又は変更、実施状況の評価及

びその他重要な事項について、意見を述べる。

176
介護保険事業の健全運

営

福祉人材の育成・

確保
長寿介護課

地域密着型サービス事

業所等の集団指導

介護保険制度の改正内容や、実地指導の結果等をサー

ビス事業所に周知を図るとともに、情報の伝達・共有

を行うことで、サービスの質の向上を目指す。

3 8 12 10
サービス事業に対す

る集団指導の実施
件 30

756 3 3

10
生活困窮者の自

立を支援
件/年 1,250

18 3 3

B
適切なサービス提供を提供するために必要な情報

の伝達・共有ができる。

177
介護保険事業の健全運

営

福祉人材の育成・

確保
長寿介護課 事業所指定基準の緩和

有資格者のみが可能な介護支援と無資格者でも可能な

介護支援を整理することによりボランティア等の受入

を拡大する。

3 8 12 10 指定事業所数 件 実施

0 3 3 3 3

B
研修修了者が業務に従事することで、有資格者が

専門的な業務に従事できるようになった。
3 3

B

生活困窮者就労準備支援事業及び令和4年度より

始めた家計改善支援事業を組み合わせることによ

り、きめ細かい相談対応が期待できる。

2,227 3 3 3 3178 低所得者福祉の充実

社会福祉協議会と

の連携による相談

体制の充実

生活支援課 自立相談支援事業
生活保護に至る前の段階で生活困窮者の早期把握、早

期自立を支援する
1 8 12

15 



事業評価

第2章　地域ぐるみで豊かな心と体を育み健康で活躍できるまちづくり

確かな学力の形成と豊かな心の育成

社 経 環 ガ 有 効 公 将

安全で快適な教育施設の整備

社 経 環 ガ 有 効 公 将

2-1-2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

188

189

学校施設の計画的な改

修

適切な維持管理の

推進
教育総務課 校舎改修事業 小中学校の維持管理などに必要な改修を行う。 4 8

全小中学校の普通教室と特別教室に設置したエアコン

を計画的に更新し、良好な教育環境の維持に努める。
4 8 7 17

小中学校エアコ

ン設置校数
校 28 28学校施設の環境改善 ★

小中学校のエアコ

ン整備及び更新の

推進

教育総務課 エアコン設置事業 3 3 3 2 B

耐用年数や使用頻度を考慮し、中長期計画等を作

成し定期的な更新等、適正な維持管理が実施でき

たことは評価できる。

※令和４年度：蝶屋小空調設備更新（防衛省）

7 17 3 3 3 2 B

改修校 校/年 28 28 児童生徒の安全を確保するための緊急修繕工事

は、事業効果が得られたと考える。二次避難所で

ある体育館にネットワーク環境を整備し、防災対

策の強化に努めたことは評価できる。管理状態 ― 適切 適切

2 3 B
各校が実施形態を工夫しながら、幼小中が連携

し、将来を見据えた教育の充実をしている。

187
学校施設の計画的な改

修
★

長寿命化対策の実

施
教育総務課 長寿命化改良事業 小中学校の老朽化と機能や性能の向上を図る。 4 8 7 17

長寿命化工事完

了校
校/5年 5 2 3 3 3 2 B

老朽化した学校施設等を改修する長寿命化工事

は、事業効果が得られたと考える。インフラ整備

には多額の費用を要することから、個別施設計

画・中期計画に沿って、計画的に実施できたこと

は評価できる。

186
こども園・幼稚園・小

中学校の連携

幼児・児童・生徒

の交流
学校指導課

幼児・児童・生徒の交

流

各小中学校ごとに交流

　※事業費特になし
4 9 13 17

交流会等/小中学

校数
％ 100 92.9 3 3

4 4 B
学校司書が情報や取組を共有することで、全小中

学校での図書館教育の更なる充実が期待できる。

185
こども園・幼稚園・小

中学校の連携

幼稚園と小中学校

の教員連絡会の実

施

学校指導課
幼稚園と小中学校の教

員連絡会

各小学校ごとに就学予定幼児、進学予定児童について

情報共有を行っている。

　※事業費特になし

4 9 13 17
連絡会等実施

（全小中学校）
％ 100 100 3 3 3 3 B

全ての学校等が形態等を工夫しながら情報共有し

ており、きめ細やかな連携をしているため、その

充実が期待できる。

184
情報教育と読書活動の

推進

図書館を活用した

各教科の授業実践
学校指導課 学校司書部会

図書館を活用した授業実践を部会で報告し合い、活用

の機会を増やすよう努める。

　※事業費特になし

4 9 13 17
司書部会を開催

する
回 11 10 3 3

3 3 B

打合せ時間についての課題はあるが、ＡＬＴの適

正な配置により、生きた英語を学ぶ機会を確保す

ることが概ねできたから。

183
情報教育と読書活動の

推進

ICTサポートの活

用
学校指導課 ICTサポート事業

授業の支援や学校ホームページの作成、更新、管理等

に関する支援、PC利用に関する疑問の解決相談
4 9 13 17 学校訪問回数 回 656 656 4 3 3 4 B

1人１台端末の導入により、端末の活用の頻度が

高まり、より高度な技術が要求される中で、サ

ポーターの支援・活用が高まったため。

182
外国語教育・国際理解

教育の充実
★

外国語指導助手の

配置
学校指導課

外国語指導助手配置事

業

小学校に外国語指導助手を配置し、生きた英語を学ぶ

機会を確保する。

　※ALT1人5.2百万円×8名＝41.6

　　H29：2名増で10名＝52.0　　【実績】

　　H30：2名増で12名＝62.4 ※増員なし10名

　　H31：2名増で14名＝72.8　　　13名

　　H32：2名増で16名＝83.2　　　15名

4 9 13 17
ＡＬＴの適正な

配置
人 16 15 2 3

3 3 3 3 B

支援員配置数は昨年同様だが、特別支援アドバイ

ザーを配置し、特別支援教育に関する質の向上に

期待ができる。

181 きめ細かな教育の充実
白山市就学相談の

実施
学校指導課 白山市就学相談

次年度就学予定者が適切な教育を受けるために検査、

面接を行い、保護者からの相談に応じる。
4 9 13 17

就学相談申込数/

実施数
％ 100 100 3 3 3 2 B

令和４年度より特別支援アドバイザーを配置し全

件を専門的な検査、面接できるようになった。

評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

179 きめ細かな教育の充実
小中学校における

少人数授業の実施
学校指導課

小学校低学年少人数

（複式）加配

市内小学校第１学年の少人数学級（３０人以下）のた

め、及び複式学級には、その複式授業解消のための講

師を配置する。

　※事業費については算定困難

4 9 13 10
配置非常勤／必

要非常勤
% 100 100 3 3 3 2 B

少人数によるきめ細やかな指導ができることの効

果は大きいが、教員不足による人員確保が難しい

ことは課題である。

2-1-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI

180 きめ細かな教育の充実 ★
特別支援教育支援

員の配置
学校指導課

特別支援教育支援員配

置

障害のある児童生徒へ、学校生活に必要な支援の充実

を図る。

　※1人1.7百万円、1年につき1人増（10年で10名増）

　【実績】H29：49人、H30：50人、H31：52人、

R2：61人、R3：66人、R4：67人

4 9 13 17
配置支援員/必要

支援員
％ 100 100

16 



子どもたちが安心して成長できる地域に開かれた環境づくり　

社 経 環 ガ 有 効 公 将

新規設置校 校/年 随時 0 3 3 3

初めてスキー場に行く児童が増える中、児童は白

山の自然を体験し、豊かな感性を育てている。
B334317139

事業内容
SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

人 2

B

児童生徒は、ゲストティーチャーから直に話をき

くことで、本物に触れる良さを感じ、豊かな心を

育んでいる。

3 3 3 3 B

学校評価の共通項目にすることで、各学校のいじ

めに関する取組を学校内で止めず、地域と連携し

てＰＤＣＡを確実に回すことに繋がっているた

め。

13 17
共通項目の実施

校

2-1-3

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名

3 B

児童生徒は、地域教材を通して、地域のことを知

り、郷土を愛する心を育み、地域との結びつきの

大切さを感じている。

校 28 28 3 3 3
「地域教材」の活用について、校長会議で指示

　※事業費特になし
4 9 13 17

「地域教材」を年間

指導計画に位置づけ

実施する

191 道徳教育の充実 地域教材の活用 学校指導課 「地域教材」の活用

28 16 2 3 3 34 9 13 17

ゲストティーチャー

を活用した授業を実

施した

校192 道徳教育の充実

地域のゲスト

ティーチャーの活

用

学校指導課
地域のゲストティー

チャーの活用

各学校で地域のゲストティーチャーの活用（校長会議

にて指示）

　※事業費特になし

回/年･校 2 2

令和２年度より２名体制となり、多くの学校の事

案に支援することができている。

194
いじめ・不登校対策の

推進

学校評価共通事項

の実践
学校指導課

学校評価共通項目の実

践

市内全小中学校の学校評価において、いじめに関わる

共通項目を実施し、分析・助言を行う。
4 9

2 3 3 4 3 B9 13 17

スクールソーシャル

ワーカーの適切な人

員配置

193
いじめ・不登校対策の

推進
★

スクールソーシャ

ルワーカー等の活

用の促進

学校指導課

スクールソーシャル

ワーカーの配置活用の

促進

問題を抱えた児童生徒を取り巻く環境に働きかけ、家

庭・学校・地域の関係をつなぎ、問題の解決に向けて

支援する。

4

3 B
「ふれあい教室」での学習や様々な体験活動を通

して、自立への支援ができている。

196
いじめ・不登校対策の

推進

教育支援センター

の充実
学校指導課 学習に関する支援 教材・情報機器の充実による学習支援を行う。

人 4 4 3 3 4

不登校児童生徒の心の居場所としての「ふれあい教

室」の運営にあたり、個々の心的エネルギーの回復、

人間関係の育成等を図りながら、再登校さらには社会

的自立に向けて支援する。

4 9 13 17
指導員の適切な

配置
195

いじめ・不登校対策の

推進

教育支援センター

の充実
学校指導課 指導員の活用

人 7

B

プログラミング教室のほか、動画編集教室を２回

開催する等GIGA端末を活用した取り組みができ

ている。

197
いじめ・不登校対策の

推進

教育相談事業の強

化
学校指導課 学校派遣相談員の活用

学校現場においての不登校生の教室復帰につなげるた

めの支援を行う。
4

20 30 4 3 3 44 9 13 17
GIGA端末の必要

数の配備
台/年

3 3 4 3 B
専門的見地から助言や継続的面談を行うことがで

きている。
13 17

臨床心理士の適

切な配置
人 1.6 1

派遣相談員研修会を年５回開催し、教育センター

と学校との情報交換や連携ついて話し合い、今後

の支援にいかすことができている。

198
いじめ・不登校対策の

推進

教育相談事業の強

化
学校指導課 臨床心理士の活用

児童生徒・保護者・教職員の相談に専門的見地から助

言や継続的面談を行い、必要に応じて学校や福祉・医

療などの関係機関と連携し、適切な支援を行う。

4 9

7 3 3 3 3 B9 13 17
相談員の適切な

配置

校

4 B
金沢教育事務所と連携して、教員研修を行うこと

ができている。

200 地域と学校の連携強化
感性のびのび体験

の推進
学校指導課

感性のびのび体験推進

事業

芸術家や専門家を招き、本物の文化、芸術や地域の伝

統に触れることにより、子どもの感性を高め、豊かな

心を育む。

回/年 10 10 3 3 3

教育課題の解決のため、教育を担う教員の資質向上と

組織としての教育力向上、新学習指導要領改正に伴う

教職員の研修内容の充実

4 9 13 17
教職員の研修の

実施
199

いじめ・不登校対策の

推進

教職員研修事業の

充実
学校指導課 教職員研修事業

B
感性のびのび体験を通して、児童生徒の感性を高

め、郷土を愛する心、豊かな心を育んでいる。

8

28 3 2 4 3 B9 13 17
感性のびのび俳句大

会を実施する
学校 28201 地域と学校の連携強化

感性のびのび体験

の推進
学校指導課 感性のびのび俳句大会

市内小中学校各学級で１時限以上の俳句の授業時間を

設け、全員が俳句をつくることを通して感性を磨く。
4

28 28 3 3 3 34 9 13 17
感性のびのび体

験活動の実施

4

白山麓にスキー場を有する恵まれた環境を生かし、ス

キー等の体験学習を実施することにより、心豊かな子

どもを育成する。

白山市小中学校スキー

遠足推進事業
学校指導課

小学校スキー遠足

の推進
地域と学校の連携強化202

2 B

障がいのある児童生徒が学校内を自由に移動でき

るよう整備し、健全な学校施設の運営が確保でき

たことは評価できる。

※R4.2月補正(R5へ繰越)：松陽小エレベーター設

置(文科省)

7 17

スキー遠足実施数/

小学校＋中学校２校
％ 100 95.2

俳句大会を通して、児童生徒の感性を高め、郷土

を愛する心、豊かな心を育んでいる。

190 学校施設の環境改善
中学校のエレベー

ター設置の推進
教育総務課 エレベータ設置事業

肢体不自由な生徒への対応が必要な中学校には、その

生徒の学校内移動を支援するため、エレベータを設置

する。

4

17 



生涯学習を推進する環境の整備

社 経 環 ガ 有 効 公 将

17 4 3 3 3 B

警察や地域のボランティアと連携して、児童生徒

の交通安全の意識を向上、見守りを実施できたた

め。交通安全教室実

施中学校数
校 9 9

204 地域と学校の連携強化

学校評議員・学校

運営協議会制度の

活用

学校教育課
学校評議員・学校運営

協議会制度

各小中学校ごとに学校評議員・学校運営協議会委員を

委嘱し、意見を聴取して学校運営に役立てるととも

に、開かれた特色ある学校づくりを推進する。

　学校評議員　@3,000円/人、3～5人／校、全25校

　学校運営協議会委員　＠3,000円/人、10人以内/

校、蕪城小・美川小

4 9 13 17 3 3 4 B

全校で学校ごとに会議を開催し、地域住民の協力

支援を受けながら、開かれた学校運営を推進でき

た。
委員会の開催

（全校）
％ 100 100

安全で安心な環境の確

保

203 地域と学校の連携強化
部活動での地域指

導者の活用
学校指導課

白山市運動部地域指導

者補助事業

地域の食材を生か

した学校給食の推

進

学校教育課
給食用食器・大型備品

購入事業
給食調理設備や食器の整備 3

100 100

学校評議員・運営協

議会委員の委嘱（全

校）

％

4 4 4

3 3

教員の高齢化や専門性を持った指導者不足を解消する

ため、地域指導者のスポーツ保険料を負担することに

より、指導者が集中して指導を行う環境を整え、運動

部活動の充実と活性化を図る。

4 9 13 17 対象中学校

2

4 A

児童生徒は、地元産コシヒカリ１等米を使用した

米飯の提供により、地元産の美味しいお米を味わ

い、地元産食材と郷土への関心と理解を深めてい

る。

15 17

地元産コシヒカ

リの使用（全

校）

校 28 28

食器や給食設備について、各学校の実態に沿っ

て、計画的に整備することができた。

206
安全で安心な環境の確

保

地域の食材を生か

した学校給食の推

進

学校教育課 米飯給食の推進
学校給食において地元産コシヒカリ１等米を使用した

米飯を推進し、学校給食米との差額を負担する。
2 8

28 3 3 3 3 B8 12 17
食器数の充足と

設備更新
校 28205

3 B
専門科を招き、繰り返し実施することで、命を守

るための大切な学びの場となっているため。
校 28 28 3 3 3

消防署と連携して避難訓練を行ったり、警察と連携し

て不審者対応の訓練を行う。

　※事業費特になし

11 8 13 17
避難訓練・防犯教

室実施学校数
207

安全で安心な環境の確

保

学校安全計画の充

実
学校指導課 学校安全教育の推進

208
安全で安心な環境の確

保

登下校時の安全指

導の推進

人/年 410,000209 学習機会の充実 ★
市民ニーズに即し

た学習機会の提供
生涯学習課

公民館を利用した幅広

い事業の展開
各種事業を公民館に委託して実施する 4

19 19
ボランティア連

携小学校数
校

2-2-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ

学校指導課
通学ルールやマナー、

安全向上の取組み

警察や地域のボランティアと連携して、自転車マナー

の向上や安全な登下校を見守る取組みを行う。

　※事業費特になし

11 8 13

3 3 3 3 B
各館工夫を凝らし、多くの住民が関心を持てるよ

う取り組んでいる。
12 16

講座延べ参加者

数
人/年 18,000 15,373

新たな取り組みに踏み込めない館も見受けられる

が、多くの人に関わってもらえる工夫が多くの館

で見られる。

210 学習機会の充実
地域活性化に向けた

事業への取り組み
生涯学習課 公民館学級講座事業

地区住民のニーズに呼応する地域色豊かな事業を展開

し、継続を促し、将来的には自主運営を目指す。
4 8

280,565 3 3 3 3 B8 12 16 公民館利用人数

212
生涯学習ネットワーク

の構築

公民館機能の充実

と活動の促進
生涯学習課

市公民館連合会運営事

業

公民館長の代表によって組織されており、市と情報共

有を行い、連携体制で生涯学習を推進する。

館/累計 4 0 3 3 3老朽化した施設を計画的に改築する 11 9 12 16 改築数（R4～）211
生涯学習ネットワーク

の構築
★ 公民館施設の整備 生涯学習課 公民館建設事業

1 1 3 3 3 34 8 12 16 専任職員配置 人/年

3 B 今後を見据え計画的に改築が進められている。

B
２８の地区公民館の情報を集約し、また、広げる

役割を果たしている。

各団体の活動が幅広い世代の関わりにつながって

いる。

214
生涯学習ネットワーク

の構築

各種社会教育団体の

支援及び連携体制の

構築

生涯学習課 公民館運営審議会
各種社会教育団体で組織されており、各地区の公民館

運営の方向付けを行い、連絡調整として機能している
4 8

2,915 3 3 2 3 B8 12 16 団体構成人数 人/年 3,000213
生涯学習ネットワーク

の構築

各種社会教育団体の

支援及び連携体制の

構築

生涯学習課 社会教育団体育成事業
各種社会教育団体の支援をおこない、世代毎の各種事

業を行っている
4

4 3 3 3 B
公民館運営のチェック機能と各団体の連絡機能も

有し、必要な組織である。
12 16 会議延べ回数 回/年 85 91

4 A

様々な図書館業務の効率化に寄与しており、更新

の実施、情報収集力の向上を図ることにより、継

続した市民の読書活動、情報収集活動支援が期待

出来る。

継続 継続 継続 4 4 3

・図書館情報システム保守委託料

・新刊全件マーク作成委託料

・マーク保守委託料

・図書館情報システム等賃借料　等

4 9 13 16
図書館情報シス

テム等の維持
215 図書館サービスの充実

図書館サービスの

充実
松任図書館

図書館情報システム事

業

3 B
全ての中学校に地域指導者が入ることができ、運

動部活動の充実、活性化に繋がったため。
校 9 9 3

KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由
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スポーツ活動を推進する環境の整備

社 経 環 ガ 有 効 公 将

図書館サービスの充実219

各公民館ごとに継続した取り組みが行われてお

り、今後も市民の健康づくりと生涯スポーツの推

進を地域コミュニディの醸成を図ることができる

ため。

B3333161394
地区公民館ごとに住民が気軽に参加できるスポーツ行

事の開催

生涯スポーツ推進（う

ぐいす運動）事業
スポーツ課

地域スポーツの充

実
★生涯スポーツの充実223

44161394
小中学校の児童生徒が図書館の情報を利用して行うコ

ンクールを開催する

白山市図書館を使った

調べ学習コンクール事

業

松任図書館
学校図書館との連

携強化

220 図書館サービスの充実

5,000 3,369 4 3 3 3
電子図書館の年

間貸出数
冊/年 B

図書館の本を、いつでもどこでも借りることがで

き、有効であるため、市民サービスの向上に期待

できる。

13 16216 図書館サービスの充実
図書館サービスの

充実
松任図書館

はくさん電子図書館事

業

図書館利用券の利用者番号を使用し、インターネット

に接続したパソコン、スマートフォン、タブレット等

で、２４時間、いつでもどこでも電子書籍を楽しむこ

とができるサービス

4 9

218 図書館サービスの充実
子どもが読書に親

しむ環境づくり
松任図書館 おはなし会事業 年齢層に合わせたおはなし会を開催する 4 9

754 3 3 3 3 B9 13 16
ブックスタート

パック配布数
人/累計 860217 図書館サービスの充実

子どもが読書に親

しむ環境づくり
松任図書館 ブックスタート事業

乳幼児検診時の機会に赤ちゃんと保護者に対し、親子

で一緒に絵本を読むことの大切さを伝えながら絵本を

手渡す

4

評価理由

A

学校図書館の充実には、市立図書館、学校図書館

の連携が不可欠であり、配送業務の継続により、

効率的な資料提供支援が期待できる。

B

4 3 3 3 B

おはなしボランティアとの連携・協力により、乳

幼児期から本や図書館に親しむ環境づくりを図る

ものであり、子ども読書活動の推進・支援が期待

できる。

13 16
おはなし会の年

間参加人数
人/累計 2,100 641

乳幼児期から、家庭における読書習慣の形成を図

ることにより、将来の読書人口の育成に期待が出

来る。

2-2-2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ

16,000 17,701 4 4 3 44 9 13 16
学校図書館への

年間貸出冊数
冊/累計

3
移動図書館運行サービ

ス

学校図書館との連

携強化
松任図書館 学校図書配送事業 市立図書館から各学校への図書の配送を行う

KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8)

3 B

推進委員が地域で活動し、市民が楽しくスポーツ

に親しめる機会を提供することで、市民のスポー

ツ実施率の向上につながることが期待できるた

め。

225 生涯スポーツの充実
スポーツ団体の育

成
いきいき健康課

健康体操クラブ育成事

業
健康体操クラブ協議会に登録する団体への講師派遣

％ 50 49.51 3 3 3

地域の運動会や地区公民館等の運動に関するイベント

で企画や運営をになっている。また、市民を対象とし

たニュースポーツ等の普及推進を図っている

4 9 13 16
委員の事業への

参加率
224 生涯スポーツの充実

スポーツ交流の推

進
スポーツ課

スポーツ推進委員活動

事業

ー 実施

B

コロナ禍を乗り越え、団体の活動状況は以前の水

準に戻っているため、今後も状況に応じた身体活

動を行い、高齢者の健康保持に努めていきたい。

226 生涯スポーツの充実
スポーツ団体の育

成
スポーツ課 スポーツ団体育成事業

市スポーツ協会等と連携し、スポーツ団体の育成支援

を行う。
4

実施 4 3 3 2 33 8 13 10 指導員派遣 人/年

2 3 3 3 B

運動のきっかけづくりとして、教室参加に繋げる

ため、体力測定の参加率を向上する必要がある

が、体力測定システムの更新が必要な状況となっ

ている。

13 16
年間体力測定者

数
人/年 330 0

市スポーツ協会と連携して各競技団体やスポーツ

少年団等の育成を行っており、今後も引き続き市

民が地域でスポーツを楽しめるよう支援が必要で

ある。

227 生涯スポーツの充実 ★
健康・体力づくり

の推進
スポーツ課 健康・体力づくり事業

市民への健康・体力づくりのきっかけづくりとして各

種運動教室を委託。ウオーキング教室の開催。
4 9

実施 3 3 3 3 B9 13 16
市スポーツ協会と連

携した育成支援

229 競技スポーツの振興 ★ 選手の育成・強化 スポーツ課
ジュニア強化人材育成

事業

ジュニア選手の育成強化と競技力の向上を目的に活動

している競技協会を支援する

ー 実施 実施 2 3 3
松任ロードレース大会等への助成。市競技協会が市体

育施設での大会開催時減免措置
4 9 13 16

市競技協会が主催する

各種大会への助成及び

育成を支援

228 競技スポーツの振興
各種スポーツ大会

への支援
スポーツ課 スポーツ大会支援事業

実施 実施 4 4 3 44 9 13 16
競技協会によるジュニ

ア強化育成を支援する
ー

3 B

新型コロナウイルス感染拡大以前から参加者が減

少していたが、インターネット申込を導入し参加

者が増加しており、今後も参加者の増加が期待で

きるため。

A

東京2020オリンピックでは、水泳競技におい

て、ジュニア時代から競技を継続してきた本市出

身選手が3名出場するなど、今後も期待できるた

め。

今後、新型コロナウイルス感染症が終息すること

で、参加者の増加と指導力の向上が期待できるた

め。

181 3 3 3 3 B9 13 16
スポーツ少年団

認定指導員数
人/年 242230 競技スポーツの振興

指導者の育成と資

質の向上
スポーツ課 指導者育成事業

各競技団体やスポーツ少年団の指導者を対象に、研修

会を開催
4

自ら，図書館に出向き，貸出を受けられない市民

にとっては重要事業であり、ステーション等の見

直し等より継続した成果が期待出来る。

222 生涯スポーツの充実 ★
地域スポーツの充

実
スポーツ課 スポレクフェスタ事業

各地域ごとにスポーツ行事を開催しており、市民参加

型イベントとなっている

冊/累計 7,000 4,515 3 3 3
図書館から遠く、図書サービスを受けにくい地域への

移動図書館「のびのび号」を運行する
4 9 13 16

移動図書館の年

間貸出冊数
221 図書館サービスの充実

移動図書館運行

サービスの充実
松任図書館

B

新型コロナウイルス感染症の影響により、参加者

が減少しているが、コロナ終息後は参加者の増加

が期待できるため。

1,280 355 2 3 3 34 9 13 16

スポーツ・レクリ

エーション祭参加者

数

人/年

点/累計 2,650 2,045
図書館を使った調べ

学習の応募数

課題解決力の育成とともに、図書館の利用価値を

学ぶことを目的としており、図書館利用促進への

寄与が期待できる。

A43

実績(R4) 総合

実施
28公民館でうぐいす

運動の実施
ー 実施
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青少年教育のための環境づくり

社 経 環 ガ 有 効 公 将

127

4 4 3 4 A

巡回訪問実施施

設の数

48時間以内の受

理会議

児童虐待防止対策の強

化
相談業務の啓発 子ども相談室

電話相談カード（チラ

シ）の配布

市内幼稚園・保育所(園）・小中学校・児童館等に子

ども相談室の案内カードやチラシを配布しPRする。
4 9 13 16 4 4 4 3 A

配布する時期を工夫しながら、確実な周知を行っ

ており、カードの配布が虐待抑止に効果的である

ことが期待できる。リーフレットの

配布
枚 1,000 1,000

巡回訪問

市内幼稚園・保育所(園）・小中学校・児童館、放課

後児童クラブ、高校等を巡回訪問し、関わる子どもの

情報共有を行い、子ども達の最善の利益が図られるよ

うにする。

4

20,000 20,000
相談カードの配

布

237 子どもの権利の保障 ★
「子どもの権利」

の啓発
生涯学習課

子どもの権利条例啓発

事業

児童・生徒に直接、権利条例のパンフレットを配布

し、条例の趣旨の理解を推進する。
4 8 12 16 3 3 3 3 B

条例の概要を示す取り組みであり、必要なもので

ある。「社会に役立つこと

をしたい」と回答し

た生徒の割合（中

２）

％ 93 88.8

231 競技スポーツの振興 支援体制の充実 スポーツ課
白山市スポーツ協会事

業

市スポーツ協会の運営・管理費、スポーツ少年団、指

導員派遣事業など各種団体の育成強化及び競技力の向

上支援する

4 9 3 3 3 3 B

市スポーツ協会は、スポーツの振興、競技力の向

上やスポーツ少年団での青少年の健全育成を目的

とした事業を今後も安定して運営することが期待

できる。

13 16
国民大会出場者

数
人/年 162 146

100 95 3 3 3 3
野球場整備の進

捗率
％

3 B

既存施設の活用を柱とし、計画的に市民ニーズの

高い競技施設の改修を行うことで、施設機能の維

持向上に努め、スポーツ施設の充実に取り組んで

いる。

B

野球を通じ人々や地域の活性化につながり、市の

目標である「健康で笑顔あふれる元気都市白山」

の実現が期待できる。

13 16233
スポーツ施設の整備・

充実

スポーツ施設の効

率的利用の促進
公園緑地課 野球場建設事業

相木野球場が都市計画事業により廃止となることから

代替野球場を整備する。

千人/年 1158 495 3 3 3
指定管理者と連携し。修繕箇所の把握。トイレの洋式

化を順次継続整備。施設のLED化を推進する。
4 9 13 16

スポーツ施設総

利用者数
232

スポーツ施設の整備・

充実
★

スポーツ施設の整

備・充実
スポーツ課 既存施設改修事業

4 9

各施設の利用状況に合わせて、利用している各競

技団体や指定管理者等と随時協議しながら現場の

状況を確認、把握し、適切な整備を行っている。

235
スポーツ施設の整備・

充実

スポーツ施設の安

全対策
スポーツ課 学校開放推進事業

市内の小中学校の体育館、グラウンドを地域住民に一

般開放
4 9

実施 3 3 3 3 B9 13 16
既存野球場のメンテ

ナンスを実施
ー 実施234

スポーツ施設の整備・

充実
★

スポーツ施設の整

備・充実
スポーツ課 野球場の整備・活用 既存野球場のグラウンド整地や除草等を実施 4

236
スポーツ施設の整備・

充実

スポーツ施設の安

全対策
スポーツ課

スポーツ施設の安全対

策

3 3 3 3 B

学校は地域住民にとって身近な地域のひとつであ

り、地域の実情に合わせながら運営形態の見直し

を進めるなどして今後も継続する必要がある。

13 16
学校体育施設開

放利用者数
千人/年 533 369

回/年 3238 子どもの権利の保障
行動計画事業の策

定・推進
生涯学習課

子どもの権利委員会の

開催

権利委員会の開催等を行い、有識者を交えて、横断的

な組織で事業の推進と検証を行う。
4

93 86.1

「社会に役立つこと

をしたい」と回答し

た児童の割合（小

５）

％

2-2-3

基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

B
子どもの意見表明の場に留まらず、市の施策への

反映にもつながっている。
12 16

「子ども会議」によ

る施策提案数
個/年 8 9

市の子ども施策のチェック機能としての役割を

担っている。

239 子どもの権利の保障
子どもの会議等の

開催
生涯学習課 子ども会議事業

子どもが社会の一員として、その立場において主張で

きる機会を設け、施策に反映させる
4 8

3 4 3 4 3 B8 12 16 会議開催数

3 2 3 3

242
児童虐待防止対策の強

化
★ 関係機関との連携 子ども相談室

枚

A

子どもに関するさまざまな相談に対応し、関係機

関と連携しながら虐待を未然に防ぎ、子どもの健

全な発育に寄与している。

241

240 子どもの権利の保障
子どもの相談窓口

の設置
子ども相談室 子ども相談室の設置 相談体制を整備し、健全な育成体制を構築する 4 9 13 16 4 4 4 4

48時間以内の通

告対応
％ 100 100

％ 100 100

箇所

乳幼児の健診で周知しながら、心配なケースにつ

いては、母子保健と連携し、サービスにつなぐな

ど役割分担を行っている。

13 16
乳幼児の保護者

に周知
件数 1,000 1,000

子ども総合相談室が訪問することで、心配な様子

を直接聞くことができ、顔が見えるつながりがで

き、虐待抑止に効果的である。

243
児童虐待防止対策の強

化
子育て講座の開催 子ども相談室

乳幼児健診時における

啓発

乳幼児健診で子ども相談室の業務と利用の仕方を知ら

せる
4 9

129 4 4 4 4 A9 13 16

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由
連番

3 B

主要な体育施設にAEDを設置しており、今後も引

き続き市民が安全安心してスポーツを楽しめるた

めに設置が必要であることから「B」としまし

た。

施設 33 22 3 3 3主に体育施設のAEDを設置 4 9 13 16 AED設置施設数

20 



虐待防止月間の取

り組み
子ども相談室 虐待防止キャンペーン

街頭にて「虐待防止」PR活動やポスター掲示及び子ど

もに関わる施設や町内会等で出前講座を行う。
4 9 13 16 4 4 3 4 A

D

児童相談所のフリーダイヤル「１８９」や、子ど

も総合相談室の相談先を周知できた。

出前講座 箇所 3 4

244
児童虐待防止対策の強

化
子育て講座の開催 子ども相談室 子育て講座

児童虐待防止対策の強

化
子育て講座の開催 子ども相談室

ペアレントトレーニン

グ講座

子育て講座受講後、個々に応じた育児についての連続

講座を行う。

回 24 6 3 4 4
子どもに関わる大人や、相談者等に向けて子育て講座

を行い育児支援や虐待予防に繋げる。
4 9 13 16 子育て講座

コロナ禍において、育児に関する連続講座は未開

催であるが、今後の実施に向けて検討中であるた

め。

1 0 1 1 1 34 9 13 16
ペアレントト

レーニング
回

4 A
関係機関職員のスキルアップと、一般の保護者向

け子育て講座を開催できた。

247 青少年教育の推進
家庭教育の充実支

援
生涯学習課

家庭教育講座・教室、

講演会
家庭教育の充実支援を図るための講演会等を開催する

箇所 3 2
街頭キャンペー

ンの実施

B
学校以外の生活場面でも有効な内容となってい

る。

246
児童虐待防止対策の強

化

245

青少年教育の推進
青少年団体活動の

支援
生涯学習課 青少年団体育成事業

青少年健全育成のため、関連各種団体に補助金、負担

金等を交付する
4

10,000 8,174 3 3 3 34 8 12 16 参加人数 人/年

3 B
白山登山の一助となることで、地域への愛着につ

ながっている。
15 16 助成者数 人/年 160 73

各団体の活動が子どもたちや青年世代の関わりに

つながっている。

249 青少年教育の推進
野外体験活動の推

進
生涯学習課 白山登山推進事業 白山登山を奨励する事業を展開する。 4 8

11,208 3 3 2 3 B8 12 16 団体構成人数 人/年 12,750248

3 3 3野外体験活動プログラム参加費を助成する。 4 8 15 16 助成者数250 青少年教育の推進
野外体験活動の推

進
生涯学習課 野外教育推進事業

3 3 3

3 B
市内で自然体験活動を行うことで、地域への愛着

につながっている。
人/年 140 68

21 



事業評価

第３章　人と地域の交流で笑顔が生まれる市民主体のまちづくり

市民主体のまちづくりの推進

社 経 環 ガ 有 効 公 将

協働と共創のまちづくりの推進

社 経 環 ガ 有 効 公 将

3-1-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名

KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

組織 28 9
まちづくりに関する取

り組みの充実
261

「地域予算制度」導入

検討
協働推進課

新たなまちづくり

に向けた取り組み

の推進

★

評価理由

3-1-2

連番 基本的方向

地域コミュニティ組織と市民団体等の自主的な地

域活動が連携することで更なる地域の活性化を図

ることが期待できる。

5 3 3 4 4 B8 13 17
市民提案事業取

組数

令和６年度の本格実施に向けて制度設計を協議す

るとともに、まちづくり塾等を活用し、機運醸成

や人材育成を積極的に進める。

B

まちづくりに関する取

り組みの充実

市民提案型による

まちづくりの推進
協働推進課

市民提案型まちづくり

支援事業

市民団体等が提案して自主的に実施する地域の活性化

や魅力向上に向けた事業に対し、１事業につき５０万

円までの補助金を交付する。

11

10,000 22,965 3 3 3 34 8 12 16
世代間・活性化事業

の参加者数
人／年

1 1開催数 回/年

256
各種団体・グループな

どの自主的活動の促進

時流に即した新規

地域団体の発掘
生涯学習課

学校ボランティア推進

事業

既存の団体の枠組みにとらわれない横断的な組織の醸

成に努める。
4

4 3 2 3 B12 16 延べ参加者数 人/年 400 406257
世代を超えた交流の促

進、郷土愛の醸成

子どもの伝統・地域

行事へのきっかけづ

くり

生涯学習課
放課後子ども教室推進

事業

放課後に地域の子どもたち対象の、地域に根ざした教

室を運営する。
4 8

2 D
地元住民からの区域整備に関する要望がなく、進

捗がなかった。
ー 実施 実施 1 1 2

町内会名と住所町名が異なる任意区の解消及び区画整

理事業に伴う町名変更
11 9 13 17

地元住民の意向を尊

重し、合理的な街の

区域の整備を図る。

254
地域型コミュニティ活

動の支援

適正規模での町内

会活動の推進
総務課 町区整理事業

251
地域型コミュニティ活

動の支援

町内会活動に対す

る支援
総務課

町内会事務連絡交付金

等の交付

町内会事務連絡交付金、地区協議会運営交付金、連合

会運営交付金の交付により活動を支援する

事業内容

3 4 3 4 B
必要な設備の整備を支援することで、コミュニ

ティ活動の継続・活発化が期待できる。
13 17

要望に基づき、予算

を確保し、活動を支

援する。

ー 実施 実施253
地域型コミュニティ活

動の支援

コミュニティ活動

備品の整備に対す

る支援

総務課
一般コミュニティ助成

金事業

町内会及び地域団体の活動に必要な設備等の整備に対

し助成金を交付し、活動を支援する
11 9

実施

要望に基づき、予算

を確保し、コミュニ

ティ活動の拠点施設

の整備を支援する。

SDGｓ

コミュニティ施設整備

事業

コミュニティセンター

助成事業

総務課 ー 実施

B
町内会に継続的に交付しており、経費や費用に役

立ててることができるため。
実施 実施 3 4 4 311 9 7 17

住民自治の活性化を

図るため、町内会、

地区協議会及び町会

連合会の活動を支援

する。

ー

集会施設の整備に

対する支援

地域型コミュニティ活

動の支援
252

生涯学習を進めていくうえで、多くの人に学びを

伝えることができる場面となっている。
B3333161284

生涯学習社会の一層の推進を図ることを目的に生涯学

習のつどい・公民館大会を開催する。

また、各公民館において世代間交流等を進め、地域に

関わる人材を増やす。

生涯学習まちづくり推

進事業
生涯学習課

地域を支える人

材・団体の育成
★

各種団体・グループな

どの自主的活動の促進
255

集会所の整備・保全がコミュニティ活動の拠点の

維持のみならず、災害時の避難場所としても利用

でき、町内会の自主性が高まることが期待でき

る。

A44341713911
集会施設の新築（増築、改築）や改修工事に対し補助

金等を交付し、施設の整備を支援する

人/年 1,400

子どもだけではなく地域の大人にとっても有効な

事業となっている。

1,452
登録者数（見守

り含む）

3 B
地域を再発見することで地域への愛着を持つ機会

となり、有効な事業となっている。
人/年 80 52 3 3 38

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4)

8 12 16 3 3

評価

3 3 B 自発性の高い活動として取り組んでいる。

B
各館工夫を凝らし、多くの住民が関心を持てるよ

う取り組んでいる。

総合

259
世代を超えた交流の促

進、郷土愛の醸成

世代間・地域間の

交流事業の支援
生涯学習課 公民館世代間交流事業

異なる世代がひとつとなり、地域色豊かな事業に取り

組むことにより、郷土愛の向上を図る。

地域を再認識し、正しい知識を深め、自分の地域を誇

りに思う心を醸成する。
4 12 16 延べ参加者数258

世代を超えた交流の促

進、郷土愛の醸成
★

事業内容
SDGｓ KPI施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名

ふるさと学習事業

の提供
生涯学習課

自分の地域を深く認識

する事業

件/年 5260

11

市と地域を支える担い手となる市民が協働でまちづく

りに取り組む「地域予算制度」「新たなまちづくり組

織」の導入に向け、先進地事例を参考に、既存の制度

を再整理し、「白山市モデル」の構築を推進する。

432217138

地域コミュニ

ティ組織の設立

数

22 



思いやりのあるまちづくりの推進

社 経 環 ガ 有 効 公 将

件 測定

274
男女共同参画社会の推

進
★

ワーク・ライフ・

バランスの推進

― ― 適正

ボランティア・市民活動に関する様々な情報提供及び

相談、コーディネート、施設・資機材の提供などの支

援を行う市民活動・ボランティアセンターの機能強化

を図り、、誰もが安心して暮らせるまちづくりを推進

していくための事業を行う。

11 8 13 17 3 3 4

教育施設の整備充

実への支援
協働推進課

「かなざわ食マネジメ

ント専門職大学」設立

補助金

学校法人国際ビジネス学院「かなざわ食マネジメント

専門職大学」設立に係る補助金

3 3 3

3 4 3

目標値(R8) 実績(R4)

3 B8 13 17
施設ボランティ

ア実施回数
回/年 実績264

まちづくりに関する取

り組みの充実

協働の体制づくり

の構築
社会福祉協議会

福祉施設ボランティア

事業

福祉施設がボランティアを受け入れる意義や目的を明

確にし、円滑にボランティアを受け入れられるように

することを目的に実施。

4 B★265
まちづくりに関する取

り組みの充実

令和６年度より公民館がコミュニティセンターに

移行される予定であり、市民のコミュニティ活動

の参加を促していく必要があるため。ボランティア登

録団体数
団体/5年 200 127

ボランティア登

録者数
人/5年 8,500 6,284ボランティア意識

の啓発と参加の促

進

協働推進課
ボランティアセンター

運営事業

A

令和６年度より公民館がコミュニティセンターに

移行される予定であり、市民のコミュニティ活動

の参加を促していく必要があるため。

市内で活動するボランティア、市民活動団体、NPOが

交流を深め、連携を図ることで、地域課題の解決や新

たな社会資源の開発を目指す。

まちづくりに関する取

り組みの充実

協働の体制づくり

の構築
社会福祉協議会

ボランティア交流支援

事業

11

2 2 4 311 8 13 17
ボランティア交

流会の開催
回263

まちづくりに関する取

り組みの充実

協働の体制づくり

の構築
協働推進課

ボランティア交流支援

事業

市内で活動するボランティア、市民活動団体、NPOが

交流を深め、連携を図ることで、地域課題の解決や活

性化を目指す。

4 B
ボランティアや市民活動団体等が交流・連携を深

めていくことが地域づくりに寄与しているため。
人/年 実績 86 3 3 311 8 13 17 参加人数262

3 B
講座受講者の学習意欲や活動意欲が高く、実際の

ボランティア活動にもつながっている。
人/年 実績 68 3 2 3

①視覚障害者支援ボラ養成講座

②メンタルヘルスサポーター養成講座

③市民カウンセラー養成講座

11 8 13 17
各種講座の参加

人数

4 4

今後は新たに設立された白山市社会福祉法人連絡

会での連携や、施設との個別対応でボランティア

の受入調整を行っていく予定であり、次年度以降

事業は中止。

0 3 3 3

266
まちづくりに関する取

り組みの充実
★

ボランティア意識の

啓発と参加の促進
社会福祉協議会 ボランティア講座

件/年 40

B

令和３年４月に開学して２年目となり、「地域づ

くり」「人づくり」「地域を守る」に資する取り

組みを見せることから、地域への貢献が期待でき

る。

268
高等教育機関との連携

体制の推進
★

地域課題解決に向

けた大学との連携

による取り組みの

充実

協働推進課 大学連携推進事業

地域課題解決に向けて、互いに協力し様々な分野にお

ける取組を進めるため、大学との連携体制の推進とさ

らなる強化を図る（やまの保健室推進事業、地下水保

全対策、有効活用事業、こども食堂運営事業、薬草産

地化推進事業　など）

11

15 未定 1 4 4 411 8 13 17
市内大学等卒業者の

市内企業就職率
％/年267

高等教育機関との連携

体制の推進

4 B
企業も参画しながら、地域資源を経済に「還元す

る」アイデアの実現に期待できる。
13 17

プロダクトサー

ビス数
件/年 16 11

ＳＤＧsの理念のもと、大学との連携により、持

続可能な地域づくりに関する取り組みが進めら

れ、さらなる地域課題の解決や魅力向上に期待で

きる。

269
高等教育機関との連携

体制の推進

里山を軸としたブ

ランディング事業

の推進

協働推進課
新時代の里山プラン

ディング事業

金沢工業大学白山麓キャンパス（地方創生研究所）に

おいて様々な研究分野の研究者による横断的な研究に

より、新時代里山イノベーションに向けた教育研究プ

ロジェクトを推進する。

11 8

48 3 4 4 4 A8 13 17
大学・地域などの連

携事業数

4 B

「エネルギーマネジメントプロジェクト」による

社会実装の取組みが進んでおり、地域内エネル

ギーの最適な運用の実現に期待できる。

271 人権尊重の推進 人権啓発の推進
男女共同・

人権推進室
人権啓発活動事業

人権擁護活動と人権擁護思想の普及啓発活動を行って

いる白山市人権擁護委員の活動を支援する。また、白

山市人権擁護委員と連携・協力し、普及啓発活動を実

施する。

件/年 10 5 3 3 3

白山麓キャンパス内においてエネルギーの地産地消を

目指すため、各種調査及びシステム構築に向けた取組

みを行う

11 8 13 17
エネルギーコミュニ

ティモデル数
270

高等教育機関との連携

体制の推進

再生可能エネルギー

の利用に向けた共同

研究の推進

協働推進課

金沢工業大学白山麓

キャンパス地産地消型

再生可能エネルギー事

業

KPI 評価

指標名 単位

B

小さい頃から人権というものに対する考え方に触

れる機会を提供することで、人権意識の醸成に期

待できる。

10 10 3 3 3 44 8 13 10 啓発事業の実施 回/年

272 人権尊重の推進
各種相談事業の実

施
市民相談室 各種相談事業の実施

市民が安心して生活できるように、日常生活での多種

多様な悩みごとに対応する各種相談窓口を開設する。
11

570
各種相談件数の

測定
16 3 3 3 3 B

市では解決を図ることができない民事案件の相談

が非常に多く、専門家による相談窓口に案内する

ことでスムーズな問題解決を図ることが期待でき

る。処理状況

4 B
女性登用についての意識が高まっており、女性活

躍の推進に期待ができる。
13 10

市の審議会の委

員の割合
％ 40 31273

男女共同参画社会の推

進

女性が活躍できる

社会の推進

男女共同・

人権推進室

審議会等の女性参画推

進事業

あらゆる分野での女性の参画拡大を進めるため、積極

的な女性採用、登用を推進する。
5 8

件/年 2 1 2 2 3

仕事と生活の調和の実現に向けた活動に取り組む事業

所及び雇用環境の整備に対して積極的に取り組む事業

所を表彰し周知することで、本市のワーク・ライフ・

バランスの推進を図る。

5 8 13 16

白山市仕事と生活が

調和する優良事業所

数

男女共同参

画室

白山市仕事と生活が調

和する優良事業所表彰

事業

総合 評価理由

3-1-3

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ

8 13

3 C

Ｒ４年度は目標値を達成できず、応募企業が少な

い状態が続いているが、今後は制度の周知方法な

どを改善していきたいと考えております。
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市民の市政への参画機会の拡充

社 経 環 ガ 有 効 公 将

283 広報活動の充実 ★ 広報活動の充実 広報広聴課

ホームページ、モバイ

ル広報サービス、SNS

の活用

ホームページやＳＮＳなど、スマートフォンやタブ

レット端末などを活用した市政情報の提供
11 8 13 17 4 4 4 4 A

ホームページトップページの目立つ場所に検索機

能を配置しており、知りたい情報にたどり着き易

くなっている。また、LINEのお友達登録数も増

加している。
ＬＩＮＥ友だち

登録者
人/年 25,000 28,760

配偶者等からの暴

力の防止

男女共同参

画室

281
対話と参加による市政

の推進
★ 広聴活動の充実 広報広聴課 市長への提案

市民の声を市政に活かすため提案や意見をはがきや

メールで送ってもらい、回答を返送する。
11 8 13 17 3 2 3

提案メール 件/年 50 49

100 118提案はがき 件/年

件/年 測定 148

4 B

相談内容が多様化する中で、適切な相談・支援に

つなぐナビゲーター的な役割を担っており、必要

性は増している。今後はいろいろな媒体を利用し

て情報を発信していく必要がある。

【新】市HPの関連

ページのPV数
回/年 500 Ｒ5から

1,100

3 4 3 4 B

中学生に対し、意識調査と啓発の両方を実施する

ことができ、意識の醸成だけでなく今後の施策の

方向性を考える方法としても期待できる。

ＤＶホットライン白

山カードの配布枚数
枚/年 500 500276

男女共同参画社会の推

進
16 3 3 4

施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

ＤＶ・女性保護対策事

業

配偶者等からの暴力やセクシャル・ハラスメント、性

暴力など女性に対するあらゆる暴力の根絶のため、意

識啓発と相談窓口の周知を図る。また、被害者支援の

ため女性相談員を配置し、関係機関と連携し、適切な

支援を行う。

5 8 13

1613811
毎月、広報はくさんを発行し、市政情報を積極的に提

供する。
広報はくさんの発行広報広聴課広報活動の充実★広報活動の充実282

ワーク・ライフ・

バランスの推進

男女共同参

画室

ワーク・ライフ・バラ

ンス周知啓発事業

ワーク・ライフ・バランスに関する啓発事業を実施

し、ワーク・ライフ・バランスの推進を図る。
C

啓発対象となる50～30代は、平日・休日問わず

多忙であることから、昨今セミナー等への参加を

敬遠する傾向がある。他の啓発方法も検討してい

きたい。

1 1 2 3 3 24 8 13 10
啓発事業の実施

回数
回275

男女共同参画社会の推

進
★

ＤＶ・女性相談

件数（総数）

277
男女共同参画社会の推

進

男女共同参画社会

への理解促進

件/年 12278
対話と参加による市政

の推進
★

市政参画機会の充

実
企画課

パブリックコメント事

業

各種条例の制定や計画の策定等に当たり、その概要に

ついて市民の意見を聴く
11

測定 806
アンケート回答

数
人/年

男女共同参

画室

若年層に対する男女共

同参画啓発事業

若年層に対し、男女共同参画に関する啓発事業を実施

し意識醸成を図る。
11 8 13 10

若年層への意識

啓発
人/年 1,000

3-1-4

連番 基本的方向

比率は年々向上しており、より多くの市民の市政

参画を促すことで、市民サービスの向上に期待が

できる。

13 17
公募委員比率；全体

２割程度
％/年 20.0 24.8

今年度は7件のパブコメを実施。意見数は募集内

容によって差は出るが、実施に伴う事前告知の徹

底・改善により閲覧数が大幅に伸びた。

279
対話と参加による市政

の推進
★

市政参画機会の充

実
秘書課

対話と参加による市政

の推進事業
市民参画機会の充実を図る。 11 8

49 4 4 3 4 A9 12 10 パブコメ意見数

市民や各種団体などと市長が意見交換を行い対話と参

加の市政運営に努めます。
11 8 13 17

まちづくり会議

開催回数
280

対話と参加による市政

の推進
★ 広聴活動の充実 広報広聴課 まちづくり会議

3 2 3 4 B

3 B

市内全域28地区で開催し、市長が市民の声を直

接聞き、それを精査し市政に反映できる場である

ため。

全戸
広報はくさん配布数

（町内配布数）
戸 全戸

ホームページ閲

覧数
千件/年 450 479

広報紙はホームページでも閲覧可能だが、あらゆ

る年齢層へ市政の情報発信が必要であるため。
B3433

回/年 28 28 4 3 4

2 C

ホームページから市へ問い合わせをするフォーム

があるので、市長への提案はがきや提案メールは

減少傾向であるため。
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豊かな自然環境の保全と継承

社 経 環 ガ 有 効 公 将

285
自然環境・水環境の保

全と継承

手取川扇状地域の

良好な水質の保全
環境課 水質等調査事業

市域の水質等の調査を行い、生活環境の保全と自然環

境の保全に寄与する。（河川水、工場排水等）
11 9 15 17 3 3 3 3 B

河川水や工場排水の水質検査を行うことで自然環

境の保全に繋がる。地下水の水質調

査の実施
地点 8 8

地点

284
自然環境・水環境の保

全と継承

生活保全に関する

環境基準達成に向

けた対策

環境課 公害防止対策事業

河川、大気、地下水、海水域等を監視し、国、県の実

施する検査データとあわせて今後の気候変動・生物多

様性問題の基礎資料とする

11 9 15 17 3 3 3 3 B

河川水や工場排水の水質検査を行うことで自然環

境の保全に繋がり、自然と調和した良好な生活環

境をつくり目指す基礎資料とし活用できる。

地下水の塩害化

調査の実施
地点 5 5

地下水の水質検

査の実施
地点 2 2

地点

環境課
希少野生動植物の

保護・保全の啓発

生物多様性の保全と鳥

獣の保護管理
294 1715911

トミヨが生息する安産川下流域の湧水と生態系の保

存・回復の推進を行っている。

希少野生動植物保護・

保全事業

生産基盤の整備を行うとともに、地域農業の中心

となる担い手が育成され、面的なまとまりを持っ

た農地集積を推進することにより、安定した農業

経営が確立する。

B44241615811

区画整理や水路，農道などといった農業生産基盤を整

備することにより、担い手農家への利用集積を推進す

る

県営ほ場整備事業農業振興課
中山間地域農業の

活性化支援
★

33 33
河川水及び用水の資

質調査の実施

33 33
河川水及び用水の資

質調査の実施

松林が発揮する防風林、防砂林の機能の維持のた

め地域住民の積極的な参加がある

287
自然環境・水環境の保

全と継承

ボランティア活動

による森林整備
森林対策課 緑化推進事業 地域住民による緑化推進活動に対し支援する。 11 8

0 4 2 4 4 B8 15 17
地域住民による、松

林保全面積
ha 0286

自然環境・水環境の保

全と継承
★

森林及び里山保全

再生活動などの推

進

森林対策課 海岸林再生事業
下草刈りや除伐を行うとともに、地域住民による松林

保全活動に対し支援する。
11

自然環境・水環境の保

全と継承
★

中山間地域農業の

活性化支援
農業振興課

中山間地域等直接支払

事業

3 3 2 4

4

農業生産条件の不利な中山間地域等において、集落等

を単位に、農用地を維持・管理していくための協定を

締結し、それにしたがって行う農業生産活動等を支援

する

11 8 15 10

中山間地域等直接支

払交付金取り組み面

積

2288

B
事業実施地区が増加傾向にあり、継続的な緑化推

進活動を期待できる。
15 17

緑化推進事業による

植樹の地区数
地区 2 2

評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

3-2-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI

1 C

本事業により農用地の維持や耕作放棄の防止によ

る多面的機能の維持・発揮が図られているが、中

山間地域における課題は多く、今後も同様の支援

を継続していく必要がある。

ha 90 88 2

4 B
事業の制度設計上のハードルはやや高いが、継続

的な取組活動が見込まれる。
ha 85 97 3 2 3

化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組

と合わせて行う地球温暖化防止や生物多様性保全に効

果の高い営農活動を支援する

11 8 15 17

環境保全効果の高い

営農活動への継続的

な取組

289
自然環境・水環境の保

全と継承
★

中山間地域農業の

活性化支援
農業振興課 環境保全型農業の推進

自然環境・水環境の保

全と継承
290

人/年 8,000291
自然環境・水環境の保

全と継承
★

中山間地域農業の

活性化支援
農業振興課

山村振興農林漁業対策

事業

９月に「にわか工房」周辺で開催される「そば花まつ

り」及び１１月に「道の駅一向一揆の里」周辺で開催

される「新そばまつり」に支援することで、中山間地

域の特産品である「そば」を市内外にＰＲする

2

実施 実施
区画整理の促進に向

けた国県要望
ー

3 3 3 1 C

刈取面積は増加した一方、単収が低く生産量増に

直結しなかったことから、制度の見直しを行う必

要がある。

15 17 そば刈取面積 ha 40 39

白山市農林水産ブランド品目にも位置付けられる

見込みであり、地域特産品という位置づけを確立

したことから、今後も事業の継続が見込まれる

292
自然環境・水環境の保

全と継承
★

中山間地域農業の

活性化支援
農業振興課

そば生産性向上対策事

業

中山間地域の振興作物として位置づけられている「そ

ば」の安定した品質や収量確保のため、刈取面積に対

し支援する

2 9

7,000 3 2 1 3 C9 15 17
新そばまつり来

場者数

3 B

今後、新たな品目の作付や商品開発を計画してお

り、金大との取組の連携強化が図られ、サテライ

ト的試験圃場として位置づけられる。

ー 実施 実施 3 3 2

中山間地域等で、大学や生薬・漢方薬メーカー等と連

携して薬用作物の栽培や加工・乾燥調製を行うことに

より、新たに雇用の創出や所得の向上、大学（院）生

との交流による地域活性化に対し支援する

2 9 15 17

金沢大学との包括連

携協定を基に、薬草

試験圃場として地域

の活性化に取り組む

293
自然環境・水環境の保

全と継承
★

中山間地域農業の

活性化支援
農業振興課 薬草産地化推進事業

トミヨの保護により、安産川下流域の生態系保存

に繋がる。
B32

2 2

トミヨが生息する安

産川流域にて年２回

のモニタリング調査

実施

回

33

11回

専門家、保護団体等

のによる保全対策連

絡会の開催
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生活環境の向上

社 経 環 ガ 有 効 公 将

3 3 3 3 B 良好な生活環境の維持に繋がる。

苦情等があれば迅速

な対応に努める。
件/年 1

5 5

地下水の水質検

査の実施
地点 2 2

303 公害防止対策の推進

騒音・振動の苦情

に対する迅速な対

応

環境課
公害防止対策推進事業

（騒音・振動）

生活騒音や営業騒音の防止・抑制のための指導・啓発

を行っている。
11 9 15 17

911

近隣に迷惑な悪臭の発生防止に努める。

有害化学物質に関する情報収集・提供と理解向上に努

める。

公害防止対策推進事業

（悪臭・化学物質）
環境課

悪臭と化学物質の

苦情に対する迅速

な対応

公害防止対策の推進304

ホームページ等を

活用した環境情報

共有化の推進

環境美化の推進300

299 環境美化の推進

市内の企業と協定を結ぶことで事故や苦情があっ

たっ場合迅速に対応が出来る。
B33331715911

市環境基本条例の規定に基づき、環境に保全上の支障

を防止するため必要があると認めるときに、事業者と

環境の保全に関する協定を締結する。

公害防止等に関する協

定の締結
環境課

市内各企業との公

害防止協定の締結

の推進

公害防止対策の推進302

3 3 B

河川水や工場排水の水質検査を行うことで自然環

境の保全に繋がり、自然と調和した良好な生活環

境をつくり目指す基礎資料とし活用できる。

地下水の塩害化

調査の実施
地点

295
生物多様性の保全と鳥

獣の保護管理

野生鳥獣の生息環

境の保全
環境課

野生鳥獣生息環境保全

事業

関係機関と連携しイヌワシやオキナグサなど希少野生

動植物の調査・保護活動の実施と参加・協力
11 9 15 17 回 7

本市に生息・生育する希少野生動植物の保護に繋

がる。
B33337

関係機関と連携しオ

キナグサ盗掘パト

ロールの実施

3 3 3 3 B
ホタルの実態調査を毎年行うことで、生態系の継

続的な保全活動の資料となる。
15 17

ホタル生息調査及び

ホタル観察会の実施
－ 実施 実施296

自然とのふれあいの推

進

自然とふれあえる市民

講座やイベントの開催
環境課

自然とふれあうイベン

トの開催

ホタル生息調査や自然観察会などのイベントの開催と

参加・協力を行っている
11 9

3 B 市内の美化推進に効果がある。

298 環境美化の推進
環境保全活動の推

進
環境課 海岸美化清掃 市が主催する漂着ごみ等の海岸美化清掃

回 2 2 3 3 3
市内一斉に、道路や公共施設等のごみ拾い・草むしり

を行う。
11 9 15 17

住環境の改善の

ために実施
297 環境美化の推進

環境保全活動の推

進
環境課 クリーン作戦

B 市内海岸線の美化に効果的な事業を実施できた。

317159
環境に関する情報提供を適宜、効果的に行うこと

ができた。
B33

3 3

道路・河川等の愛

護啓発
土木課

白山「みち」と「河

川」の美化パートナー

制度

町内会、企業及びボランティア団体による積極的な美

化活動・清掃。
11

実施 実施 3 3 3 311 9 15 17
海岸美化のため漂着

物の除去を行う
実施

11
ホームページや広報により環境に関する情報の発信を

行う。
環境情報の共有化環境課

301 公害防止対策の推進
環境基準の適合に

向けた対策の実施
環境課 公害防止対策事業

河川、大気、地下水、海水域等を監視し、国、県の実

施する検査データとあわせて今後の気候変動・生物多

様性問題の基礎資料とする

1

美化活動への参加促

進のため情報発信を

行う

実施 実施 実施

コロナ禍の中でも実施数を確保できた。
94 3 3 3 3 B9 6 17

白山「みち」と

「川」の美化パート

ナー制度への参加団

体数

地点 33 33
河川水及び用水の資

質調査の実施

件/年 100

3

11 9 15 17

1 1

必要に応じて事業者

と協定を締結してい

く。

件/年

－ 実施 実施
ホームページ等

で啓発を行う。

3317 苦情等があれば石川

県松任中央保健セン

ターと連携を図り迅

速な対応に努める。

件/年 1 1

15

KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

3-2-2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ

－ 実施 実施
ホームページ等

で啓発を行う。

良好な生活環境の維持に繋がる。B33
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循環型社会の構築

社 経 環 ガ 有 効 公 将

SDGｓ KPI

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4)

家庭から出る燃やす一般ごみの削減の啓発を行う。 11 9 12 17
家庭系ごみの１人１

日当たりの排出量
ごみの削減の推進 環境課

廃棄物の適正処理の

ための監視活動を実

施する

― 実施 実施

担当課 事業名 事業内容

家庭ごみの削減を推進

する

焼却灰セメント資源化

事業

評価

総合 評価理由

3 3 3

集落の共同墓地を整備する際に最大２５０万円を限度

に、費用の１／２を補助する。
共同墓地整備事業環境課

共同墓地整備事業補

助金の充実と活用

リサイクルの推進 環境課
不法投棄・不適正処理

防止を推進する

不法投棄抑制の監視カメラや不法投棄禁止看板の設置

を行う。不法投棄美化巡視業務の実施及び職員による

パトロールを行う。

11 9 12 17 3 3 3 3

不法投棄・不適正

処理防止の推進

B 市内の美化に繋がっている

％ 85

B
ごみ減量と再資源化推進のため、効果的な啓発が

できた。

310
廃棄物の減量化と再資

源化
リサイクルの推進

環境課/白山野々

市広域事務組合

廃棄物の適正処理315

2 3 3 4 B

身近なごみを通して、環境や社会を多面的に学ぶ

ことができる。また、子どもから親に対して減量

化、分別の呼びかけも期待できるため今後も継続

していく。

12 17

家庭ごみのリサイクル

を推進する

廃棄物対策推進員研修やまちかど市民講座でリサイク

ル推進を啓発する。ごみカレンダーを作成し分別区分

の周知を行う。

g/人・日 486 550

斎場や墓地の整備306

太陽光発電システム及び蓄電システムの普及に向

けて効果を上げている。
B33331713911

木質バイオマスス

トーブの設置への補

助金

件/5年 118 6

住宅用太陽光発電システム及び蓄電システム設置、及

び、木質バイオマスストーブの設置への補助の実施。

自立・分散型エネル

ギー及び再生可能エネ

ルギー設備設置費補助

環境課

3 B 市民の生活環境の改善に繋がる。

309

11 11

集落の共同墓地の適正な維持管理に繋がってい

る。
B33231

共同墓地の適正管理

に努めてもらう
1715911

3 311 9 12 17
ごみリサイクル

率
％

308
廃棄物の減量化と再資

源化

3 3 3 311 9 15 17
市営墓地公苑の適正

な維持管理に努める
箇所305 斎場や墓地の整備

市民ニーズに応じ

た墓地の整備
環境課 市営墓地公苑管理事業 市営墓地公苑の適切な維持管理を行う

廃棄物の減量化と再資

源化
リサイクルの推進 環境課

307
廃棄物の減量化と再資

源化

市内の小学校全校を

対象に実施
校/年 19 17

今後も埋立処分と併用し、コストも勘案しながら

安定処理の確保に努めていく。

311
廃棄物の減量化と再資

源化
リサイクルの推進

環境課/白山野々

市広域事務組合

松任石川環境クリーン

センター施設見学

白山市内の小中学校及び各種団体を対象に、クリーン

センターの施設見学を実施し、ごみ減量化、リサイク

ルの必要性を啓発する。

11 9

81 2 2 3 2 C9 12 17
焼却灰のセメン

ト資源化比率

松任石川環境クリーンセンターから発生する焼却灰を

セメント原料としてリサイクルする。
11

20.6 17.6 3 3

3 B

工事が令和5年1月から始まり、順調に解体工事

が進行しており、次年度に工事完了予定としてい

る。

313 廃棄物の適正処理 ★
廃棄物処理施設の

再整備

環境課/白山野々

市広域事務組合
ごみ処理場整備事業

松任石川環境クリーンセンターに替わる新たなごみ焼

却場、リサイクルプラザ等の整備の検討。

― 実施 実施 3 3 2
し尿処理が下水道処理施設にて実施されることから、

本施設の解体撤去を行う。
11 9 6 17

早期の施設撤去

に努める
312 廃棄物の適正処理 ★

廃棄物処理施設の

再整備

環境課/白山野々

市広域事務組合

松任衛生センター解体

撤去事業

B
次年度以降、構成市町と協議を進め施設整備の方

向性を検討していく。

314 廃棄物の適正処理
不法投棄・不適正

処理防止の推進

環境課/白山野々

市広域事務組合

ごみ焼却によるバイオ

マス発電

松任石川環境クリーンセンターにおいて、ごみに含ま

れるバイオマス成分を利用した、再生可能エネルギー

発電を行う。

11

実施 実施 3 3 3 311 9 12 17
施設整備に向けた各

種検討を実施
―

住宅用太陽光発電シス

テム及び住宅用蓄電シ

ステムを同時に設置す

る方、又は、既に太陽

光発電システムを設置

されている方で新たに

蓄電システムを設置す

る方への補助金（令和

３年度～令和８年度）

件/5年 900 46

バイオマス電源分として、13,166MWh（一般家

庭約4,400軒分）を発電し、6,400ｔのＣＯ２削減

効果があった。

3.4 2 4 3 4 B9 7 17

ごみのバイオマス比

率（容プラ排出割

合）

% 4.6

3-2-3

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目

町内会 3

B 市営墓地の適正な管理が出来ている。
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脱炭素社会の構築

社 経 環 ガ 有 効 公 将

脱炭素社会への意識向上や脱炭素の啓発が図られ

ている。

環境イベントで

の啓発活動
回/年 1 1

小学校での環境

学習授業
校/年 3 1

0

再エネ施設見学や、小学校での環境学習授業、環境イ

ベントでの啓発活動を行う。
11 9 13 17 3 3 3 3 B

3-2-4

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

2 C
脱炭素社会への意識向上にに関する啓発である

が、実施場所や対象者が限定される。
回 1 1 3 2 2

エコに繋がる運転に関する啓発を街頭で実施するここ

とで、車からの温室効果ガスの排出量削減を呼びかけ

る。

11 9 13 17
街頭エコドライブ

キャンペーンの実施
316

SDGｓの視点を取り入

れた温室効果ガス削減

の推進

脱炭素社会への意

識向上の推進
環境課

エコドライブキャン

ペーン

317

SDGｓの視点を取り入

れた温室効果ガス削減

の推進

脱炭素社会への意

識向上の推進

1
再エネ施設見学

会
回/年

環境課

再エネ施設見学会

小学校での環境学習授

業

環境イベントでの啓発

活動
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事業評価

第４章　市民の暮らしを支える快適で笑顔あふれる安全なまちづくり

公共交通の充実による生活の足の確保

社 経 環 ガ 有 効 公 将

331
鉄道の利便性向上と利

用促進
★

石川線の利用促進

及び鶴来駅の機能

強化

交通対策課 石川線利用促進事業
石川線利用促進会議及び石川線・浅野川線利用促進連

絡会に参画し、利用促進施策を展開する。

― 実施 実施 4 4 4
石川線の存続に向けた設備改修に対し、国、県、沿線

自治体とともに補助する。
11 9 7 16

設備投資に係る

支援
330

鉄道の利便性向上と利

用促進
★

石川線の利用促進

及び鶴来駅の機能

強化

交通対策課
石川線安全輸送設備等

整備事業補助金

参画 参画 3 311 9 7

329
鉄道の利便性向上と利

用促進

★

石川線の利用促進

及び鶴来駅の機能

強化

交通対策課

★

石川線の利用促進

及び鶴来駅の機能

強化

交通対策課 松任駅利用促進事業
松任駅からの長距離利用者に対し、松任駅南立体駐車

場の２４時間無料券を交付する。
11 9

実施 3 3 3 39 7 16 協議会への参画328
鉄道の利便性向上と利

用促進
★

石川線の利用促進

及び鶴来駅の機能

強化

交通対策課
並行在来線利用促進事

業

県及び沿線市町等で構成される並行在来線の利用促進

を目的とした協議会に参画し、利用促進策を展開す

る。

11

百万円/年 4 4 4 4 411 9 7 16
石川県並行在来

線への支援
―327

鉄道の利便性向上と利

用促進

並行在来線運行支援事

業

北陸新幹線開業後に第３セクターが運行する北陸本線

について、利便性が維持・向上されるよう、第３セク

ターに求めるとともに、運行を支援する。

年月 R6.2 未完成 4 4 3
令和６年春の西松任駅開業に合わせ、駅前広場を整備

する。
11 9 15 17 駅前広場の完成326

鉄道の利便性向上と利

用促進
★

並行在来線の利便

性の維持・向上
都市計画課

西松任駅整備に伴う道

路網整備事業

323
鉄道の利便性向上と利

用促進
★

北陸新幹線整備の

促進と環境対策
交通対策課

北陸新幹線環境対策事

業

北陸新幹線の開業前の騒音・振動と開業後の騒音・振

動を測定し、環境基準を超える場合は、鉄道・運輸機

構に改善を強く求める。

― 実施 実施
建設促進県民会

議等への協力

― 実施

鉄道の利便性向上と利

用促進
322

北陸新幹線整備の

促進と環境対策
★

北陸新幹線整備の

促進と環境対策
★

324

325
鉄道の利便性向上と利

用促進
★

並行在来線の利便

性の維持・向上
交通対策課

北陸本線加賀笠間駅・

松任駅間新駅整備事業

A

今年度、新幹線騒音環境基準について、地域類型

の当てはめ見直し素案の作成のため、県との連携

を図ることができた。

実施 実施 4 4 4 411 9 7 16
騒音・振動に関

する情報収集
―

北陸新幹線の環境対策について地元説明会が開催

され、主催者の鉄道・運輸機構と住民とのパイプ

役等に協力し円滑に進めることができた。

A444

松任駅と加賀笠間駅の間に居住する市民の鉄道利便を

向上させるため、（仮称）西松任駅を整備する。
11 9 7 16 3 3

市地域公共交通網形成計画の施策事業でもあり、

利便性の向上及び利用促進に努めることができ

た。

7 16
相互乗り入れの

実施
― 実施 継続

市地域公共交通網形成計画の施策事業でもあり、

利用促進に努めることができた。

321
公共交通ネットワーク

の強化

コミュニティバス

の相互乗り入れ
交通対策課

コミュニティバス運行

事業

郊外から近隣市町への移動を容易にするため、近隣市

町とのコミュニティバスの相互乗り入れを検討し、効

果が見込まれる路線から実施する。

11 9

1 4 4 4 4 A9 7 16
乗継時刻表の発

行

地域公共交通網再

編実施計画の検討
交通対策課

地域公共交通網再編実

施計画検討事業

回/年 1

319
公共交通ネットワーク

の強化
★

地域公共交通協議

会の設立
交通対策課 A

市地域公共交通網形成計画の施策事業でもあり、

市内の移動のあり方を継続的に検討していくこと

で、持続的な運行維持に努めることができた。

320
公共交通ネットワーク

の強化

コミュニティバス

の相互乗り入れ
交通対策課 二次交通利用促進事業

市内各駅へアクセスする二次交通について、運行事業

者と共に利用促進施策を展開する。
11

4 3 4 4 4 411 9 7 16 協議会の開催 回/年

KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

4-1-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ

3 B

今年度は、過去からの実績を比較・検証し、経費

削減策など将来に向けた運行計画の策定に取組

み、今後の方針を示すことができた。

実施 3 3 3

地域公共交通網形成計画に基づき大幅な公共交通の再

編が必要となる場合、再編実施計画の策定について検

討し、必要であれば策定する。

11 9 7 16
地域公共交通再

編計画策定
318

公共交通ネットワーク

の強化

北陸新幹線早期開業に向け、継続し協力していき

たい。
A44

― 実施

44167911北陸新幹線の整備を県とともに支援する。北陸新幹線整備事業交通対策課

7911

北陸新幹線の建設工事にあたり、周辺住民の生活に影

響を及ぼさないよう、鉄道・運輸機構に配慮を求める

とともに、工事説明会の開催等の周知に協力する。

北陸新幹線整備事業交通対策課 416 実施
住民説明会への

協力

地域公共交通協議会

市内の鉄道・バス・タクシーの運行事業者と道路管理

者、公安委員会、利用者、国・県・市の公共交通行政

等により地域公共交通協議会を設立し、地域公共交通

網形成計画の策定から、必要な事業の審議・実施まで

を担う。

4 4 4 4 A

3 3 B西松任駅の開業 ― 開業 整備中

鉄道の利便性向上と利

用促進

西松任駅の整備については、北陸新幹線敦賀開業

に合わせ、令和6年春開業に向け整備中である。

4 4 4 4 A
ＪＲ松任駅の利用促進を図り、駅機能維持向上さ

せることができた。
7 16 無料券交付数 枚/年 6,400 2,800

―

4 A

3 B
他律的理由により１年遅れたが、事業は計画どお

り進んでいるため。

― 実施

3 3

鉄道線の安全輸送、利用向上のため、鉄道施設の

改修及び車両の更新への支援を図ることができ

た。

B

北陸鉄道線の安全施設改修の進捗状況や利用促進

策の取り組みを把握し、次年度に向け協議するこ

とができた。

16 会議への参画

A

並行在来線の経営移管に伴い、利用者の運賃負担

の抑制や財政基盤の強化など安定的な経営確保に

向け、県及び沿線市町が支援に努めことができ

た。

協議会へ参画し、並行在来線の金沢以西経営移管

に係る経営計画や地域公共交通計画、鉄道事業再

構築実施計画を策定し事業認可を取得することが

できた。

B
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円滑な交流を支える道路網の構築

社 経 環 ガ 有 効 公 将指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

整備の促進に向けた国

県要望
―

316
早期着手及び整備の促

進に向けた国県要望
4 B

令和元年の事業着手を踏まえ、地元説明会の開

催・調査・測量と着実に進捗されている。

SDGｓ

8

実施

B

安養寺町から鶴来大国町間の２車線暫定供用区間

の４車線化において、事業化に至っていないた

め。

B

地域高規格道路「小松白川連絡道路」として、平

成6年に指定を受けており、事業化に向けた調査

を進めて頂いている。

B
令和5年3月に手取川架橋区間の開通により、着

実に事業促進が図られている。

― 実施 実施 4 2 312

実施 実施

4-1-2

連番 基本的方向

★
国道8号の渋滞対

策の推進
土木課 国道８号松任拡幅事業 12

KPI
事業内容

乾町から宮丸町までの６車線化（上り線３車線化）の

早期着工

（松任拡幅 約3.5km）

3 1 3 412 16
４車線化の早期着工に

向けた国県要望
―

4
早期かつ着実な整備促

進に向けた国県要望
―

4

12 16

11

担当課 事業名

16
早期事業化の促進に向

けた国県要望

2

評価

小松白川連絡道路整備

事業

11 8

施策の概要

★印は重点項目

339
広域的道路ネットワー

クの構築
★

国道157号（鶴来

バイパス）の4車

線化の整備促進

土木課
国道157号（鶴来バイパ

ス）４車線化整備事業

安養寺町から鶴来大国町までの４車線化の早期着工

（L=6.1Km）
11

337
広域的道路ネットワー

クの構築
★

加賀海浜道路（加

賀海浜産業道路）

の整備促進

土木課
加賀海浜道路（加賀海

浜産業道路）整備事業

福井～加賀～能登の連携を促進する道路整備であり、

事業中区間の整備促進及び未整備区間の早期着工

（全体路線延長 L≒50Km）

岐阜県白川村から小松市までの早期事業化

（L=50Km）
11 8

金沢外環状道路（海側

幹線）整備事業
土木課

金沢外環状道路

（海側幹線）の整

備促進

★
広域的道路ネットワー

クの構築
338

4 2 3

― 実施334
生活バスの利便性向上

と利用促進

不採算路線への支

援
交通対策課

生活バス路線運行事業

費補助

民営の不採算路線について、路線を維持するため、運

行事業者に対して補助する。
11

4 4 4335
生活バスの利便性向上

と利用促進

利用促進施策の展

開
交通対策課 生活バス利用促進事業

民営の不採算路線、コミュニティバスについて、利用

促進施策を展開する。

16
県と協調し運行経費

の一部を補助

336
広域的道路ネットワー

クの構築
★

国道360号（小松

白川連絡道路）の

事業化に向けた調

土木課

7 16 ― 実施 実施

411 9 7 16
地域公共交通協

議会で毎年検討
―

2 C
今後も地元住民、NPO法人等から相談があれば

協力していきたい。

A

現状の路線網をベースとし、住民ニーズにあった

持続可能な交通体系の確立に努めることができ

た。

広域的な生活交通ネットワークを確保・維持に努

めることができた。

11 9

実施 4 4 4 4 A9 7

333
生活バスの利便性向上

と利用促進
★

生活バス運行体系

再編の検討・実施
交通対策課

コミュニティバス運行

事業

民営路線バスを補完する目的を前提に、利用者のニー

ズに応えるため、コミュニティバス「めぐーる」の効

率的な運行に努める。

― 実施 なし 2 2 2

民営の路線バスと市営のコミュニティバスの役割分担

と連携を見直し、乗合タクシーなどの新たな手段の導

入を検討する。

鉄道新駅の開業に伴う二次交通の整備に合わせ、既存

路線を再編する。

11 9 7 16

地元住民、NPO法人

等との必要に応じた

協議

332
生活バスの利便性向上

と利用促進
★

生活バス運行体系

再編の検討・実施
交通対策課

生活バス運行体系見直

し調査

実施 実施 4 4 4

令和4年11月に金沢市大河端町から福久町間の側

道部分が開通されたことで本道路区間の全線通行

が可能となったが、本線部においては、未着手が

多くあるため。

B43241612811
乾東交差点から白山ＩＣまでの既供用区間における本

線部の早期着工（L=3.3Km）

大幅な事業進捗は見られないものの、着実な事業

促進が図られている。
C32231612

4

4 A

高齢者の公共交通利用を促すことで、外出の増加

による健康増進のほか、消費の増加による地域経

済の活性化を図ることができた。

路線バスとコミュニ

ティバスの乗り継ぎ情

報の提供、高齢者向け

のコミュニティバス無

料乗車券交付、コミュ

ニティバス無料乗車期

間の実施

811
白峰地内の小三ツ谷から三ツ谷間道路改良（L=９００

ｍ）

主要地方道白山公園線道路改良

事業
土木課

市内主要幹線道路

の整備促進
★

市内の道路ネットワー

クの構築
341 実施 実施

本線部の早期着手の促

進に向けた国県要望
―

8

実施

実施 実施

― 実施 実施340
広域的道路ネットワー

クの構築

11 8 12 16
早期事業促進に向けた

国県要望

市内の道路ネットワー

クの構築
★

市内主要幹線道路

の整備促進
土木課

主要地方道金沢鶴来線

道路改良事業

― 実施

345
市内の道路ネットワー

クの構築

集落間を結ぶ道路

の整備促進

344
市内の道路ネットワー

クの構築
★

市街地における都

市計画道路網の整

備促進

土木課
都市計画道路千代尼線

道路改良事業

布市一丁目から徳丸町間での一般県道矢作松任線の道

路改良（L=850ｍ）
11

実施 実施 4 1 2

3 B
事業の着実な進捗が図られており、工期完了に向

けて整備促進を図る。

343
市内の道路ネットワー

クの構築
★

市街地における都

市計画道路網の整

備促進

土木課
都市計画道路金沢小松

線道路改良事業

国道8号宮丸交差点から野々市市三日市町間での一般

県道三日市松任線の道路改良（L=3,715ｍ）

― 実施 実施 4 3 2小柳町から月橋町間での道路改良（L=980ｍ）342

B411 8 12 16
整備の促進に向けた国

県要望
―

4 1 3 4 B

現在、事業進捗は確認できずにおり、道路環境の

安全確保に至っていないため、事業促進を継続し

て図っていく。

12 16
道路改築の事業化に向

けた国県要望
― 実施 実施

大幅な事業進捗は見られないものの、着実な事業

促進が図られている。

慢性的な交通渋滞の解消には至っていなく、事業

の進捗が見込まれないため。

土木課
（仮称）一般県道松本

木津線道路改築事業

宮丸町での急カーブ、剣崎町での道路幅員が狭いため

道路線形の見直し事業
11 8

実施 4 2 3 4 B8 12 16
事業の早期完了に向け

た国県要望

3 B
関係機関と連携し、点検等を実施することで交通

事故防止に期待が出来る。

347
市内の道路ネットワー

クの構築

交通安全に配慮し

た道路交通環境の

整備

土木課 除雪対策事業
冬季降雪時の道路交通を確保し、産業経済の振興と市

民生活の安心で安全な生活環境の保全を図る

― 実施 実施 3 3 3

人優先の考えの下、町会など地域の要望等について、

警察及び道路管理者と連携し、通学路の安全確保、車

両速度の抑制等の面的かつ総合的な交通事故対策を推

進する

4 8 12 16
白山市交通安全計画に

基づき計画的に実施
346

市内の道路ネットワー

クの構築

交通安全に配慮し

た道路交通環境の

整備

地域安全課 生活道路等対策推進

B

気象予報を確認し近隣自治体との連携をとり、除

雪を行うことで市民サービスの向上に期待でき

る。

実施 実施 3 3 3 311 8 12 16
冬季間の交通確保を図

るための除雪対策
―
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移住・定住の促進

社 経 環 ガ 有 効 公 将

台/年 1348
市内の道路ネットワー

クの構築

交通安全に配慮し

た道路交通環境の

整備

土木課 除雪機械購入事業 老朽化した除雪機械を更新。 11

4 3 3 3 B 冬期の道路の交通確保に大きく貢献している。12 16

冬季間の安定した交通

確保を図るための消雪

施設延長

ｍ/年 300 300

積雪時の交通確保を図るために、計画的に更新し

ている。

349
市内の道路ネットワー

クの構築

交通安全に配慮し

た道路交通環境の

整備

土木課
消融雪施設リニューア

ル整備事業
老朽化した消融雪施設の更新。 11 9

4 3 3 3 3 B9 12 16

除雪に対する負担の軽

減を図るための機械購

入補助台数

3 B
人口減少対策に一定の効果が期待できる。

R5.3.31制度終了

351 定住施策の充実 ★
新たな住宅取得へ

の支援
定住支援課 若年層定住促進奨励金

45歳未満の方が、市内で新築住宅を取得する場合に奨

励金を交付する

件/年 214 263 4 3 4
市外から転入し、新築住宅を取得する場合に奨励金を

交付する
11 9 12 16

定住促進奨励金の利

用件数（＝本市への

定住世帯数）

350 定住施策の充実 ★
新たな住宅取得へ

の支援
定住支援課 定住促進奨励金

件/年 26

B
人口減少対策に一定の効果が期待できる。

R5.3.31制度終了

352 定住施策の充実 ★
新たな住宅取得へ

の支援
定住支援課

白山ろく地域定住促進

奨励金

白山ろく地域で新築住宅を取得する場合に奨励金を交

付する
11

170 150 3 3 4 411 9 12 16

定住促進奨励金の利

用件数（市内転居及

び建替えなどの転出

抑制効果）

件/年

4 2 4 2 B
子育て支援の対策として、期待できる。

R5.3.31制度終了
12 16

同居・近居となった

世帯数
件/年 110 127

過疎化対策の一つとして、数字等実績、評価の有

無に

関わらず、実施することに意義がある

R5.4.1より制度改正。

353 定住施策の充実
新たな三世代同

居・近居の支援
定住支援課

三世代近居・同居促進

事業補助金

新たに三世代同居・近居を始めるため、住宅を新築・

購入・改修等を行う場合に補助金を交付する
11 9

7 2 2 4 2 C9 12 16

定住促進奨励金の利

用件数（市内転居及

び建替えなどの転出

抑制効果）

3 B

定住の即効性があり有効である。

他の定住制度と連動することで、より定住促進が

図られる。

355 定住施策の充実 克雪化の推進 定住支援課
克雪化促進屋根融雪装

置補助金

自宅の屋根に融雪装置を設置する場合に、補助金を交

付する

件/年 100 128 3 3 4
新婚夫婦が、市内の民間賃貸住宅等に居住する場合に

家賃の一部を助成する
11 9 12 16 補助制度の利用件数354 定住施策の充実

民間賃貸住宅に住

む新婚夫婦への支

援

定住支援課
新婚夫婦賃貸住宅家賃

助成金

台/年 1

C
克雪化対策として、必要な制度ではあるが、活用

を促す検討が必要。

356 定住施策の充実 克雪化の推進 土木課 除雪機械購入補助金 町内会が除雪機械等を購入する経費 11

80 57 2 2 4 211 9 7 16 補助制度の利用件数 件/累計

3 3 3 3 B
個人向けの補助金として市民の要望に応えている

ため。
12 16

除雪に対する負担の

軽減を図るための機

械購入補助台数

台/年 10 52

町内会向けの補助金であるが、R4年度は希望が

なかったため。

357 定住施策の充実 克雪化の推進 土木課
克雪化促進除雪機械補

助金

個人が自宅用に除雪機械等を購入する場合に、補助金

を交付
11 9

0 2 2 2 2 C9 12 16

除雪に対する負担の

軽減を図るための機

械購入補助台数

3 B 白山ろく地域の定住促進向上に期待できる。

359 定住施策の充実
移住希望者へ向け

たPR等の推進
定住支援課

移住定住希望者向けの

PR

移住定住パンフレットの更新作成や、首都圏で行われ

るフェアに参加して本市のPRを行う

％ 80 85 3 3 4
白山ろく地域から高等学校へ通う場合に、通学に係る

費用の一部を補助する
11 9 12 16

対象者に対する申請

者の割合
358 定住施策の充実

白山ろく地域からの

高校通学への支援
定住支援課

白山ろく地域高等学校

等通学費助成事業

区画 1

B PRすることは重要なことであり、期待できる。

360 定住施策の充実
移住希望者へ向け

たPR等の推進
企画課

定住促進対策団地の販

売促進

白峰天河の郷（残６区画）を販売し、白山ろく地域の

定住促進に取組む。
11

実施 実施 3 2 3 311 9 12 16
セミナーやフェア等

への参加の有無
―

4 3 4 4 A

1年間の活動を踏まえて定住や関係人口の増加に

期待できる。また、活動地域のまちづくりにも寄

与している。

15 17
事業後、定住する人

数
人/累計 10 8

天河の郷は合併後ほぼ売れ残りとなっており、維

持管理がかさむことから、用途変換も視野に検討

する。

361 定住施策の充実
地域づくりを支える

人の受け入れ支援
協働推進課

緑のふるさと協力隊事

業

緑のふるさと協力隊を受け入れ、地域住民との交流や

農山村の仕事を通じ、白山市の良さを伝え、農林業や

地域づくりの担い手につなげる。

11 8

0 1 3 2 1 C8 12 17 白峰天河の郷販売数

ER R5より実施予定

地域おこし協力隊を受け入れ、地域の課題解決や地域

活性化を通じ、白山市の良さを伝え、地域づくりの担

い手につなげる。

11 8 15 17362 定住施策の充実
地域づくりを支える

人の受け入れ支援
協働推進課

地域おこし協力隊事業

令和5年度より実施予定

4-2-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由
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安全で快適な魅力ある都市基盤の整備

社 経 環 ガ 有 効 公 将

4-2-2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

373 史跡公園の整備 ★ 史跡公園の整備 文化課 横江荘遺跡保存事業

平成２８年度に新たに約5.4haが追加指定された横江

町の国史跡「東大寺領横江荘遺跡」について、史跡公

園として整備し、保存活用を図る。

11 9 15 17 3 3 3 3

363 空き家の利活用の支援 ★
空き家バンク制度に

よる利活用の促進
定住支援課 空き家バンク制度

空き家を登録し、空き家の購入や賃借を希望する方へ

紹介する

件/累計 18

B
空き家バンク制度が充実することは空き家の解

消、移住・定住促進に期待できる。

364 空き家の利活用の支援 ★
空き家バンク制度に

よる利活用の促進
定住支援課 空き家改修補助金

空き家バンク制度の登録物件への入居者が、居住にあ

たって空き家を改修する場合に補助金を交付する
11

94 91 3 3 4 311 9 12 16
空き家バンクの成約

件数
件/累計

4 3 2 4 B
令和２年度から事業着手が図られており、今後、

計画的な事業の促進が図られることを期待する。
12 16

整備の促進に向

けた国県要望
― 実施 実施

今年度は利用件数も伸びており、今後も空き家活

用に期待できる。

365
河川・海岸の整備と保

全
★

河川・砂防事業等

の整備促進
土木課

西川・熊田川河川改修

事業

熊田川・西川における改修計画の治水対策及び手取川

合流点での樋門設置
11 9

31 3 3 4 4 B9 12 16 補助制度の利用件数

3 C
大幅な事業進捗は見られないものの、着実な事業

促進が図られている。

367
河川・海岸の整備と保

全
★

河川・砂防事業等

の整備促進
土木課 高橋川河川改修事業

改修計画延長 L=3,180m （第3期区間）、事業区間の

延伸

― 実施 実施 3 2 2下野町（天然護岸の整備、堆積土砂除去）L=480m 11 9 12 16 事業の促進366
河川・海岸の整備と保

全
★

河川・砂防事業等

の整備促進
土木課

大日川護岸整備、環境

保全整備事業

B

現在、３期工事も終盤を迎えており、着実な事業

の進捗が図られている。今後、上流部の事業計画

の策定、整備に向け、事業が途切れることの無い

よう促進が求められる。

★
河川・砂防事業等

の整備促進
土木課 安産川治水対策事業

美川中町での護岸整備（両側護岸）L=390m、堆積土

砂除去
11

実施 実施 4 2 3 411 9 6 16
事業の促進に向

けた国県要望
―

B

平成５年度より「なぎさリフレッシュ事業」の認

定を受け施設整備されてきたが、現在は検証も踏

まえ中断している。

14 16
整備の促進に向

けた国要望
― 実施 実施

河川施設整備はもとより、河川浚渫など維持管理

も含めた持続的な河川環境保全が必要とされる。

369
河川・海岸の整備と保

全
★ 海岸整備の充実 土木課

松任・美川海岸海浜整

備事業

なぎさリフレッシュ事業 L=620m、人工リーフ 1基 緩

傾斜堤 1ヵ所、健康海岸事業Ｌ＝420m
11 9

実施 3 2 2 3 C9 6 16
事業の促進に向

けた国県要望
― 実施368

河川・海岸の整備と保

全

371
公園・緑地の整備と緑

化の推進
★

都市公園の整備促

進
公園緑地課

白山ろくテーマパーク

整備事業

現在整備が進められている、河合・下野地区、白山眺

望園地の早期完成と、吉野地区（吉野工芸の里隣接

地）の整備促進、また舟岡山や古宮公園の周辺を白山

ろくテーマパークの拡大地区として指定されるよう県

に要望していく。

ha 313 210 4 2 3
近年の局地的豪雨や市街化における排水断面不足によ

る水害を防ぐための雨水排水整備
11 9 6 16 整備流域面積370

河川・海岸の整備と保

全

雨水排水対策の推

進
土木課 雨水排水整備事業

関係機関要望書

提出件数
件/年

3 B

河合・下野園地については整備が残っており、鶴

来地区については文化財調査の状況も踏まえ検討

中であることから今後も継続して要望していく。

3 3 3
関係機関要望書

提出件数

株/年 140,000

回 2 0

372
公園・緑地の整備と緑

化の推進
件/年 3 3

白山ろく地域の豊かな自然と手取川中流域の豊かな田

園景観を背景に、金沢・小松都市圏等との交流によ

り、地域の活性化を図るため、整備を促進する。

11 9 12 16★
都市公園の整備促

進
文化課

白山ろくテーマパーク

整備事業

4 B

近年、開発が進む平野部での、雨水排水対策は喫

緊の課題となっているため、着実な事業促進が図

られている。しかし、今後はハード対策に加え、

自助を組み合わせたソフト対策との総合的な対策

の取組みが必要である。

4 2 3 4

B

河合・下野園地については整備が残っており、鶴

来地区については文化財調査の状況も踏まえ検討

中であることから今後も継続して要望していく。

3 3 3 3 3 311 9 12 16

374
公園・緑地の整備と緑

化の推進

緑化推進事業の充

実
公園緑地課 緑と花の推進事業

まちづくりや地域活動への参加の機会を創出し、地域

で活動する町内会や公共施設等に対し、季節ごとの花

苗の提供や、活動団体への委託により、市民主体の緑

と花の推進事業を支援する。

11

200 0公園整備 ㎡

B

事業の進捗が難航しているものの、周辺への人流

は増加しており、史跡公園の整備は利用者の増

加、市民サービスの向上に繋がるため。整備委員会の開

催数

3 3 3 3 B

桜の維持管理に努め、開花シーズンには市ホーム

ページでの開花情報を公開しており、市民サービ

スの向上に繋がっている。

12 16
整備した桜の維

持管理費
千円 1,500 2,860

市町村合併当時から行ってきた緑と花のフェス

ティバルの開催が近年困難な状態であり、今後こ

れに代わる緑化推進事業を検討していく必要があ

る。

375
公園・緑地の整備と緑

化の推進
老朽化施設の更新 公園緑地課 桜の名勝整備事業

白山市の地域特性である標高差を生かし、市内で長期

間満開の桜を鑑賞することができるように、桜の名勝

地や桜の里親制度で植栽した桜の維持管理を行う。

11 9

1,337,738 3 3 3 3 B9 12 16 花苗配布株数

32 



3 3 3 B

3 C

耐用年数は構築物によって長短があり、永続的に

改築更新はくり返されるため、ストックマネジメ

ントとして着手したという点で評価する。

民営簡易水道等

統合

4 1 2 2 C

379
水道・下水道の整備と

適切な維持管理
更新計画の策定

鶴来白山ろく上

下水道課
下水道施設整備事業 区画整理に併せた管渠新設 11 9 12 16

区画整理事業と

の調整
― 実施 実施 3

公園の長寿命化計画に基づいた維持管理により、

利用者の安全・安心やサービスの向上に期待でき

る。

B

平成29年度に作成した白山市水道事業ビジョン

のフォローアップであり、今後の事業を進めるう

えで重要な計画となるので十分考査し進めます。

今年度予定の調整を行うことができた。

― 随時 更新 2 2 3
長寿命化計画及びストックマネジメント計画に基づ

く、処理場・管渠施設の計画的な更新
11 9 12 16

処理場・管渠施

設の更新
380

水道・下水道の整備と

適切な維持管理
更新計画の策定 下水道課

下水道施設長寿命化事

業

― 実施

C

耐用年数は構築物によって長短があり、永続的に

改築更新はくり返されるため、ストックマネジメ

ントとして着手したという点で評価する。

382
水道・下水道の整備と

適切な維持管理
★

施設の集中管理体

制の整備
水道課

上水道施設監視カメラ

設置事業

【松任給水区】

【美川給水区】

【鶴来給水区】

夜間・休日の施設の運転状況等は外部委託し、各配水

場の監視カメラを活用し松任上水道センターで一括監

視し、異常時に各担当へ連絡を行い対応した。

11

随時 更新 2 2 3 311 9 12 16
処理場・管渠施

設の更新
―381

水道・下水道の整備と

適切な維持管理
更新計画の策定

鶴来白山ろく上

下水道課

下水道施設長寿命化事

業

長寿命化計画及びストックマネジメント計画に基づ

く、処理場・管渠施設の計画的な更新

4 4 4 4 A
計画通りに進んだことにより、維持管理情報が確

保され、整備区域の市民生活の安定化が図れた。
12 16

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場通

報装置更新
施設 26 7

一括監視により委託費の軽減、また、異常時の迅

速な対応、窓口の一本化による市民サービスの向

上が図られた。

383
水道・下水道の整備と

適切な維持管理
★

施設の集中管理体

制の整備
下水道課

下水道施設集中管理事

業
マンホールポンプ場故障通報装置の更新 11 9

実施 3 3 3 3 B9 6 16
監視カメラの運

用

3 B

一部組合で若干の統合の遅延が生じたが、予定地

区すべてで計画通りの発注は終えている。今後も

統合整備事業計画に基づき進めたい。

385
水道・下水道の整備と

適切な維持管理
★

水道・下水道の統

合化の推進

鶴来白山ろく上

下水道課

白山ろく水道施設

統合整備事業
白山ろく地域の水道施設の統合及び整備

箇所/累計 22 2 2 3 3

民営簡易水道等の統合及び整備

R4年度統合：福留町、ふれあいの里

R4繰り越し：フロンティアパーク、石川ソフトリサー

チパーク

11 9 6 16384
水道・下水道の整備と

適切な維持管理
★

水道・下水道の統

合化の推進
水道課

民営簡易水道等統合整

備事業

【松任給水区】

施設 20

B

今年度計画の施工はできた。一部の地域で事業を

進めている段階で、完成に向け整備していきた

い。

386
水道・下水道の整備と

適切な維持管理
★

水道・下水道の統

合化の推進
下水道課 下水道施設統廃合事業

公共下水道、農業集落排水の汚水処理施設が30年近く

経過しており、施設の更新時期に併せた統廃合整備

(41施設を21施設に統廃合)

11

実施 実施 4 3 3 411 9 6 16
中期財政計画の

見直し
―

再資源化は将来性が期待できるものの検討段階で

あり、実現に向け情報収集と企業との連携の模索

などを進める必要がある。

12 16
再資源化に向け

た検討
― 実現 検討

Ｒ４年度は統廃合事業の中で一番事業費が大き

く、統廃合の効果が図れる千代野処理場の廃止に

向けた接続管渠工事に着手し、進捗が図れたこ

と。

387
水道・下水道の整備と

適切な維持管理

下水道焼却灰の建

設資材への活用
下水道課

焼却灰建設資材活用事

業

産業廃棄物である下水道汚泥及び汚泥の焼却灰の再資

源化を図り、埋立処分量の減量を図る。
11 9

0 3 2 3 4 B9 12 16
汚水処理施設の

統廃合完了

4 B

これまでの接続促進活動の成果の他に、旺盛な宅

地開発等の人口増の効果があり、接続率の大幅な

向上が見られる。

389
水道・下水道の整備と

適切な維持管理
★

下水道未接続世帯

への接続促進

鶴来白山ろく上

下水道課

下水道排水設備接続促

進活動

下水道未接続家庭への訪問やパンフレット配布等によ

る啓発活動（水洗化率の向上）

％/年 98 97 3 3 4
下水道未接続家庭への訪問やパンフレット配布等によ

る啓発活動（水洗化率の向上）
11 9 6 16

下水道接続（水

洗化）率
388

水道・下水道の整備と

適切な維持管理
★

下水道未接続世帯

への接続促進
企業総務課

下水道排水設備接続促

進活動

件 19

B

供用開始時期の遅かった町内会の接続率の低さか

ら、啓発による接続率向上は期待できるが、接続

しない理由は多様なため困難も想定される。

390
情報通信基盤の整備・

充実
★

公衆無線LANの整

備
デジタル課 公衆無線ＬＡＮ工事

交通や観光の要所に公衆無線ＬＡＮを整備する。

※目標値に公民館、図書館、学校(体育館)は含まな

い。

11

98 94 4 2 2 311 9 6 16
下水道接続（水

洗化）率
％/年

インターネットを利用したサービスは今後も増加

していくため、公共施設での公衆無線LANの必要

性は高まっていくと考えられる。

18 3 4 4 4 A9 12 16 設置予定個所数

3 B

377
水道・下水道の整備と

適切な維持管理
更新計画の策定 水道課

上水道事業

【松任給水区】

【美川給水区】

【鶴来給水区】

R4年度に水道事業ビジョンフォローアップに着手。未

整備区域の配水管布設、水源井、配水場電気・機械

（設備の更新）、老朽管の更新、・鉛管及び石綿管の

布設替更新

千円 30,000 30,000 3 3 3

長寿命化計画に基づき、定期点検を行い遊具の補修や

更新、老朽化施設の修繕等を行い、ライフサイクルコ

ストを抑制するとともに、事業費の平準化を図る。

11 9 12 16 事業費376
公園・緑地の整備と緑

化の推進
老朽化施設の更新 公園緑地課

安全・安心対策緊急支

援事業

更新計画の策定
鶴来白山ろく上

下水道課

上水道事業

【松任給水区】

【美川給水区】

【鶴来給水区】

Ｒ４年度に水道事業ビジョンフォローアップに着手。

未整備区域の配水管布設、水源井、配水場電気・機械

（設備の更新）、老朽管の更新、・鉛管及び石綿管の

布設替更新

11

実施 実施 4 3 3 311 9 6 16
耐震計画等の実

施
―

平成29年度に作成した白山市水道事業ビジョン

のフォローアップであり、今後の事業を進めるう

えで重要な計画となるので十分考査し進めます。

実施 4 3 3 3 B9 6 16
耐震計画等の実

施
― 実施378

水道・下水道の整備と

適切な維持管理
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魅力ある計画的なまちづくりの推進

社 経 環 ガ 有 効 公 将

3 3 3 3 B 計画的な都市形成に資したため。15 17
市街化区域内の

人口
人 87,000

88,867

(R2国調)
391

計画的な土地利用の推

進
★ 都市計画の見直し 都市計画課 都市計画見直し事業

必要に応じ、線引き見直し等の都市計画の見直しを行

う。
11 9

3 B 住みよいまちづくりを行ったため。

393
計画的な土地利用の推

進
★

土地区画整理事業

の促進
都市計画課

白山市駅北相木第二地

区土地区画整理事業

都市基盤整備の促進、交通弱者の安全確保、松任駅北

相木地区との一体的な土地利用を目的に、令和７年度

末までの完成を目指す。

％ 100 100 3 3 3
概ね区画整理事業は終了しており、令和５年度に組合

の解散を迎える予定。
11 9 15 17

進捗率（交付金

ベース）
392

計画的な土地利用の推

進
★

土地区画整理事業

の促進
都市計画課

白山市横江町土地区画

整理事業

％ 100

B 住みよいまちづくりを行ったため。

394
計画的な土地利用の推

進
★

土地区画整理事業

の促進
都市計画課

白山市柴木第二・部入

道町土地区画整理事業

野々市市の商業地域に隣接する生活利便地域として区

画整理事業を実施する。
11

100 85 3 3 3 311 9 15 17
進捗率（交付金

ベース）
％

3 3 3 3 B

平成23年10月に活用が可能となったまちづくり

開発制度も12年目に入り、今後も本制度を活用

することで集落の活力維持が期待できる。

15 17
まちづくり開発制度

を活用した集落数
集落/年 10 7

住みよいまちづくりを行うため。

395
計画的な土地利用の推

進

地籍調査事業の推

進
建築住宅課 まちかど市民講座等

各地区や各種団体等に対し、制度の周知を図り、活用

を促進する。
11 8

10 3 3 3 3 B9 15 17 進捗率

㎢ 80 72 3 2 4
一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調査し、境界

の位置と面積を測量する
11 8 15 17

調査完了面積の

拡大
396

計画的な土地利用の推

進

地籍調査事業の推

進
農業振興課 地籍調査事業

件/年 4

B

今後も、商店主が新しい知恵を出しながら実施し

ていく事により、少しでお客様に足を運んでもら

えるように努力している。

398 住環境の充実

地区計画制度・景観

まちづくり制度の適

用推進

都市計画課
白山市景観まちづくり

整備事業
まちなみ重点地区における新築、改築、修繕を支援 11

4,100 178 3 3 3 311 9 12 16
商店街賑わい創出イ

ベントへの参加者数
人/年397 中心市街地の魅力向上 ★

既存商店街の活性

化
商工課

商店街賑わい創出事業

（イメージアップ事

業）

商店街が実施する賑わい創出イベントへの補助や広報

などの支援を実施する。

3 3 2 3 B

北陸新幹線沿線について、県の周知に伴い、補助

対象期間の最終年度である本年度中の利用があっ

た。

15 17 利用件数 件/累計 10 2

地域の景観を守ったため。

399 住環境の充実

地区計画制度・景観

まちづくり制度の適

用推進

都市計画課
白山市既存不適格屋外

広告物撤去事業

県の指定した屋外広告物禁止区域における既存不適格

屋外広告物の撤去・改修に対する支援
11 9

7 3 3 3 3 B9 15 17 利用件数

3 B

目標値の592戸は、前住宅基本計画の目標。R4か

らの現計画では604戸となっている。現在の管理

戸数628戸との差24戸は今後解体予定の白峰住宅

分であり、現時点では目標値を達成できている。

401 住環境の充実
市営住宅の適切な

維持管理の推進
建築住宅課 市営住宅改修整備事業

市営住宅基本計画に基づき、既存ストックの効率的か

つ円滑な改善等により良質な住宅を確保するため計画

的に整備を行う。

戸 592 628 3 3 3
市営住宅基本計画に基づき、市営住宅の再編について

検討・実施する。
11 8 12 10

市営住宅の管理

戸数
400 住環境の充実 市営住宅の再編 建築住宅課 市営住宅の再編

88 100 4 4 4 411 8 12 16 改修率 ％

3

事業内容
SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

4-2-3

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名

4 B
新規地区の地籍調査に対する考え方が変わり、土

地所有者へ事業の有効性が認識された。

事業成果として、7件を実施した。今後もブロッ

ク塀の倒壊等による事故を未然に防止し、市民の

安全を確保するための啓発を進める。

403 住環境の充実
耐震診断・耐震改

修の促進
建築住宅課

住宅・建築物耐震改修

促進事業

①簡易耐震診断：無料（図面がない場合5千円）

②耐震改修工事：補助率10/10　限度額150万円

件 10 7 3 3 3

道路に面するブロック塀の倒壊等による事故を未然に

防止し、市民の安全を確保するため、倒壊等の恐れの

あるブロック塀の撤去に要する費用の一部を補助。

コンクリートブロック塀　4千円/㎡

石塀　6千円/㎡

いずれも限度額10万円

11 8 12 16
危険ブロック塀

の助成
402 住環境の充実

各種融資・助成制

度の周知
建築住宅課

危険ブロック塀撤去事

業

A

市営住宅基本計画に基づき、計画的に既存ストッ

クの改修を行うことにより、良質な住宅を確保す

ることができた。

B

B

事業成果として、簡易耐震診断7件、耐震改修4

件を実施した。今後も耐震化の重要性の普及啓発

を進める。※R4の数値は、H30 住宅・土地統計

調査によるもの。

95 85 3 3 3 311 8 12 17 住宅の耐震化率 ％
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災害に備えた対策

社 経 環 ガ 有 効 公 将

評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

4-3-1

― 実施404 防災対策の充実 ★
地域防災計画の充

実
危機管理課 地域防災計画の充実

災害対策基本法に基づいた国の防災基本計画、県地域

防災計画の見直しに伴い、地域の実情を勘案し、市の

地域防災計画を修正する。

11

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI

4 2 4 4 B
市広報、防災訓練、防災講座を通じて啓発を行っ

た。
13 17 毎年啓発を行う ― 実施 実施

市防災会議を開催し、同会議に地域防災計画修正

案の提出・協議を行い、了承を得ることで計画に

沿った防災対策の充実が期待できる。

405 防災対策の充実
各種災害に備えた

防災体制の強化
危機管理課

災害に備えた「自助意

識」の啓発

「自らの命は自らが守る」と言う概念の重要性から、

家庭用防災用品購入費助成制度などを利用した各家庭

における「自助意識」の啓発促進を図る。

11 9

実施 3 3 4 4 B9 13 17
毎年見直しを行

う

4 B
市民を津波による災害から守るために、引き続き

進めていく必要がある政策である。

407 防災対策の充実
各種災害に備えた

防災体制の強化
危機管理課

白山火山防災対応に関

する事業

白山火山避難計画及び施設管理者による避難確保計画

を作成するとともに、その周知について、住民・登山

者に広く啓発し、更に避難訓練等の防災対策の充実を

図る。

― 実施 実施 4 1 2
県津波浸水想定区域見直しに伴う白山市津波避難計

画、津波洪水ハザードマップを修正する。
11 9 13 17

毎年見直しを行

う
406 防災対策の充実

各種災害に備えた

防災体制の強化
危機管理課 津波避難計画の充実

― 実施

A
訓練、避難確保計画見直しなど、事業計画どおり

に実施できたため。

408 防災対策の充実
各種災害に備えた

防災体制の強化
危機管理課 手取川水防計画の充実

手取川等の洪水に備え、水防団（消防団）との連携強

化を図り、水防倉庫等の資機材の整備を進め、水防体

制の充実を図る。

11

実施 実施 4 4 3 411 9 13 17
啓発及び訓練の

実施
―

4 3 3 3 B
土砂災害に関する市民への周知が効率的に行われ

ている。
13 17

啓発及び訓練の

実施
― 実施 実施

手取川の水防を構成市町で取り組むことにより、

広範囲な対応を持続的に実施することができる。

409 防災対策の充実
各種災害に備えた

防災体制の強化
危機管理課 土砂災害対策の強化

土砂災害警戒区域がある地区に対し、土砂災害の危険

性・避難行動の説明会や防災訓練について、県と共同

で支援を行う。

11 9

実施 4 3 4 2 B9 13 17
毎年見直しを行

う

3 B 降積雪に伴う被害の軽減に寄与している。

411 防災対策の充実
各種災害に備えた

防災体制の強化
危機管理課

金沢地方気象台、国土

交通省北陸地方整備局

金沢河川国道事務所と

の連携強化

ホットラインの活用など防災関係機関（専門家）の意

見を聴き、避難情報発令等の災害対応に生かす。

― 実施 実施 3 3 4雪害対策要綱に基づき、雪害対策の充実強化を図る。 11 9 13 17
毎年見直しを行

う
410 防災対策の充実

各種災害に備えた

防災体制の強化
危機管理課 雪害対策の強化

― 実施

A

気象台ホットラインは避難情報時に大いに活用し

ており、TEC-FORCEは被害調査等にご協力いた

だいたため。

412 防災対策の充実
災害対応等マニュ

アルの充実
危機管理課

職員防災マニュアルの

見直し

市地域防災計画の修正等に伴う職員防災マニュアルの

見直しを行い、より詳細な職員の役割を定め、実効性

を高める。

11

実施 実施 4 4 4 411 9 13 17
情報収集及び伝

達の強化
―

3 3 3 3 B
マニュアルの内容について検討することで、実際

の対応力向上が期待できる。
13 17

毎年見直しを行

う
― 実施 実施

市全体で、防災・減災及び災害に強いまちづくり

に取り組んでいる。

413 防災対策の充実
災害対応等マニュ

アルの充実
危機管理課

避難指示等の判断・伝

達マニュアル等の見直

し

災害対策基本法の改正に伴い、「避難勧告と避難指示

（緊急）」が「避難指示」へ一本化されたことを踏ま

え、今後、住民の避難行動への適切な時機・範囲を市

の「避難指示等の判断・伝達マニュアル」に反映させ

るとともに、多発する災害に備える。

11 9

実施 3 3 3 4 B9 13 17
毎年見直しを行

う

3 B

ハード整備に具体的進捗があったこと、８月豪雨

災害時に職員参集等については特に問題がなかっ

たため。

415 防災対策の充実
災害時受援体制の

強化
危機管理課

災害時における応援協

定、協力事業所の検証

全国で発生している大規模災害等を踏まえ、災害時に

おける応援協定の内容、協力事業者の役割について検

証を行い、更に、地区の防災訓練等に参加してもらう

ことにより問題点等を洗い出す。

― 実施 実施 3 3 4

災害時優先業務や重要な行政データのバックアップ体

制、又、職員の参集体制などの見直しを随時行い、実

効性を高めて行く。

11 9 13 17
毎年見直しを行

う
414 防災対策の充実

災害時受援体制の

強化
危機管理課

白山市業務継続計画の

見直し

― 実施

A

災害時協力事業所には、８月豪雨災害時に白山

野々市建設業協会を通じて業務を依頼した。さら

に登録業者数と協力分野を増やしたい。

416 防災対策の充実
災害時受援体制の

強化
危機管理課

災害ボランティア受け

入れ体制の強化

災害時において、災害ボランティアの活動は極めて重

要であることから、関係団体と連携しながら、受け入

れ体制など様々な課題について検証し、体制強化を図

る。

11

55 43 4 4 3 411 9 13 17
災害時協力事業

者登録業者数
社/累計

これまでの訓練経験を生かして、実際のボラン

ティア受け入れができたため。
実施 3 3 4 3 B9 13 17 会議等の開催
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地域防災力の強化

社 経 環 ガ 有 効 公 将

3

関係団体連携会

議の実施
回/年 1 1

3 C
対策が進めば震災時でも下水道処理が続けられる

ため、生活環境が保たれる。汚水処理場耐震

診断
箇所/累計 7 2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

4 B

近年、災害が激甚化・頻発化する中で、大規模災

害時には社会福祉協議会に災害ボランティアセン

ターを設置し被災者の多様なニーズに応える必要

があるため。

424 ライフライン等の確保 ★
上下水道施設の耐

震化推進
下水道課 下水道施設耐震化事業

開設運営訓練の

実施
回/年 1 0

― 実施

白山市メールと他システムとの連携強化により災

害対応の効率化が期待できる。

417

4-3-2

防災対策の充実
災害時受援体制の

強化
協働推進課

災害ボランティアセン

ター事業

発災時での災害ボランティアセンターの迅速な立ち上

げのため、関係機関と連携会議や研修会、設置運営訓

練を定期的に実施する。

①災害ボランティアセンター設置運営訓練、②災害ボ

ランティア関係団体研修会・連絡会の開催、③災害ボ

ランティアセンターの周知・啓発

11 8 13 17 3 3

4 B
災害が激甚化、広域化する中で、広範囲な市域に

おける活動において連絡手段として必要である。

419 防災対策の充実
災害に備えた情報

伝達手段の充実
危機管理課

災害情報の伝達及び配

信内容の充実と効率化

白山市メールと他システム（媒体）との連携により災

害情報の配信内容の拡張・自動化による効率化を進

め、情報伝達の充実強化を図る。

台 ― ― 3 3 1

移動系防災行政無線は、消防団等の捜索活動での情報

伝達、また、災害時における災対本部と現地との連絡

手段として有効なため、スプリアス規格変更に伴い、

他の通信手段も含め整備を図る。

11 9 13 17

R6デジタル化移

行に向けて更新

予定

418 防災対策の充実
災害に備えた情報

伝達手段の充実
危機管理課

移動系防災行政無線の

整備

C

420
国民保護に関する対応

の強化

国民保護計画に基

づく武力攻撃等へ

の対応

危機管理課

国民保護計画及び関連

するマニュアルの見直

し

県国民保護計画の見直し等に伴い、市国民保護計画及

び関連するマニュアルの見直しを図っていく。
11

9,000 7,000 2 2 2 211 9 13 17

白山市メール配

信サービス登録

者数

人/累計

4 3 3 3 B

老朽化し、修繕費用に加えて高額な橋梁点検費用

が必要となる松多跨線橋の集約化に着手し、将来

の維持管理費の圧縮に努めています。

12 17
橋梁長寿命化修繕計

画に基づく計画数
橋/累計 10 3

国民保護計画見直しはなかったが、県の訓練見学

や、ミサイル発射時の対応等の見直しを行ったた

め。

421 ライフライン等の確保 ★
道路構造物等の長

寿命化事業の促進
土木課

橋梁・トンネル等長寿

命化修繕事業

白山市長寿命化修繕計画（R元策定）で計画された橋

梁を順次修繕する。
11 8

実施 2 1 4 3 C9 13 17
毎年見直しを行

う

3 B

今年度計画の施工ができた。今後も計画に沿って

耐震化を行い、災害時でも安定した水道水の供給

を図る。

423 ライフライン等の確保 ★
上下水道施設の耐

震化推進

鶴来白山ろく上

下水道課

上水道施設耐震化事業

【松任給水区】

【美川給水区】

【鶴来給水区】

①耐震化事業（配水池の耐震補強、老朽管の更新（布

設後40年を経過するΦ200ｍｍ以上の主要な導配水管

布設替））、②配水場施設の耐震化

ｍ/累計 3,500 778 3 3 3

白山市水道事業ビジョンを基に水道管の耐震化を実施

した。

千代野地区、美川地区等で耐震管への布設替えを行っ

た。

11 9 6 17
耐震管布設替の

実施
422 ライフライン等の確保 ★

上下水道施設の耐

震化推進
水道課

上水道施設耐震化事業

【松任給水区】

【美川給水区】

【鶴来給水区】

箇所/累計 15

B

今年度計画の施工ができた。今後も計画に沿って

耐震化を行い、災害時でも安定した水道水の供給

を図る。

9,100 3,800 3 3 3 311 9 6 17
耐震管布設替の

実施
ｍ/累計

①管渠の浮上防止対策工事

②汚水処理場の耐震化
11 9 12 16 2 2 3

3
マンホール浮上

抑制

4 2 4 3 B

災害時に白山ろく地域の集落が孤立しないための

最も重要な幹線道路であり、継続的な補修工事が

必要となる。

12 17
事業の促進に向

けた国県要望
― 実施 実施425 ライフライン等の確保

国道157号の強靱

化対策
土木課 強靭化対策事業

口直海から白峰地内までの道路施設の耐震化及び老朽

化対策
11 8

427 地域防災体制の充実
地域防災訓練の支

援
危機管理課

地域防災訓練の内容の

充実

地域住民が主体となったより実践的な防災訓練に向

け、積極的な支援を行う。

地区 28 9 4 1 4
地域防災力の強化のため、地区（公民館）単位での自

主防災組織結成への支援を行う。
11 9 13 17

地区自主防災組織結

成への支援
426 地域防災体制の充実 ★

自主防災組織体制

の強化
危機管理課

地区単位での自主防災

組織結成への支援

28 14 3 3 3 411 9 13 17 訓練実施数 地区

4 B

確実に地区自主防災組織の必要性が理解されつつ

ありかつ実際に設立或いは準備会等も含めて多く

の地区で設立に向けて取り組んでいただいてい

る。

B

地区自主防災組織が増えており、更に多くの地区

で防災訓練が実施されることが期待され、引き続

き支援を行う。

KPIを達成しつつ、確実に女性防災士を増やすこ

とができており、市民の方々が安心していただけ

る共助が確立しつつある。

148 4 2 4 4 B9 13 17 女性防災士の数 人/累計 140428 地域防災体制の充実 防災士の育成強化 危機管理課 防災士育成事業

防災士資格取得の助成を行うほか、女性に配慮した避

難所運営が課題となっているため、女性団体に働きか

けを行うなど、女性防災士の育成強化を図る。

11
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消防体制の充実

社 経 環 ガ 有 効 公 将
基本的方向

施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ

3 B

新型コロナウイルスの影響により、防災学習セン

ターの利用制限もあったが、制限解除後は、利用

者数の増加が見られた。

438 常備消防の充実
防火防災思想の普

及徹底
広域消防本部 一般家庭への防火訪問

出火防止の措置について説明するとともに、火災予防

思想の高揚を図る。

― 実施 実施 3 3 4

自主防災組織や町内会、事業所の従業員等を対象に、

防災学習センターで各種災害の模擬体験をしていただ

き、防火防災思想の高揚を図る。

11 9 13 17
防火防災思想の

高揚
437 常備消防の充実

防火防災思想の普

及徹底
広域消防本部

体験型防火防災教育の

実施

件／年 3

C

訪問による説明ができなかったことにより、目標

値に比べ一般住宅火災件数が増えたが、過去１０

年の平均より少ない発生件数であった。

439 常備消防の充実
防火防災思想の普

及徹底
広域消防本部

事業所の立入検査及び

防火指導

立入検査で事業所での防火管理状況を把握し、火災予

防を徹底してもらうことで、火災の未然防止及び出火

時の的確な行動等による被害の軽減を図る。

11

5 8 2 2 1 411 9 13 17 住宅火災件数 件／年

4 2 4 4 B

新しい住宅の適正設置率は高いが、建築年数が古

い住宅の適正設置率が低い。今後は、重点的に呼

びかけて行く。

13 17
住宅火災の死者

数
人／年 0 1

住宅を除く火災件数は、前年より増えているが、

焼損棟数は大幅に減っており、１件当たりの被害

の軽減を図れた。

440 常備消防の充実
火災による焼死者

数の減少化
広域消防本部

住宅用火災警報器の設

置促進・維持管理の徹

底

設置率に関しては、目標値を達成したが、継続して指

導していく必要がある。一般家庭への防火訪問等で、

未設置の場合は設置を、設置されている場合は、適正

な維持管理を呼び掛ける。

11 9

11 2 3 4 4 B9 13 17
住宅を除く建物

火災件数

442 常備消防の充実 ★

高齢化社会に伴い増

大する救急要請への

対応強化

広域消防本部 救急救命士の養成
専門的知識を有し、質の高い救命処置を提供するため

に、救急救命士を継続して養成していく必要がある。

人/累計 58,000 53,000 4 2 3
救命講習によるバイスタンダーを継続的に育成し、救

急隊到着前の傷病者の容態悪化を防ぐ。
11 9 13 17

各種救命講習受

講者
441 常備消防の充実 ★

高齢化社会に伴い増

大する救急要請への

対応強化

広域消防本部 バイスタンダーの育成

高齢化社会に伴い増大する救急要請へ対応するために

救急車両台数を維持管理する。
11

42 44 4 4 4 411 9 13 17
運用救命士数の

維持
人/累計

4 B

新型コロナウイルス感染症分類が２類から５類に

変更され、感染対策を継続しつつ、従来の開催方

法となれば、年間目標値２,５００人の新規バイ

スタンダーの増加が見込まれる。

A
継続して救急救命士を養成することで、平等に高

度な救命処置が提供できることが見込まれる。

計画的に救急車両や医療機器の更新をしつつ、車

両台数の維持管理を行うことで、住民に対しては

日々高度化する質の高い救命処置を提供すること

が期待できる。

8 3 3 3 4 B9 13 17 車両台数の維持 台 8443 常備消防の充実 ★

高齢化社会に伴い増

大する救急要請への

対応強化

広域消防本部 救急車両台数の維持

429
防災施設や防災資器材

の整備・充実
★ 防災拠点の整備 危機管理課

防災センター等整備事

業

大規模災害時に本庁舎の機能が喪失した場合に備え、

隣接地に非常用電源等を確保するべく防災センターを

整備する。

11 9 4 1 1 4 C

防災拠点として本庁舎の機能を維持し、災害への

対応にあたることができるよう、今後、整備を進

めていく必要がある。

13 17
防災備蓄倉庫の

整備数
施設 2 2

実施 実施 4 2 4 4
二次避難施設への防

災備蓄品の配備
―

4 B
災害時、市民の生活を守るために、引き続き進め

ていく必要がある政策である。

B
災害時、市民の生活を守るために、引き続き進め

ていく必要がある政策である。
13 17431

防災施設や防災資器材

の整備・充実
避難所機能の充実 危機管理課

孤立集落における避難

所機能の充実

災害時に孤立する恐れがある町内会と、集落内の集会

所等への災害備蓄品等の配備について協議し、必要な

措置を講じていく。

― 実施 実施 4 1 4

災害時において、迅速かつ確実な食糧の配付等を実施

するため、アレルギー対応食品も含めた災害備蓄品配

備の充実を図る。

11 9 13 17
災害備蓄品の充

実
430

防災施設や防災資器材

の整備・充実
★ 防災備蓄品の充実 危機管理課 災害備蓄品配備の推進

11 9

災害時、市民の生活を守るために、引き続き進め

ていく必要がある政策である。

433
防災施設や防災資器材

の整備・充実
避難所機能の充実 危機管理課

二次避難施設統一看板

整備事業

災害時に二次避難施設への避難を迅速に行うため、国

の方針に基づき、二次避難施設の統一看板の整備を行

う。

11 9

53 4 2 4 4 B9 13 17
二次避難施設への防

災備蓄品の配備
施設 92432

防災施設や防災資器材

の整備・充実
避難所機能の充実 危機管理課

二次避難施設への防災

備蓄品配備事業

災害時に備え、避難住民への食糧等の配給を迅速かつ

確実に行うため、二次避難施設への防災備蓄品の配備

を順次行う。

11

17
避難所機能の充

実
434

防災施設や防災資器材

の整備・充実
避難所機能の充実 危機管理課

要配慮者に配慮した避

難所機能の充実

B
火災予防の啓発活動を通して地域住民に対して防

火意識の普及に努めることができたため。

4 4 4 4 A
すべての二次避難施設に統一看板の整備ができて

いる。
13 17 看板整備数 基 ― ―

KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

4-3-3

連番

実施 実施 1 4 4 411 9 13 17 毎年啓発を行う ―

3 B
避難所における要配慮者専用スペースの確保が進

展し、避難所機能の充実が期待できる。

435 火災予防活動の充実

巡回広報やイベン

ト等による火災予

防活動

危機管理課 火災予防活動の推進
各種団体が連携した巡回広報や、イベント等により火

災予防の啓発に努める。

― 実施 実施 3 3 3
要配慮者に配慮した避難所の在り方を関係機関等と協

議し、適切な措置を講じていく。
11 9 13

引き続き白山野々市広域消防本部と協力して防災

訓練や防災講座を通じて啓発を行う。
実施 3 3 3 3 B9 13 17 毎年啓発を行う ― 実施436 火災予防活動の充実

住宅用火災警報機

器の普及促進
危機管理課

住宅用火災警報器の普

及促進

防火対策の推進と共に、火災の早期発見、また、逃げ

遅れ防止のための住宅用火災警報器の普及促進に努め

る。

11
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交通安全の推進

社 経 環 ガ 有 効 公 将

3 8 12 16

444 常備消防の充実
消防施設の機能強

化
広域消防本部

消防救急デジタル無線

設備の安定稼働

消防本部と消防隊・救急隊の連携を図るために定期点

検を実施し、良好な無線通信環境を確保するととも

に、点検結果に基づき設備を更新し、安定運用に取り

組む。

11 9 3 3 3 3 B

平成24年度から平成27年度にかけて整備した消

防救急デジタル無線について、定期点検を実施し

必要最小限の設備更新を行うことで、安定運用が

期待できる。

13 17

災害件数（火

災・救助・救

急）

件/累計 5,982 7,214

2 1 2 2 2 2車両更新 台/年

3 B

今後も定期的に各種点検を実施し、計画的に修繕

等を実施することにより、適切な消防施設の維持

管理が期待できる。

446 常備消防の充実
消防施設の機能強

化
広域消防本部 消防車両の更新 経年及び走行距離を基に計画的に更新する。

― 実施 実施 3 3 3
庁舎設備の老朽化や職員及び配備車両数の増加等によ

る消防施設の維持管理。
11 9 13 17

消防施設の維持

管理
445 常備消防の充実

消防施設の機能強

化
広域消防本部 消防施設の維持管理

C

繰越後の新たの納入日は確定しており、更新計画

へのは最小限に抑えることができた。

Ｒ4：鶴来化学車

新入団員の確保を行うことができたが、退団者数

がその人数を上回ってしまったため。

448 消防団の強化
消防団員の装備品

の充実
危機管理課 消防団装備品整備事業

消防団活動の向上のため、装備品の充実に努め、また

消防車両などの整備を計画的に推進する。
11 9

504 2 4 4 3 B9 13 17 消防団員の確保 人/累計 617447 消防団の強化 消防団員の確保 危機管理課 消防団強化事業

消防団の重要性について普及啓発活動を行い、消防団

員の確保をすすめ、操法大会などの様々な訓練を通

じ、団員の資質向上に努める。

11

連番

4 4 4 4 A

現場活動において必要な防火衣・防火帽の配備を

完了することができ、今後新たな装備品の配備を

進める計画を立案しているため。

13 17 装備品の充実 組 527 499

4 A

KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

ポンプ車の更新を行うことで、常に迅速な消火活

動を行えるようになるため。

450
交通安全思想の普及徹

底

幼児・児童生徒・高

齢者等への交通安全

教育の推進

地域安全課
幼児・高齢者交通安全

教室
警察と連携、幼児、高齢者等への交通安全教育の推進

台 1 2 4 4 4

各消防団に配備されている消防ポンプ車は、老朽化に

伴い、18年ごとに更新している。H26年度に白山市消

防団25台の更新が終了したが、H29年度から新たな更

新年度計画に基づき、ポンプ車の更新を進める。

11 9 13 17
ポンプ自動車の

更新
449 消防団の強化

基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名

消防車両等の整備

推進
危機管理課

消防ポンプ自動車更新

事業

事業内容
SDGｓ

4-4-1

B
警察と連携し毎年実施することで、交通安全意識

を高めることが期待できる。

支援内容を検討する必要性はあるが、効果は定着

している
420 4 4 3 4 A8 12 16

高齢者運転免許証自

主返納支援件数
件／年 350

高齢者運転免許証自主

返納支援事業

高齢者の運転免許証の自主返納を促すため、必要な支

援を行う
4

実施 実施 3 3 3 44 8 12 16

白山市交通安全計画

に基づき計画的に実

施

―

451
交通安全思想の普及徹

底

幼児・児童生徒・高

齢者等への交通安全

教育の推進

地域安全課

4 B

R５年４月からヘルメット着用が努力義務化にな

るため着用者の増加が見込まれることや、死亡事

故抑止、負傷程度の軽減にも繋がると考える。

453
交通安全思想の普及徹

底

交通安全運動運動

の推進
地域安全課 交通安全運動推進活動

全国、県下一斉に実施される交通安全運動に積極的に

取り組むとともに、白山市交通安全推進隊及び白山市

交通安全協会等、関係団体と連携し普及啓発活動を促

進する

件/累計 2,850 322 3 3 4
幼児・児童用自転車ヘルメット購入費の一部を補助す

る
4 8 12 16

自転車ヘルメット購

入費助成件数
452

交通安全思想の普及徹

底

自転車利用者への交

通安全教育の推進
地域安全課

子ども安全安心自転車

ヘルメット着用促進事

業

― 実施

B

令和４年は、前年に比べ事故件数、負傷者数は増

加したものの死者数は２人減少した。一定の効果

はある。

454
交通安全思想の普及徹

底

交通安全広報啓発

活動の推進
地域安全課 交通安全広報啓発活動

市民に対する交通安全意識の向上のため、交通ルー

ル、マナー向上に関する広報や市ホームページ、イベ

ント等、あらゆる機会を活用した広報啓発活動を行う

4

実施 実施 3 3 3 34 8 12 16

白山市交通安全計画

に基づき計画的に実

施

―

4 3 4 3 B

あらゆる人が安全・安心に通行できる歩行空間の

ネットワークを構築することは有効であるが、用

地等の関係で十分な安全対策ができない箇所もあ

ること。

12 17 事業の促進 ― 随時 八ツ矢

その都度、周知することで市民の関心を高めるこ

とが出来た。

455 道路交通環境の整備

人優先の安全・安

心な歩行空間の確

保

土木課 歩道整備事業
高齢者・障害者等あらゆる人が安全・安心に通行でき

る歩行空間の確保を図る。
11 8

実施 4 4 4 4 A8 12 16

白山市交通安全計画

に基づき計画的に実

施

2 C

未整備部分については未着手であり、また自転車

専用道路とならない区間については交通安全対策

に課題がある。

457 道路交通環境の整備
自転車走行空間の

確保
土木課

（仮称）自転車快適走

行空間整備事業

路肩を利用した走行空間の創出や路面補修等による、

快適性の向上を図り道路利用者の安全を確保する。

― 実施 実施 3 2 2
手取キャニオンロードでの未整備区間の事業促進

（L=43.3Km）
3 8 12 16

事業の促進に向

けた県要望
456 道路交通環境の整備

自転車走行空間の

確保
土木課

手取川自転車道線（手

取川キャニオンロー

ド）整備事業

C
課題が多いことから、関係課による勉強会を実施

している。
研究 研究 3 2 3 23 8 12 16

事業実施に向け

た研究
―
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防犯体制の強化

社 経 環 ガ 有 効 公 将

暮らしの安全確保

社 経 環 ガ 有 効 公 将

464
倫理的消費の普及・促

進

倫理的消費の普

及・促進
消費生活センター

エシカル消費周知啓発

事業

消費者が自発的に社会に参画し、自ら判断・選択した

倫理的消費行動ができるよう、エシカル消費の周知啓

発を図る。

4 8 12 16 3 3 3 3 B

全事業を通じて主に40～70代の層に対して効果

的な意識啓発を実施することができた。次年度

は、若年層に啓発対象を拡充した事業を実施した

い。
参加者の意識の

変化の割合
％/年 60 80

462
消費者の安全・安心の

確保

消費生活相談体制

の充実
消費生活センター 消費生活相談事業

消費生活に関する相談に対し必要な情報提供等を行

い、消費者被害の救済及び未然防止を図る。
4 8 12 16 4 3 3 4 B

インターネットの普及により、ＳＮＳ等を介した

ネット通販によるトラブルが世代を問わず増えて

いることから、適切な相談対応と啓発を継続して

いきたい。

処理状況 ― 適正 適正

高齢者世帯への消費

啓発巡回回数
回/年 4 4

件 600

4-4-3

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

― 実施458
安全な地域環境の整

備・啓発

防犯知識の普及・

啓発による防犯意

識の向上

地域安全課 幼児・高齢者防犯教室
警察と連携し、幼児・高齢者等への防犯教育の推進

（幼児・高齢者交通安全教室と共催）
4

3 3 3 3 B
一定の進捗があり、防犯意識の向上に期待が出来

る。

4-4-2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

12 16

白山市防犯協会

の会則に基づき

計画的に実施

― 研究 研究

警察と連携し毎年実施することで、防犯意識を高

めることが期待できる。

459
安全な地域環境の整

備・啓発

地域における防犯

活動の推進
地域安全課 防犯活動等助成事業

白山市防犯協会及び白山野々市防犯協会に対し活動助

成し、地域コミュニティの連携強化することにより、

地域の防犯力の向上を図る

11 8

実施 3 3 3 4 B8 12 16

白山市防犯協会

の会則に基づき

計画的に実施

4 A
市内の通学路等に計画的設置することが出来て、

犯罪抑止にも期待が出来る。

461
安全な地域環境の整

備・啓発
防犯施設の整備 地域安全課

防犯カメラ設置費補助

事業

生活環境の防犯力の向上と犯罪の未然防止のため、町

内会や個人が防犯カメラを設置する場合、設置費の一

部を補助します。

箇所／累計 200 159 4 4 4
生活環境の防犯力の向上と犯罪の未然防止のため、防

犯カメラを設置し、安全な地域社会の実現をめざす。
11 8 12 16

防犯カメラの設

置数
460

安全な地域環境の整

備・啓発
防犯施設の整備 地域安全課

防犯カメラ設置推進事

業

B 地域ごとの防犯意識の高揚に期待が出来る。100 22 4 3 3 411 8 12 16

町内会への防犯

カメラの設置補

助数

箇所/累計

3 4 4 4 A

毎年、多くの申込みがあり、市民の消費者トラブ

ル防止とともに相談窓口の啓発に期待できる。引

き続き事業を継続していきたい。

12 16
まちかど市民講

座の実施
人/年 250 250463

消費者の安全・安心の

確保

消費者教育・啓発

の推進
消費生活センター

消費者問題解決力強化

に関する事業

消費者問題に関する各種啓発や教育の場の提供を行

い、消費者被害の未然防止を図る。
4 8

357
消費生活相談件

数

％/年 50 10
「エシカル消費」と

いう言葉の認知度
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事業評価

第５章　賑わいと活力がみなぎる元気なまちづくり

安定した所得を確保できる基盤の整備

社 経 環 ガ 有 効 公 将

2 3 3 3 B
地元酒蔵との取組の連携が図られ、今後も、継続

的な取組が期待できる。
15 17

持続的な栽培を

可能とする土壌

改良資材の施用

面積

ha 60 43474 農業の振興 ★
水田フル活用によ

る農業所得の増大
農業振興課

６次産業化戦略ブラン

ド育成事業

農商工連携による６次産業化への取組みにより、市の

特産品ブランドとして高品質な酒米と白山の豊かな水

を利用した、オール白山の品質の高い酒づくりを進

め、農家所得の向上と白山菊酒の普及を図るため、生

産者と地元酒蔵との連携による酒米の作付拡大と品質

向上に対し支援する

2 9

ha/年 50

C

本事業の手続きについては現行制度と比較して市

民の手続きが煩雑であり、担い手への農地集積の

ためには更なる国県の制度改善が必要である。

80 77 1 2 3 22 9 15 17
担い手への集積

率
%

交付金は、農業生産活動範囲内で使用できるもの

の、緊急を要すものではなく、数年は地元で滞留

しており、金銭管理の負担が伴う。

D12121712 18
農地中間管理機

構の活用面積

4 B
遊休農地を発生させず、農地を未来に繋いでいく

ことが期待できる。

472 農業の振興
農用地の利用集積

の推進
農業振興課 農地中間管理事業

農業者の高齢化や耕作放棄地の拡大が進む中で、地域

農業を支える担い手農家への農用地の利用集積を支援

する

筆 0 373 2 2 4

農業委員会と連携して、利用状況調査と荒廃農地調査

を実施することで遊休農地を把握し、再生可能な荒廃

農地と再生困難な荒廃農地に分類を行う

2 9 15 17 遊休農地筆数471 農業の振興 優良農地の確保 農業振興課
耕作放棄地の発生防

止・解消等対策

9

3 1 4 2 C

交付対象面積は年々増加し、市内全体の8割を超

えているが、書類作成に不慣れな集落も多いこと

から、今後も支援を継続していく必要がある。

15 10
交付対象農用地

面積
ha 3,650 3,552

農業振興地域整備計画に基づき土地の用途を区分

することによって、優良農地が確保されている。

470 農業の振興 優良農地の確保 農業振興課 多面的機能支払事業

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るた

めの地域の共同活動に係る支援を行い、地域資源の適

切な保全管理を推進する

2 9

4,370 4 4 3 4 A9 12 16 優良農地の保全 ha 4,297

B

令和４年度の新規就農者は４件と過去最高となっ

た。令和５年度以降も継続して新規就農者が増加

する見込みであり、白山市農業の更なる発展が見

込まれる。

469 農業の振興 優良農地の確保 農業振興課
農業振興地域整備促進

事業

農業の健全な発展や国土資源の合理的な利用に寄与す

るため、農業振興地域整備計画を策定し、計画的な土

地利用を推進することにより優良農地を確保する

2

5 7 4 3 3 32 9 15 17
新規就農予定の

相談者数
人

新規就農者等ネット

ワーク活動事業

新規就農者や新規就農を予定している方、また若手の

女性農業者などでネットワークを構築し、相談活動や

情報提供を行うことで支援する

人 2 5 4 3 3
経営の不安定な就農初期段階の青年就農者に対し給付

金を支給し支援する
2 9 15 10

４０代以下の農

業従者の拡大
467 農業の振興

新規就農者の確

保・育成
農業振興課

農業次世代人材投資事

業

3 3 B
担い手支援チームの県、ＪＡと連携し、支援をお

こなうことができた。
15 17

認定農業者の

内、法人経営体

の数

経営体 80 72466 農業の振興
集落営農組織の育

成
農業振興課

白山石川地区担い手支

援チーム事業

県・市・ＪＡで構成する担い手支援チームにおいて、

地域での話し合いを基本とした新たな集落営農の組織

化や法人化、既存集落営農組織の後継者対策や再編等

に対し支援する

2 9

3 B

令和４年度の新規就農者は４件と過去最高となっ

た。令和５年度以降も継続して新規就農者が増加

する見込みであり、白山市農業の更なる発展が見

込まれる。

468 農業の振興
新規就農者の確

保・育成
農業振興課

KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

5-1-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ

80 72

認定農業者の

内、法人経営体

の数

経営体171592

県・市・ＪＡで構成する担い手支援チームにおいて、

地域での話し合いを基本とした新たな認定農業者への

誘導や法人化、認定農業者同士の連携等に対し支援す

る

担い手支援チーム事業農業振興課
認定農業者の確

保・育成
農業の振興465

担い手支援チームの県、ＪＡと連携し、支援を行

うことができた。
B33

3 2

23

2

農業者の高齢化や耕作放棄地の拡大が進む中で、地域

農業を支える担い手農家への農用地の利用集積を支援

する

機構集積協力金交付事

業
農業振興課

農用地の利用集積

の推進
農業の振興473

40 



3 B
担い手支援チームの県、ＪＡと連携し、支援を行

うことができた。
経営体 80 72 3 2 3

県・市・ＪＡで構成する担い手支援チームにおいて、

水稲農家への園芸作物の導入による複合化や、新たな

高収益作物の導入等に対し支援する

2 9 15 17

認定農業者の

内、法人経営体

の数

475 農業の振興 ★
水田フル活用によ

る農業所得の増大
農業振興課

白山石川地区担い手支

援チーム事業

4 B

令和4年に制度改正を行い、利用者の現状に合わ

せた制度としたことにより、今後の制度利用の向

上が期待できる。

件 10 5 2 3 4

手入不足林の強度間伐が進んでおり、間伐実施に

向けての境界明確化も実施することができたた

め、一定の成果を上げることができた。

木材の価値が向上していることから、木材搬出量

も増加しており、今後の事業拡大も見込むことが

できる。

15,000 3 3 3 3 B

3 3 3

2 C

単に稚魚の放流だけではなく、放流に参加する児

童の自然観察体験も目的にしていることから、学

習面において更なる内容の充実を図る必要があ

る。

匹/年 1,100千 929千 2 3 3
水産資源の保全のため、イワナ・ヤマメの稚魚等の放

流に対し支援する。
2 8 12 17 稚魚放流尾数488 水産業の振興 水産資源の保全 水産振興課

放流事業

・イワナ・ヤマメ放流

事業（白山手取川漁

協）

2 2 3 4 B

物揚場改修工事（令和３年度完了）及び泊地浚渫

工事を実施できたことで、一定の進捗があると評

価した。航路浚渫は、より迅速な対応が必要とな

る。

12 17
航路及び泊地の

浚渫土量
㎥ 30,000 31,000

例年継続的に補助を行い、こつら細工の生産振

興・技術の伝承に資している。

487 水産業の振興 漁港の機能強化 水産振興課
水産物供給基盤機能保

全事業
美川漁港の機能維持のための航路浚渫工事等を行う。 2 8

支援の実施 3 3 2 3 B8 15 17

特産品の生産振興及

び技術の伝承に対す

る支援

― 支援の実施

C
被災前に取り掛かった改良整備については無事に

工事が完了できたことから一定の効果はあった。

486 林業の振興
特用林産物の産地

化
森林対策課

河内民芸品振興会補助

金

特用林産物を活用した特産品（こつら細工）の生産振

興及び技術の伝承に対し支援する。
4

8 6 3 2 2 32 8 12 17

補助事業を活用

した林道の路線

数

路線485 林業の振興
林道・作業道の整

備
森林対策課

林道開設改良事業

県単林道事業

国庫補助林道事業

森林の公益的機能の発揮を図るため、計画的かつ効率

的な森林施業を実施し、林道・作業道の整備、改良事

業を進める。

森林の多面的機能の発揮を図るため林道整備を進め

る。

市内で生産・加工された木材を活用して新築住宅を建

築又は購入された方に対し支援する。
11 8 15 17 事業の利用者数484 林業の振興 市産材の利用促進 森林対策課 地域材利用促進事業

4 3 2 4 B15 17
手入れ不足林の強度

間伐の面積
ha 40 27483 林業の振興 ★ 森林整備の推進 森林対策課 森林経営管理事業

手入れ不足林の強度間伐については、森林環境譲与税

を活用して実施する。
11 8

8 15 17

林業事業体が森林経

営計画により実施す

る森林施業を支援す

る。

㎥ 20,000482 林業の振興 ★ 森林整備の推進 森林対策課 森林環境整備事業
林業事業体が森林経営計画により実施する森林施業を

支援する。
11

150 150 311 8 15 17
森林境界明確化を行

う森林面積
ha

2 C
毎年継続的に整備できており、鳥獣害の軽減に資

している。

481 林業の振興 ★ 森林整備の推進 森林対策課
森林整備地域活動支援

交付金事業

森林施業集約化に必要となる地域活動（森林境界の明

確化等）に対し支援する。

地区 1 1 2 3 3

緩衝帯整備事業については、獣害対策として集落など

と隣接している林緑部の樹木の伐採や、藪の刈払いな

どを行い、緩衝帯を設けることで集落と野生獣の生息

エリアの境界を形成し、獣害を防止する。

11 9 15 17
緩衝帯整備を行

う地区数
480 林業の振興 ★ 森林整備の推進 森林対策課 森林環境整備保全事業

B
森林所有者の境界明確化への意識が高まってお

り、今後の事業拡大が見込むことができる。

6市1町にまたがる約8,000haの農地を潤す貴重な

施設であり、改修整備を行うことにより、長期間

機能を発揮することができる。

12 16
施設整備に向け

た国要望
― 実施 実施

農業インフラの機能向上により、農業生産性が向

上し、安定した農業経営が確立する。

479 農業の振興
大日川ダムの改修

促進
農業振興課 国営土地改良事業

農業の生産性の向上、農業構造の改善等に資すること

を目的とし、農業生産の基礎となる頭首工等の農業用

用排水路施設の整備に対し支援する

11 9

98 4 3 4 3 B9 12 17 整備延長478 農業の振興
手取川七ヶ用水の

改修工事の促進
農業振興課

3 4 4 32 8 12 17
主要野菜の作付

面積
ha477 農業の振興 ★

地場農産物販売施

設（道の駅）の整

備・充実

農業振興課 道の駅管理運営事業

農業者の所得増大、農業生産の拡大、地域の活性化を

図るため、新たに農産物直売所を核とする道の駅「め

ぐみ白山」を整備した

生産の安定化や高付加価値化等を図るための高度な土

づくりに対し支援する
2 9 15 17

持続的な農産物の生産

及び気象災害に強い安

定生産を目的に土壌改

良資材を施用する面積

476 農業の振興 良質米生産の推進 農業振興課 土づくり推進事業

県営土地改良事業

農業の生産性の向上、農業構造の改善等に資すること

を目的とし、農業生産の基礎となる基幹用排水路等の

農業用用排水路施設の整備に対し支援する

11

55 47

4 B

家畜排泄物と水稲生産の副産物を利活用した堆肥

の生産・施用を行っており、持続的な農業生産が

期待できる。

ｋｍ 121

B
令和４年産に関しては、昨年産と比較して作付面

積が減少した。

4 3 4 4 A

ha 150 189 3 3 3
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鳥獣被害対策の推進

社 経 環 ガ 有 効 公 将

492 鳥獣被害対策
被害防止に向けた

体制強化
森林対策課 有害鳥獣捕獲事業

イノシシ・サル等の有害鳥獣による被害を防止するた

め、石川県猟友会白山支部と連携し捕獲を行う。
2 8 15 17 4 4 4 4 A

鳥獣害防止対策における「生息環境管理」「防

護」「捕獲」の三本柱の内、捕獲の向上に期待で

きる。

サル捕獲数 頭/年 158 157

イノシシ檻設置

数
基/年 96 88

4 4 4 A 鳥獣害防止対策への知識向上に期待できる。
まちかど市民講

座開催数
件/年 2 0

市民向けの研修

会開催数
件/年 2 1

491 鳥獣被害対策
被害防止に向けた

体制強化
森林対策課 鳥獣動向調査事業

サルの動向調査で得られた情報を、猟友会等に提供す

ることで捕獲や追払いを行い、農作物の被害軽減を図

る。

2 8 15 17 4 3 1 3 B ニホンザルによる被害対策の軽減に期待できる。

農作物被害額(サ

ル)
千円/年 2,500 1,851

目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

490 鳥獣被害対策 ★
被害対策の普及啓

発や情報の発信
森林対策課

広報はくさん

まちかど市民講座

「広報はくさん」を活用した被害対策及び補助事業の

周知。

「地域で取り組む鳥獣害防止対策」を市民の皆さんに

お伝えするまちかど市民講座の開催。

2 8 15 17 3

頭/年 2

15 17

伐採 本/年 50 39

サルを追払うことには有効であるが、訓練・飼育

等に費用がかかる。
1 3 1 1 2 C8 15 17

モンキードック

数

8 15 17 4 3 3 4 B

鳥獣害防止対策における「生息環境管理」「防

護」「捕獲」の三本柱の内、生息環境管理の向上

に期待できる。
果実の採取 本/年

3 2

494 鳥獣被害対策
被害防止に向けた

体制強化
森林対策課 モンキードッグ事業

町内会等が農作物等の被害を防止するため、訓練を受

けた犬によるサルの追払いを行うための犬の購入費及

び訓練費に対し支援する。

2

6,101 6,388農作物被害額 千円

495 鳥獣被害対策
被害防止に向けた

体制強化
森林対策課

鳥獣害支障樹木伐採等

事業

クマ等の野生動物を集落内に誘引する原因となり得る

カキ・クリ等の樹木の伐採等に要する経費の補助
2

50 3

493 鳥獣被害対策
被害防止に向けた

体制強化
森林対策課

鳥獣被害防止総合対策

事業

広域的な体制整備を構築するため、野々市市や関係機

関とで組織している「白山野々市鳥獣害防止対策協議

会」において、イノシシ・サル等の有害鳥獣による被

害防止に向けた対策を行う。

8

稚魚放流自然観

察事業実施個所

数

箇所/年

5-1-2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位

頭/年 308 115イノシシ捕獲数

ニホンザル捕獲

数
頭/年 158 157

6
広報はくさん掲

載数
件/年 6

C

児童の自然観察体験学習事業として、特に学習面

において更なる内容の充実を図るとともに、参加

児童の対象を白山市内全域に広げるなど事業拡大

が見込める。

10 8 2 3489 水産業の振興 稚魚の放流 水産振興課 稚魚等放流事業

漁協が実施するアユ、イワナ、ゴリ、ヒラメの稚魚等

を放流する費用を支援する。

白山手取川漁協、白峰漁協及び県漁協美川支所及び同

松任出張所が、学童の自然観察体験学習事業として行

う稚魚等の放流に対し支援する。

・学童鮎放流自然観察体験学習事業

　（河内小・鳥越小・白嶺小：白山手取川漁協）

　（鶴来地域小･能美市小･川北町小:白山手取川漁協）

　（美川地域小：白山手取川漁協）

・イワナ学童放流事業

　（白嶺小：白山手取川漁協）

　（白峰小：白峰漁協）

・ゴリ学童放流事業（鳥越小：北陸電力）

・ヒラメ放流事業（北星中：県漁協松任出張所）

2 8 12 17

A
協議会で有害鳥獣対策設備の拡充すれば、市事業

費を抑えることができる。
4 4 4 42
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地産地消の推進とブランドの育成

社 経 環 ガ 有 効 公 将

4 4 A

鳥獣害防止対策における「生息環境管理」「防

護」「捕獲」の三本柱の内、防護（守る対策）の

向上に期待できる。補助金申請件数

（団体）
件/年 10 14

件/年 25 10
補助金申請件数

（個人）

事業内容
SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

5-1-3

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名

3 B

今後、協力店舗が増えるよう推奨店に働きかけた

り、スタンプラリーの実施期間や賞品の内容など

について考えたい。

通/年 2,500 1,448 2 4 3
地産地消の更なる周知と地元産品を積極的に取り扱う

地産地消推奨店への集客と消費拡大を目指す。
2 8 12 17 応募数500 地産地消や食育の推進 ★

地元産品の消費拡

大の推進
地産地消課

地産地消推奨店スタン

プラリー事業

3 3 3 B
地産地消の情報を発信するためガイドの作成を継

続していく。
12 17

「地産地消ガイ

ド」作成部数
部/年 3,000

1 D
６次産品のブランド認定について、取り組むべき

方向を慎重に見極めたい。
品目 1 0 1 1 1

市農林水産物を用いた6次産業化による商品の中か

ら、オリジナリティーのあるものを認定し、消費拡

大・地域の活性化に資する。

2 8 12 17 認定数512
6次産業化の推進、新た

な特産品づくり
★

6次産品のブラン

ド認証の推進
地産地消課

6次産品ブランド認定事

業（農林水産物ブラン

ド認証事業に含まれ

る）

3 3 3 3 B
開発品を商品化して製造、販売する事業者を見つ

けることが難しい。
12 17 開発商品数 品目/年 2 2

市内産農林水産物を活用した白山市らしい商品の

開発等につながっている。

511
6次産業化の推進、新た

な特産品づくり

地元農林水産物を

活用した商品開発

の支援

地産地消課
翠星高校との地産地消

連携事業

市内の翠星高校と連携し、本市の農林水産物ブランド

品などを使用した新商品の開発に取り組む。
2 8

1 3 3 3 3 B8 12 17 開発商品数 品目/年 2

B
抽選倍率が高かった体験事業は参加枠を工夫した

い。

510
6次産業化の推進、新た

な特産品づくり

地元農林水産物を

活用した商品開発

の支援

地産地消課
6次産業化チャレンジ支

援事業

6次産業化による白山市ならではの新商品の開発に対

し支援する。

（補助率：1/2以内、補助上限：25万円）

2

19 19 3 3 3 32 8 12 17 体験事業数 件/年

3 B
県の補助事業を活用することで活動内容が充実

し、地域農産物や環境について理解が深まった。

509 地産地消や食育の推進 食育活動の推進 地産地消課 白山めぐみ博
市内全体を博覧会場に見立て、市民が様々な体験を通

じて白山市の魅力を再発見する。

校/年 4 5 3 4 3

地域農産物の栽培体験活動を通じ、農業・食・環境に

対する理解を深める。

(県)田んぼの学校推進プロジェクト事業の委託

2 8 12 17 実施校508 地産地消や食育の推進 食育活動の推進 地産地消課
子どもたちの農業・農

村体験学習推進事業

1 1 1 1 D

サポートスタッフの活動はキッズ☆キッチンが中

心であることから、キッズ☆キッチンの中止によ

り育成事業を実施しなかった。

12 17
キッズ☆キッチンス

タッフ登録数
名/累計 42 32

子どもが包丁や熱源を扱い自分の力で料理するこ

とを目的とし、研修を受けたスタッフによる料理

指導や介添え、見守りが必須の事業であることか

ら、新型コロナ対策によるオンラインや密を避け

た実習は現実的ではないと判断して中止した。

507 地産地消や食育の推進 食育活動の推進 地産地消課 食育人材育成事業
「キッズ☆キッチン」などのサポートスタッフを育成

し、食育・食農の取り組みを効果的に進める。
2 8

0 1 1 1 1 D8 12 17 参加人数 名/年 166

B
「早寝早起き朝ごはん」は生活習慣の基本である

ため、啓発活動を継続していく。

506 地産地消や食育の推進 食育活動の推進 地産地消課 キッズ☆キッチン事業
食を営む力の基礎を培うことを目的に、子どもだけで

調理を行う料理教室を開催する。
2

1 1 3 3 3 32 8 12 17 実施回数 回/年

3 B

農産物の生育や収穫量は天候等に左右されること

があり、給食で使用するタイミングの調整が難し

い。

505 地産地消や食育の推進 食育活動の推進 地産地消課
「早寝早起き朝ごは

ん」運動事業

子どもたちの正しい生活リズムを地域全体で育む社会

づくりを目的とする。

回/年 3 5 4 3 4
市内全域の小中学校給食で旬の白山市産品を使用する

ために、食材の配送を行う。
2 9 12 17 実施回数504 地産地消や食育の推進

学校給食への地元

産食材の使用促進
地産地消課

地元食材学校給食配送

事業

3 3 3 3 B

産地見学や生産者との交流を通じて学校と生産者

をつなげたいが、学校給食の食材の納入条件を満

たす生産者の発掘が難しい。

12 17 交流生産者数 箇所/年 2 2

学校給食で地元産食材を積極的に使用してもらい

たいが、学校給食食材の納入条件を満たす生産者

の発掘が難しい。

503 地産地消や食育の推進
学校給食への地元

産食材の使用促進
地産地消課

産地見学と生産者交流

会事業

学校給食関係者等が生産者を訪ねて、市内で生産され

る農林水産物の理解を広める。
2 8

22 3 2 3 3 B8 12 10
白山市産食材料

使用率（主要14
％/年 25

B

市内では多様な産品が生産されているが、いずれ

も生産規模が小さかったり、産地として認知され

ているものが少ないことからブランド認証につな

がらない。

502 地産地消や食育の推進
学校給食への地元

産食材の使用促進
地産地消課

地元食材学校給食導入

促進事業

地元生産者の協力による学校給食への地元産食材等の

導入拡大を図る。
2

15 10 2 3 3 32 8 12 17
ブランド認証品

目数
品目/累計501 地産地消や食育の推進

農林水産物ブラン

ド認証の推進
地産地消課

農林水産物ブランド認

証事業

市内の良質な農林水産物等を「白山市農林水産物ブラ

ンド」として認定し、消費拡大・地域の活性化に資す

る。

3,000

今年度は新型コロナの感染防止のため物販のみと

したが、今後は状況を確認ながら屋台形式の飲食

物の販売を再開していきたい。

499 地産地消や食育の推進
地元産食材の周知

活動の推進
地産地消課

「地産地消ガイド」作

成事業

市民の地産地消や市内農林水産物に対する意識の向上

を目的とする。
4 9

1 4 3 3 3 B9 12 17 開催数 回/年 2498 地産地消や食育の推進
地元産食材の周知

活動の推進
地産地消課

マルシェ　ドゥ　ハク

サン開催事業

市内で生産される農林水産物や地元産品を直接販売す

る「マルシェ」を開催し、地元農産物の認知度を高め

消費拡大を促す。

2

90 89 3 3 3 32 8 15 17 捕獲隊員数 人497 鳥獣被害対策
猟友会と連携した

適切な捕獲
森林対策課 有害鳥獣捕獲支援事業

銃猟の新規取得及びわな猟の新規取得・継続登録に係

る費用を支援する。

防護柵の設置 森林対策課 鳥獣害被害対策事業
鳥獣から農作物を守るために設置する電気柵等の設置

に対し支援する。
2 8 15 17 4 3

B

イノシシ等を捕獲する隊員は、鳥獣被害対策の要

であり、若干の減少はあるが今後の増加に期待で

きる。

496 鳥獣被害対策

3
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立地の良さなどの特長を活かした工業の振興

社 経 環 ガ 有 効 公 将

企業への支援による活力の創出

社 経 環 ガ 有 効 公 将

0

515 企業誘致の促進
立地企業の規模拡

大支援
企業立地室

工場等誘致対策助成事

業

土地、工場の新増設及び設備に要した経費の一部を予

算の範囲内で助成する。
11 8 15 17 4 3 4 4 A

短期的な支出はあるものの、雇用の創出、税収の

確保など、長期的にはメリットが認められる。本社機能移転実

績
件(累計) 1

5-2-2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

516 企業誘致の促進
各種助成・融資制

度の充実
企業立地室

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

工場等誘致対策助成事

業

工場助成実績 件(累計) 4 0

1

4 A

現時点で近隣自治体と比べて、著しく見劣りする

わけでも、手厚すぎるわけでもないことから、必

要に応じて見直す。

企業立地フェア

等への参加
回/年 1

A 順調に事業を進捗させているところです。19 18 4 4 4 411 8 15 17
新たな工業団地

の設置数
件(累計)

SDGｓ

513 企業誘致の促進 ★ 工業団地の整備 企業立地室 新規工業団地造成 工業団地整備にかかる土地区画整理事業を推進する。

KPI 評価

5-2-1

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

本市への引き合いが多くある状況であるが、今後

とも優良な企業誘致に努める。
A44341715811

市の工業団地及び民間開発の工業用地への進出を図る

ため、企業訪問や企業立地フェア等に出展を行い、白

山市の特性や魅力を発信し、企業誘致を進める。

工場等誘致対策事業企業立地室企業誘致の促進★企業誘致の促進514

実施・未実施 実施 未実施 4 3 4各種助成・融資制度を適時見直し、充実を図る。 11 8 15 17 見直しの実施

4 2 3 4 B

円安である今、輸出する企業を後押しする本制度

を活用し、市内企業の受注や収益増に繋がるよ

う、さらに制度周知を徹底していきたいと考えて

おります。

15 17
国際見本市出展事業

奨励金の交付件数
件/年 2 4

異業種間交流のニーズは少なく、都度対応である

ものに目標を設定することには違和感を感じる

524
経営革新・販路開拓等

への支援

国際見本市の開催

支援
商工課

国際見本市への出展支

援事業

国内主要都市及び海外で開催される、国際見本市へ出

展を行う企業に対して、費用の一部を助成する。
4 9

1 2 1 3 2 C8 15 17
異業種間交流事

例
回/年 1

A 今後とも産学金官連携に努める

523
産学官金連携・異業種

間交流の促進

異業種間交流の促

進
企業立地室 異業種間交流事業

企業等の問合せやニーズによる、異業種の交流を進め

る。
4

1 1 4 4 3 44 8 15 17
産学金官連携イ

ベントへの参加
回/年

3 B

これまでより県と連携し、先進的な事業への設備

投資の計画には、税制面での優遇等をしており、

引き続き支援に努める。

522
産学官金連携・異業種

間交流の促進
★ 産学官金の連携 企業立地室 産学官連携推進事業

マッチングハブ金沢などイベントに参加し、産学金か

ら情報収集するとともに新たな企業の誘致に繋げる。

市内及び近郊にある大学と連携をとり、市内企業との

マッチングを図る。

有無 有 無 3 3 3
石川県、石川県産業創出機構と情報を共有し、市内企

業の次世代産業の創出を図る。
4 9 15 17 次世代産業創出521

先端産業・次世代産業

の創出支援
次世代産業の創出 企業立地室

次世代産業創出支援事

業（石川県産業創出機

構）

520
先端産業・次世代産業

の創出支援
先端産業の創出 企業立地室

新技術新製品研究開発

支援事業（石川県産業

創出機構）

石川県、石川県産業創出機構と情報を共有し、市内企

業の先端産業の創出を図る。
4 9

無
企業の要求の有

無
519 工業用水の確保 ★ 工業用水の活用 水道課

工業用水道施設

整備事業

【松任給水区】

【鶴来給水区】

令和2年度までに耐震化事業はほぼ終了し、当年度は

維持管理を主に行った。また、松任工水周辺の井戸よ

り地下水位の状況調査を継続し行いHPに掲載した。

11 9 6 17

3 3 3 3 B

これまでより県と連携し、先進的な事業への設備

投資の計画には、税制面での優遇等をしており、

引き続き支援に努める。

15 17 先端産業創出 有無 有 無

3 3 B

地下水位状況調査を行い、公表することで企業、

市民の地下水に対する意識が醸成される。引き続

き施設の監視、運営を行い安定した水の供給に努

める。
企業の要求に対

する対応
― 実施 ―

― 実施

B

3年ぶりに見本市を開催でき、市内企業が持つ高

度な製品開発力や加工技術をＰＲでき、今後の受

注や収益増に繋がると考えております。

随時 11 3 3 3 34 9 15 17
市内企業の参加

者数
社/年

3 3

518
ベンチャー企業への支

援

ビジネス創造フェ

アの開催
商工課

ビジネス創造フェア開

催事業

IＳＩＣＯが主催する、ビジネス創造フェアいしかわ開

催への助成を行い、市内企業の商品・技術の発信を支

援する。

4 B

現在は白山ろくでの起業が有利な制度となってい

ますが、令和5年度からは平野部でも起業しやす

いよう制度改正を行います。

件/年 2 2 3 2 2

新たに事務所等を建築、又は貸事務所等を活用し事業

を開始する起業家に対して、事業に係る建築費、改装

費、家賃の一部を助成する。

4 9 15 17
起業家支援補助

金の交付件数
517

ベンチャー企業への支

援
★ 創業への支援 商工課 起業家支援事業
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商業の振興によるまちの賑わいの創出

社 経 環 ガ 有 効 公 将

若者の地元就職の促進と安定した雇用の確保

社 経 環 ガ 有 効 公 将

5-2-3

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

5-3-1

件/年 随時531 地域内経済循環の確立
賑わい創出のため

のイベント開催
商工課

商店街賑わい創出事業

（イメージアップ事

業）

商店街が実施する賑わい創出イベントへの助成補助や

広報などの支援を実施する。
4

24 8 15 17

企業誘致の推進と既存

企業への支援

融資制度・利子補

給制度の充実
商工課 制度融資利子補給事業

市が行う制度融資等の利子補給を行うことで市内企業

の経営の安定を図る。
4

12 17 表彰社数 社/年537
企業誘致の推進と既存

企業への支援

中小企業優秀製品

の開発支援
商工課

中小企業優秀製品開発

者表彰事業

中小企業優秀製品開発者表彰を行うことにより、市内

企業の生産技術や製品の品質向上を図る。

この制度を実施することで、金融機関は低利で企

業に融資しており、継続することが企業の経営安

定につながると考えております。

11 3 2 3 3 B8 12 17
制度融資の新規

件数
538

移住支援金交付

件数
件/年 実数 3

件/年 実数

B

Ｒ４は目標値を達成し、今回は偶然にも県外へも

製品のＰＲができたが、今後、優秀製品の周知が

課題だと考えております。

535 ＵＩＪターンの促進 ★
労働環境向上への

支援
商工課

仕事と生活が調和する

優良事業所表彰事業

ワークライフバランスに積極的に取り組む企業を表彰

し、労働環境向上への取り組みを支援する。
4

3 3 3 3 B

Ｒ４も合同就職説明会や移住支援事業等を行い、

どちらも実績がＲ３より増加しており、今後も引

き続き支援していきたいと考えております。

12 17

1 1 3 2 3 34 8

17 参加学生数533

企業と大学の交流促

進、インターンシップ

の実施

大学等との連携強

化
商工課

学生と企業とのマッチ

ング機会の提供

4 8

Ｒ４年度は目標値を達成できず、応募企業が少な

い状態が続いていますが、今後は制度の周知方法

などを改善していきたいと考えております。

536 ＵＩＪターンの促進
ＵＩＪターン・定

住・就職支援
商工課

ＵＩＪターンや移住者

への就職支援

移住支援事業等により、ＵＩＪターンの促進や、移住

者への就職支援を、県や労働関係機関等と連携して実

施する。

4 8

1 2 2 3 3 C8 12 17 優良事業所数 件/年 2

30 33 4 3 3 3参加企業数 社/年

3 B

Ｒ４はＲ３より企業数も参加者数も増えており、

また大学等のご意見から今後の改善点が明らかに

なり、改善が可能と考えています。※事業番号

592と同一事業

B

Ｒ４はＲ３より企業数も参加者数も増えており、

また大学等のご意見から今後の改善点が明らかに

なり、改善が可能と考えています。※事業番号

591と同一事業

12 17534 ＵＩＪターンの促進
合同就職説明会の

開催
商工課

合同就職説明会開催事

業

新規採用を必要とする市内企業を集め、合同就職説明

会を開催し、市内企業への雇用の確保を推進する。

人/年 50 52 4 3 3
合同就職説明会を通して、学生と企業とのマッチング

の場を提供し、地元定着を支援する。
4 8 12

3 3 B

今後も企業説明会開催時に、企業情報をとりまと

め、情報発信していきたいと考えております。

※事業番号591,592の費用の一部

12 17 情報発信 ― 実施 実施

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

3 B

今後も、商店主が新しい知恵を出しながら実施し

ていく事により、少しでお客様に足を運んでもら

えるように努力している。

D

先端大の「マッチングハブ」に参加した経験を生

かして、今後のイベント開催や支援の方法を検討

したいと考えております。

商店街の店舗情報やイベント情報の発信など商店

街結束力の強さが感じられた。

532

企業と大学の交流促

進、インターンシップ

の実施

インターンシップ

事業の推進
商工課 雇用確保支援事業

市内企業のインターンシップや求職情報を、大学等と

連携して就活生等に発信し、雇用の確保を図る。
4 8

1 3 3 3 3 B8 15 17 助成件数

530 地域内経済循環の確立
地域内異業種の交

流支援
商工課

3 3

異業種交流への支援
産学官連携のマッチングイベントへの参加・支援を行

う。

人/年 3 3 3
商店街のイベントや設備備品の購入等に係る経費の一

部を助成し、商店街の環境整備と賑わい創出を図る。
4 8 15 17

イベントの参加

者数
529 地域内経済循環の確立 商店街の環境整備 商工課

商店街賑わい創出事業

（イメージアップ事

業）

参加 未実施 1 1 1イベントの参加 ―

3 2 2 4 B

令和5年度からは平野部でも起業しやすいよう制

度改正を行いますが、白山ろくへの配慮も行う予

定です。

15 17
起業家支援補助

金の交付件数
件/年 2 5

Ｒ４は目標値を達成できず、制度の整理もできな

かったが、今後はエリアや補助対象経費について

整理していきたいと考えております。

528

空き家・空き店舗の活

用などの出店しやすい

環境づくり

★
白山ろく地域にお

ける空き家の活用
商工課 起業家支援事業

白山ろく地域で、新たに事務所等を建築、又は空き

家、貸事務所等を活用し事業を開始する起業家に対し

て、事業に係る建築費、改装費、家賃の一部を助成す

る。

4 8

0 1 2 2 2 C8 15 17
商店街賑わい創

出事業
件/年 1

B

女性の被表彰者はいないものの、目標値は上回っ

ており、今後は周知方法が課題だと考えておりま

す。

527

空き家・空き店舗の活

用などの出店しやすい

環境づくり

★

商店街における空

き店舗、空き家等

の活用

商工課
商店街賑わい創出事業

（新規出店事業）

商店街の空き店舗等を活用し、開業する方に対し、建

築改装費、家賃等の一部を助成する。
4

5 6 4 2 2 34 8 15 17 表彰者数 人/年

2 C

多くの事業者に事業承継について関心を持っても

らうため、周知方法が課題だと考えております。

※事業費47,950千円（経済団体への補助額）の一

部

526
後継者育成など事業承

継の支援

経営・技術伝承支

援
商工課 技能功労者表彰事業

市内企業の職業技術水準の向上と、伝統産業の振興発

展に期するため、優秀な技術を有する方を表彰し、技

術の伝承と後継者育成を図る。

件/年 随時 8 2 3 3
市内経済団体等が行う事業承継に関する相談会等の開

催を支援する。
4 8 15 17 相談件数525

後継者育成など事業承

継の支援

各種セミナーの開

催支援
商工課

事業承継相談会等開催

事業
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541 伝統産業等の継承
伝統工芸の技術の

継承・全国発信
商工課

伝統工芸品の全国発信

への支援

石川県伝統産業振興協議会と連携し、東京で行う石川

県伝統工芸展の開催を支援し、市内伝統工芸の発信を

実施する。

人/年 2 0 2 2 2県が実施する伝統工芸士認定制度取得の支援をする。 4 8 12 17 市の推薦者数

4 8

B
今後もジェトロへの支援を行い、市内企業の海外

進出を後押ししていきたいと考えております。
12 17

商談会の参加社

数
社/年 随時 224

1,500 1,274 3 2 3 3
イベントの来場

者数
人/年

2 C

県から照会があれば、市の伝統産業振興協会を通

じて産地に照会し、伝統工芸士の推薦を行ってい

きたいと考えております。

B

今後も東京で開催される石川県伝統工芸展に対し

補助することで、市内の伝統工芸の販路拡大が期

待できると考えております。

12 17

3 3 3 3

540 伝統産業等の継承
伝統工芸の技術の

継承・全国発信
商工課

伝統工芸の技術継承へ

の支援

539
企業誘致の推進と既存

企業への支援

国際化・ＩｏＴ化

への対応
商工課 国際化・IoT化への支援

国際化やＩｏＴ化図る中小企業等への支援を行うた

め、ジェトロ金沢の海外見本市商談会への出展を支援

する。

4 8
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事業評価

第６章　自然・歴史・文化と人が交わり元気に輝くまちづくり

観光客を呼び込むための環境の整備

社 経 環 ガ 有 効 公 将

2 3 4 B
ウィズコロナの中での地域の魅力発信により、次

年度以降は更なる交流人口の拡大が期待できる。

白山白川郷ホワイト

ロード利用者数
人/年 156,403 57,001

レンタサイクル

利用者数
台/年 2,887 2,520

宿泊客数

看板等の観光案内を機に、市観光連盟ホームペー

ジでのアクセス数が伸びている要因と考えられ

る。

417,553 3 3 4 4 B

２次交通対策の事業
はくさん定期観光バス利用促進事業

登山バス利用促進事業
11 8 12 17 1 3 3 4 B

幅広い周知により事業が浸透してきており、次年

度以降は更なる利用者の増加が期待できる。

白山登山者数

市観光連盟ＨＰ

アクセス数
件/年 104,891 417,553

6-1-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名

1,525
着地型旅行商品

の販売数
人/年 1,607

1,607

事業内容
SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

新たな観光ガイドの需要に備えて研修を行い、新

たな旅行商品の開発と販路拡大に期待できる。
B33人/年 1,607 1,525

着地型旅行商品

の販売数

126,327 2 3 3

白山温泉郷のＰＲ

地域賑わいづくり宿泊補助事業

受入環境整備補助

加賀の國温泉協議会負担金

宿泊応援事業

11 8 12 17

331712811
観光ガイドの受付・手配、着地型旅行商品の企画造成

及びボランティアガイド協会の育成に係る補助金交付

イベントの入込

客数
人/年 242,375 175,210

547 観光拠点の充実 ★ 地域の特性の活用 観光課
地域の特性を活かした

魅力アップ事業

各種イベント事業補助

観光連盟事業補助

白山白川郷ホワイトロードを活用した事業

地域活性化事業

11 8 12 17 3

★観光拠点の充実

着地型旅行商品

の販売数
人/年

観光連盟観光ガイド事

業補助
観光課観光ガイドの育成★人材育成と確保

滞在型施設の充実 観光課 宿泊施設利用促進事業

道の駅の利用と同時に観光情報の提供もでき、利

用者のサービスに繋がっていると考える。
B道の駅の活用

観光サインの計画

的設置
観光課 観光案内看板の設置 市への玄関口や各観光拠点に看板の設置及び修繕 11

3,369 1,692
観光情報セン

ターの利用者数
人/年 33321712811

道の駅（瀬女、一向一揆の里、しらやまさん、めぐみ

白山）

・観光案内業務

・特産品、観光名所等の情報発信

道の駅を活用した観光

情報発信
観光課

運営等で見直しを要するものがある一方で、概ね

健全に運営されており、一定の集客能力を発揮し

ている。

件/年 104,891

― 実施 実施 3 3 3

・施設の修繕・改修（又は新設）

・休止・廃止施設の取壊し

・休止施設の用地返還（又は取得）

・公衆トイレの整備（洋式化）

・白峰重要伝統的建造物群環境整備事業〔無電柱化工

事〕　　他

11 8 12 17

中期計画等管理

計画に基づく管

理

552 観光拠点の充実 観光施設の整備

550

551 観光拠点の充実
観光拠点への交通

の確保
観光課

施設管理課 観光施設管理 3 B

542

ウィズコロナの中、ＤＭＯとして更なる機能強化

や事業の拡充に取り組み、観光産業の振興が期待

できる。

543
プラットホーム機能の

充実

観光情報センター

の運営
観光課

観光情報センター業務

委託

観光案内業務等

・白峰特産品販売施設「菜さい」

・吉野工芸の里観光情報センター

・道の駅「しらやまさん」観光情報センター

11 8

417,553 4 3 3 B8 12 17
市観光連盟ＨＰ

アクセス数
件/年 104,891 3

プラットホーム機能の

充実
★

観光連盟の機能の

充実
観光課 観光連盟経常経費補助

人件費、ＨＰ保守、日本版ＤＭＯ各種調査費、観光パ

ンフレット作成、各観光協会補助、事務所経費等
11

2 3 3 3 B
ウィズコロナの中ではあるが、観光情報センター

の利用者の増加も期待できる。
12 17

観光情報セン

ターの利用者数
人/年 3,369 1,692

544

観光拠点の充実549

人/年 34,676 37,707

ウィズコロナの中ではあるが、産業観光等の受入

等の準備の進歩がみられ、今後、企業の受入整備

について計画的である。

B33321712811
産業観光に関する事業

３市１町広域観光に関する事業

白山総合車両所等を活

用した産業観光事業
観光課

3 B

広域での取り組みには改善が必要であるが、市の

事業は、周知の効果が期待でき、市外からの誘客

が見込まれる。

人/年 214,412

産業観光の拠点充

実

観光拠点の充実 8 12 17
市観光連盟ＨＰ

アクセス数

548 観光拠点の充実

546

受け地側の人材のスキルアップが図られれば、受

け入れ態勢が整い、今後の観光客の増加が期待で

きる。

B33331712811スキルアップのための実地研修に係る補助金交付
観光連盟観光事業を担

う人材育成補助
観光課

観光プロデュー

サーの育成
人材育成と確保545 1,525
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地域の魅力の発信

社 経 環 ガ 有 効 公 将

評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

白山の魅力発信事業

白山に関する事業の実施

白山登山バスの周知と利用促進

白山検定の実施

白山交通対策協議会関連事業

11 8

鉄道のまちＰＲ事業

観光連盟広域観光ツアーの実施

白山検定の実施

11 8 12 17観光課
白山総合車両所等の活

用事業

着地型旅行商品の

開発
観光課

観光連盟着地型旅行商

品開発事業の補助

着地型旅行商品のPR及び鶴来街なか観光事業に係る補

助金交付
11 8

市観光連盟ＨＰ

アクセス数
件/年 104,891 417,553

556
白山・鉄道などの魅力

の発信
★ 鉄道のまちの発信

555
白山・鉄道などの魅力

の発信
★ 白山の魅力の発信 観光課

553 観光拠点の充実 ★
スキー場施設の整

備
施設管理課 スキー場費

白山千丈温泉セイモアスキー場整備、白山一里野温泉

スキー場整備

実施8 12 17
温泉法等に基づ

く管理
― 実施

B

今後も投資的な経費が見込まれる一方で、冬に一

定の集客力を期待できる施設という面で、燦然た

る地位を築いている。

554 観光拠点の充実 温泉施設の整備 施設管理課 温泉維持管理 源泉管理及び整備 11

155,000 124,740 4 3 3 311 8 12 17

3

3 3 4 4 B

ウィズコロナの中で各事業者の白山の魅力発信に

より、次年度以降はもっと交流人口の拡大が期待

できる。

4 B

ウィズコロナの中で各事業者の鉄道のまちの魅力

発信により、次年度以降は更なる交流人口の拡大

が期待できる。

人/年 1,607 1,525 3 3 4
着地型旅行商品

の販売数

2 B

現状で収支バランス、管理方法等に困難を伴って

いるが、市の観光資源として欠かせないものであ

り、一般会計化を含め継続に向けた研究が必要で

ある。

KPI

白山登山者数 人/年 34,676 37,707

558 観光商品の開発と発信

近隣自治体と連携

した観光商品の開

発

観光課

観光連盟金沢市連携観

光商品プロモーション

事業の補助

金沢市との観光連携協定に基づく商品開発に係る補助

金交付
11

1,607 1,525
着地型旅行商品

の販売数
人/年

31,525 3

スキー場利用者

数
人/年

4 2

6-1-2

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ

12 17

557 観光商品の開発と発信 ★

B

ウィズコロナの中だが、次年度以降は更なる交流

人口の拡大が期待できる。
レンタサイクル

利用者数
人/年 2,887 2,520

4 3 3 3 B
ウィズコロナの中だが、次年度以降は更なる交流

人口の拡大が期待できる。
12 17

市観光連盟ＨＰ

アクセス数
件/年 104,891 417,553

ウィズコロナの中だが、次年度以降は更なる交流

人口の拡大が期待できる。

12 17 3 3

人/年 1,607

件/年

3

多様なツアーメ

ニューの提案
観光課

観光プロモーション事

業

観光連盟マスコミキャラバン、教育旅行商談会、エー

ジェント商談会に係る補助金交付

着地型旅行商品の提案と実施

11 8 12 17 4 3 3
着地型旅行商品

の販売数
人/年 1,607

417,553
市観光連盟ＨＰ

アクセス数

559 観光商品の開発と発信 ★
広域圏での観光商

品の開発
観光課

広域の観光推進協議会

を活用した誘客事業

広域の各協議会による観光資源のPR及び誘客事業

・環白山広域観光推進協議会

・越前加賀広域観光推進協議会

・加賀地域連携推進会議

11 8

3 B

1,525

ウィズコロナの中だが、次年度以降は更なる交流

人口の拡大が期待できる。

560 観光商品の開発と発信

561 観光商品の開発と発信

ウィズコロナの中だが、次年度以降は更なる交流

人口の拡大が期待できる。

2 3 B8 12 17
着地型旅行商品

の販売数

3 3 B

17
市観光連盟ＨＰ

アクセス数
562 観光商品の開発と発信

発酵食品等食の魅

力の市内外への情

報発信

観光課
観光連盟滞在コンテン

ツ開発事業の補助

B
ウィズコロナの中だが、次年度以降は更なる交流

人口の拡大が期待できる。
242,375 175,210 2

特産品の市内外へ

の情報発信
観光課

各種団体を活用した情

報発信

日本観光振興協会、日本温泉協会、日本の森・滝・渚

全国協議会、国民保養温泉地協議会、石川県観光連

盟、石川県観光連盟キャンペーン事業、石川県観光物

産協会、首都圏アンテナショップ運営事業、いしかわ

の観光制作事業　を活用した観光ＰＲ

件/年 104,891

3

B

104,891 417,553 4 3 3 311 8 12 17
市観光連盟ＨＰ

アクセス数

新たな商品開発と市内外への情報発信により、今

後の販路拡大が期待できる。

563
地域の祭り・イベント

の支援

観光誘客性の高い

祭りへの支援
観光課

各地区の祭り（イベン

ト）運営の補助

各地区でのイベントの運営に係る事業費補助

サマーフェスティバル白山、美川里海きときと祭、郷

土芸能振興事業、ラジオまつり＆一六大市、スカイ

フェスタ、獅子吼高原森のふれあい音楽会、河内ふじ

祭り、白山まつり、鳥越一向一揆まつり、雪だるまま

つり、白山スノーフェスティバル

件/年 104,891 417,553 4 3 3物産開発・販路拡大事業に係る補助金交付 11 8 12

2 411 8 12 17
イベントの入込

客数
人/年
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広域的な観光の推進

社 経 環 ガ 有 効 公 将

126,327

104,891 417,553
市観光連盟ＨＰ

アクセス数
件/年

白山白川郷100kmウ

ルトラマラソン参加

者数

人/年 1,220 0

2 3 3 3 B

ウィズコロナの中だが、広域での魅力発信により

次年度以降はもっと交流人口の拡大が期待でき

る。

白山白川郷ホワイト

ロード利用者数
人/年 156,403 57,001

宿泊客数 人/年 214,412 126,327

3 3
市観光連盟ＨＰ

アクセス数
件/年 104,891 417,553

★
関西圏・中部圏か

らの誘客の強化
観光課

観光プロモーション事

業

観光連盟のマスコミキャラバン、教育旅行商談会、

エージェント商談会、特産品の販売、観光ＰＲに係る

補助金交付

関西圏・中部圏での観光ＰＲ事業の実施

11 8 12 17

568
北陸新幹線延伸に向け

た広域的な誘客の促進

関東圏からの誘客

の促進
観光課 

白山市観光プロモー

ション事業

観光連盟のマスコミキャラバン、教育旅行商談会、

エージェント商談会、特産品の販売、観光ＰＲに係る

補助金交付

関東圏での観光ＰＲ事業の実施

11 8 12 17

567
環白山・加賀地域など

広域観光の推進
★

近隣自治体との連

携した事業の実施
観光課

近隣自治体との連携事

業

・白山白川郷ウルトラマラソンの実施

・小松空港を利用した観光促進

・石川県コンベンション誘致促進

・白山白川郷ホワイトロード利用助成

11 8 12 17

569
北陸新幹線延伸に向け

た広域的な誘客の促進

6-1-3

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4)

利用状況から実施に至っていない。しかし、外国

人就労者向けに乗り方講座を実施し、利用促進に

取り組むことができた。

C

人/年 214,412 126,327宿泊客数

2 2 2 C

利用状況から実施に至っていない。しかし、外国

人就労者向けに乗り方講座を実施し、利用促進に

取り組むことができた。

15 17
乗継時刻表等の

多言語化を検討
― 検討 なし

3 3 B

ウィズコロナの中だが、広域での魅力発信により

次年度以降は宿泊も含めた交流人口の拡大が期待

できる。

15 なし

3 3 3 3 B

ウィズコロナの中だが、広域での魅力発信により

次年度以降は宿泊も含めた交流人口の拡大が期待

できる。
宿泊客数 人/年 214,412

本市を海外へＰＲする媒体として、パンフレット

等の多言語化や動画を作成済であり、配布や配信

を行っている。

ＰＲ実施 ＰＲ実施 3 3 3 311 8 12 16
海外に向けたＰ

Ｒの実施
―

3 B
ウィズコロナの中だが、次年度以降は更なる交流

人口の拡大が期待できる。
件/年 104,891 417,553 3 3 311 8 12 17

市観光連盟ＨＰ

アクセス数

B

811

二次交通利用促進計画に基づき、コミュニティバスに

ついて、訪日外国人旅行者の受け入れ環境を整備す

る。

「めぐーる」インバウ

ンド環境整備事業
交通対策課

インバウンド事業

の推進
★海外誘客の促進570

571 海外誘客の促進 ★
インバウンド事業

の推進
交通対策課

二次交通インバウンド

環境整備促進事業

二次交通利用促進計画に基づき、鉄道駅からの二次交

通について、訪日外国人旅行者の受け入れ環境の整備

を促進する。

11 8

時刻表・車内アナウ

ンス等の多言語化を

検討

― 検討

573 海外誘客の促進 ★
インバウンド事業

の推進
国際交流室

多言語化パンフレット

等を用いたＰＲ

本市を多言語で紹介するパンフレットなどを用いて、

海外からの誘客促進を図る。

外国語ＨＰの管理及びPR572 海外誘客の促進 ★
インバウンド事業

の推進
観光課

外国人向けウエブサイ

ト管理事業

2

222217

B
ウィズコロナの中だが、次年度以降は更なる交流

人口の拡大が期待できる。
12 17

市観光連盟ＨＰ

アクセス数
件/年 104,891 417,553

ウィズコロナの中だが、次年度以降は更なる交流

人口の拡大が期待できる。
人/年 242,37511

566
環白山・加賀地域など

広域観光の推進

オール加賀会議と

連携した広域観光

事業の実施

観光課

加賀地域連携推進会議

等との連携による広域

観光事業

565
環白山・加賀地域など

広域観光の推進

環白山広域観光推

進協議会を活用し

た誘客活動の実施

観光課
広域の観光推進協議会

を活用した誘客事業

広域の各協議会によるパンフレット・ポスター作製配

布、観光宣伝の実施、イベントによる魅力の発信

　・環白山広域観光推進協議会

　・越前加賀広域観光推進協議会

　・北陸広域観光推進協議会

11 8

175,210 28 12 17
イベントの入込

客数
564

地域の祭り・イベント

の支援

観光誘客性の高い

イベントへの支援
観光課

各地区の祭り（イベン

ト）運営の補助

各地区でのイベントの運営に係る事業費補助

サマーフェスティバル白山、美川里海きときと祭、郷

土芸能振興事業、ラジオまつり＆一六大市、スカイ

フェスタ、獅子吼高原森のふれあい音楽会、河内ふじ

祭り、白山まつり、鳥越一向一揆まつり、雪だるまま

つり、白山スノーフェスティバル

4

評価

総合 評価理由

3 B

ウィズコロナの中だが、広域での魅力発信により

次年度以降はもっと交流人口の拡大が期待でき

る。

人/年 242,375 175,210 2 3 3

加賀地域連携推進会議及び加賀の國温泉協議会とのパ

ンフレット・ポスター作製配布、観光宣伝の実施、イ

ベントによる魅力の発信

11 8 12 17
イベントの入込

客数

2 3 4 B

3 3 3
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品格と文化が感じられるまちの形成

社 経 環 ガ 有 効 公 将

3

584 文化の創造と推進
文化施設の充実と

活性化
文化課 市民工房うるわし事業 自主事業の実施 4

3 3 34 8 12 17

B

開館１０0周年を迎えた年に国の登録有形文化財

に登録となり、入館者が増加し記念行事も無事に

実施することが出来た。

583 文化の創造と推進
文化施設の充実と

活性化
文化課

鳥越一向一揆歴史館事

業

一向一揆歴史館、農村文化伝承館及び歴史民俗資料館

の維持管理、企画展、セミナー、研修バス事業

人/年 4,000 2,051 3 3 3呉竹文庫の維持管理、企画展 4 8 12 17 入館者数582 文化の創造と推進
文化施設の充実と

活性化
文化課 呉竹文庫事業

B

一向一揆のテーマに絞った施設であり、一向一揆

の歴史を後世に伝えていくために企画展の充実に

つとめ、歴史文化の啓蒙を図る。

11,200 5,789 2人/年

コロナ禍による利用制限など、目標達成の障害と

なる要素が徐々に緩和されているので、次年度以

降好転を見込む

585 文化の創造と推進
文化施設の充実と

活性化
文化課 松任安楽庵事業 ふれあい茶会の実施 4 8

76,496 1 3 3 3 C8 12 17 入館者数 人/年 150,000

A
県内でも野外で能を上演する薪能の開催は珍し

く、今後も県内外から多くの来場が期待できる。

3 3 3 3 B

コロナ禍で、松任安楽庵でのお茶会開催を控える

傾向があったが、今後は積極的な利用が期待でき

る。

12 17 入館者数 人/年 900 43

4 4 412 17 来場者数 人/年

4 B

コロナ禍での文化活動自粛から徐々に立ち直りつ

つある過渡期であり、今後需要が増すものと思わ

れる。

587 文化の継承と発展
ふるさと文化の啓

蒙継承
文化課 白山薪能事業 夜、かがり火を焚いて行う、能・狂言の公演の開催

件/年 5 10 3 2 4

白山市文化振興条例の施行を機に、地域文化の振興、

活性化をはかるため、新たに文化振興事業を補助し、

活動を支援する。

4 8 12 17
文化振興補助金

の交付軒数
586 文化の継承と発展

ふるさと文化の啓

蒙継承
文化課 白山市文化振興事業

4 8

3 2 2 4 B8 12 17 応募件数 件/年 60588 文化の継承と発展
先達の顕彰事業の

推進
文化課 暁烏敏賞事業

暁烏敏の優れた功績を讃え、末永く顕彰するととも

に、21世紀を担う子どもの育成を図り、有為な人材の

輩出を願って「暁烏敏賞」を設け、国内外より懸賞論

文を募集。

4

3 3 3 4 B

コロナ禍で、来場者数の減少は見られるものの、

年々、コンサートなどに参加することへの抵抗は

なくなりつつあり、今後、来場者数の増加が期待

できる。

12 17 来場者数 人/年 6,000 1,9608

例年５０前後の応募数で安定しており、今後も市

民及び青少年の啓発に有為な論文の選定を見込め

るため。

400 300 4

3 B

旅行会社の観光パックの一つに盛り込むなど、今

後も市内外から観覧客が訪れる可能性をもってお

り、本市の文化芸術振興だけでなく観光需要にも

応えうる。

B

新型コロナウィルス感染防止予防対策や事業開催

等の情報をLINE等を積極的に活用することで、

広く発信したことが入館者増につながりました。

3 B

例年実施してきた事業が定着し、ふるさとの文化

に親しむ機会となっており、文化の継承が期待で

きる。

12 17

577 文化の創造と推進
文化施設の充実と

活性化
文化課 市立博物館事業

博物館の維持管理、企画展、講座事業、白山市在郷町

関連史料調査事業

人/年 1,900 1,725 4 2 3
石川県立美術館・金沢21世紀美術館で開催される本展

の巡回展
4 8 12 17 来場者数576 文化の創造と推進 ★ 文化活動の推進 文化課 現代美術展白山展事業

文化施設の充実と

活性化
文化課

松任中川一政記念美術

館事業

美術館の維持管理、展覧会、普及事業、花を描こう絵

画展
4

14,200 7,946 3 3 4 44 8 12 17 入館者数 人/年

3 3 3入館者数 人/年 24,200 15,756

入館者数は目標値を下回りましたが、10月以降

はコロナ禍前比+13％で、目標に向けた進捗が見

られます。

579 文化の創造と推進
文化施設の充実と

活性化
文化課 千代女の里俳句館事業

俳句館の維持管理、千代女を顕彰、俳句文化を普及振

興する企画展の開催、俳句ポスト事業。千代女少年少

女全国俳句大会開催事業、千代女全国俳句大会開催事

業

4 9

10,693 3 3 4 4 B8 12 17 入館者数 人/年 13,200578 文化の創造と推進

文化の創造と推進
文化施設の充実と

活性化
文化課 石川ルーツ交流館事業

ルーツ交流館の維持管理、企画展、コンサート、子供

自然教室、夏休み工作教室

人/年 3 3ふるさと館、庭園の維持管理、庭園ライトアップ事業 4 8 12 17 入館者数580 文化の創造と推進
文化施設の充実と

活性化
文化課 松任ふるさと館事業

B
　旅行会社に認知され、団体旅行の目的地に勧め

られるようになってきた。
13,100 9,485 3 3 3 34 8 12 17 入館者数 人/年

3 B

建物は国の登録有形文化財に指定されており、文

化･芸術を基調とした駅前緑地広場の中心施設と

して、今後、さらに文化観光施設として活用の促

進に期待できる。

6-2-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

417,553
市観光連盟ＨＰ

アクセス数

ウィズコロナの中だが、次年度以降は更なる交流

人口の拡大が期待できる。
B件/年 104,891 33341712811

小松空港を活用した地域交流促進事業

北陸国際観光テーマ地区推進協議会

小松空港・金沢港や北

陸新幹線を利用した海

外への情報発信・誘客

促進事業

観光課

小松空港・金沢港や

北陸新幹線を利用し

た誘客の促進

海外誘客の促進574

評価

総合 評価理由

3

SDGｓ KPI

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4)

10,200 7,553

49

入館者数

575 文化の創造と推進 ★ 文化活動の推進 文化課
いしかわ・白山 風と緑

の楽都音楽祭事業

質の高い音楽や古典芸能に触れる機会を市民に提供す

ることを通じて、音楽文化に対する意識の向上をはか

る。

4

581
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4 4 4 3 A

白峰重要伝統的建造物群保存地区は国選定文化財

でもあり、継続して保存継承、並びに活用を図っ

ている。
指定物件総数 件 83 83

596
歴史遺産や伝統文化の

保護・継承

文化財調査の推進

と調査体制の充実
文化課

文化財保護事業

埋蔵文化財保護事業

発掘調査受託事業

市内遺跡発掘調査事業

学術目的や緊急開発等の理由により、文化財及び埋蔵

文化財の調査を実施し、その内容や価値を明らかにし

て、指定や保存につなげていく。

4 8 15 17 3 3 3 3 B

開発による埋蔵文化財は、文化財保護法により義

務付けられており、今後も必要に応じて実施され

る。緊急発掘調査の

面積
㎡ 2,000 2,000

B

重要な資源にも関わらす、これまで人員や予算が

確保されていない。重点的に整備しなければなら

ない。

整備施行 箇所 2 0

入城者数 人 12,000 7,000

593
歴史遺産や伝統文化の

保護・継承
★ 史跡の整備と活用 文化課 横江荘遺跡保存事業

平成２８年度に新たに約5.4haが追加指定された横江

町の国史跡「東大寺領横江荘遺跡」について、史跡公

園として整備し、保存活用を図る。

4 8 15 17 3 3 3 3 B

0

3

整備へ向けての

発掘調査
㎡ 200

28

指定文化財の数

（市）
件 346 344

592
歴史遺産や伝統文化の

保護・継承

民俗文化財の保

存・継承
文化課 文化財保護事業

民俗文化財の所有者・保存団体が、その保存や継承の

ために実施する事業に対して、補助金を交付する。
4 8 15

3 3 4 3 B

歴史文化への啓発や観光資源の発信は、当市の中

では脆弱な分野で今後、体制の整備も含めて事業

を推進ｓなければならない。整備委員会の開

催数
回 2

590 文化の継承と発展
先達の顕彰事業の

推進
文化課 ライン賞事業

589 文化の継承と発展
先達の顕彰事業の

推進
文化課

白山市ジュニア文芸賞

事業

若い世代に文芸作品に対する創作意欲を持ってもら

い、文章を書くことを通して青少年の豊かな心を育む

ことを目的に実施する。

4 8

591
歴史遺産や伝統文化の

保護・継承

文化財所有者・保

存団体への支援
文化課 文化財保護事業

文化財の所有者・保存団体が、文化財の保全や修理の

ために実施する事業に対して、補助金を交付する。
4 8 15 17 3 3

4 B

令和４年度は日本ジオパーク全国大会が本市で開

催されたこともあり、ライン賞の分野への関心が

全市的に高まっていることから応募数の増加が期

待できる。

件/年 25 5 3 2 2

桑島化石壁を世界に知らしめたライン博士を顕彰する

ため、学習会を開催し、化石・地質・地理をテーマと

した研究をとおして、探究心溢れる児童生徒の育成を

目指す。

4 8 12 17 応募件数

件 2 2

3 3 B

白山手取川ジオパークの大半の資産は文化財であ

り、今後、価値が認められるものは指定化を進め

ていく。

指定文化財の数

（県）
件 30

10 8
補助事業実施件

数
件

595
歴史遺産や伝統文化の

保護・継承

伝統的建造物群保

存地区の整備と活

用

文化課
白峰伝統的建造物群保

存整備事業

国の重要伝統的建造物群保存地区に選定されている白

峰の歴史的風致を維持するために、修理修景事業を実

施する所有者に対して補助金を交付する。

11

2
緊急発掘調査の

数

594
歴史遺産や伝統文化の

保護・継承
★ 史跡の整備と活用 文化課

鳥越城跡附二曲城跡保

存修理事業

整備後２０年以上経過した鳥越城跡の再整備を目指

す。
4 8 15 17

回 2 1
整備委員会の開

催

8 15 10

夏休みの宿題として取り組む学校が多く、年に

よって応募数に大幅な変動はあるが、今後も一定

数以上の応募が期待できる。

12

件 1

30 28
指定文化財の数

（国）
件

17 4 3 3 2 B
文化は、視点を変えれば大きな観光資源であり、

発信・活用が必要。

県指定無形民俗

文化財の数

3 3 4

回(累計） 11

17 応募件数 件/年 2,500 1,016

0

1
国指定無形民俗

文化財の数

市指定無形民俗

文化財の数
件 30 29
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自然や歴史のブランド力の向上

社 経 環 ガ 有 効 公 将

国内・国際交流の推進と多文化共生の推進

社 経 環 ガ 有 効 公 将

ウィズコロナの中だが、広域での魅力発信により

次年度以降は宿泊も含めた交流人口の拡大が期待

できる。市観光連盟ＨＰ

アクセス数
件/年 104,891 417,553

0

602
観光資源のブランド力

の向上
★

観光拠点のブラン

ド力の向上
観光課

観光資源のブランド化

推進事業

観光地ブランド化推進事業による情報発信、ガイド養

成等事業

共通のテーマの観光資源を持った全国市町村との連携

事業

11 8 12 17 3 3 3 3 B

11

3 6

6-2-2

環白山地域をエリアとする白山ユネスコエコパー

クの普及活動をとおして、地域住民の自然環境や

生態系の保護・保全・活用についての意識の向上

が期待できる。

実施 4 3 3 3

B
日本の化石研究の発祥の地でもあり、今後も持続

的に事業を実施することで地域効果を創造する。

夏季化石調査 回 1 1

598
歴史遺産や伝統文化の

保護・継承

文化財愛護活動の

推進
文化課

文化財保護事業

埋蔵文化財保護事業

白峰伝統的建造物群保

存整備事業

講演会、見学会等を実施するほか、普及啓発資料を作

成して、市民の文化財の理解と愛護精神の醸成を図

る。

4 8 15 17 3 3 3 3 B 市の事業や政策を発信する上でも重要な事業。

テーマを持ったシン

ポジウムの開催
回 1

597
歴史遺産や伝統文化の

保護・継承

化石調査の推進と

調査体制の充実
文化課 白峰化石調査事業

国指定天然記念物の桑島化石壁を貫通するライントン

ネル掘削残土（岩石）を調査するとともに、山麓一帯

に広がる手取層群の化石調査も並行して実施する。

4 8 15 17 4 3 3 3

化石調査におけ

る発見
個 1 1

6-3-1

599
世界に向けた活動の推

進
★

白山手取川ジオ

パークの活動の推

進

ジオパーク・エ

コパーク推進課
ジオパーク推進事業 白山手取川ジオパークの活動推進

回 10 5
まちかど市民講

座

B8 15 17

白山ユネスコエコ

パークの継続的な普

及活動のため、環白

山地域とのさらなる

連携に努める。

― 実施

B

公認観光ガイドが着実に増えており、ユネスコ世

界ジオパーク認定に関する審査などの過程におい

ても活躍している。

600
世界に向けた活動の推

進
★

白山ユネスコエコ

パーク活動の推進

3 3 4 411 8 15 17
公認観光ガイド

新規登録人数
人/年

ジオパーク・エ

コパーク推進課

ユネスコエコパーク推

進事業
白山ユネスコエコパークの活動推進

B
コロナ禍等により派遣は延期となっているが、式

典開催時は祝辞を贈るなどの交流を続けている。
派遣 招聘無 3 3 3 311 8 12 16

招聘に応じた派

遣実施
―

実績(R4)

4 A
参加児童は親善友好都市交流を身近に体験するこ

とができ、費用対効果も高い。

606 友好交流の推進
親善友好都市との

友好推進
国際交流室

溧陽市お茶まつり友好

訪問団派遣事業

2年に1度の溧陽市の最大行事である「お茶まつり」

に、りつ陽市長からの招聘を受け、訪問団を派遣し、

友好を深める。

人 100 55 4 3 4

本市の海外の５都市の親善友好都市の小学生と本市の

小学生が手作りのグリーティングカードまたは動画を

作成・交換し、国際親善を深める。

11 8 12 16
事業に関わる児

童生徒数
605 友好交流の推進

親善友好都市との

友好推進
国際交流室

姉妹都市グリーティン

グカード交換事業

市観光連盟ＨＰ

アクセス数

604 友好交流の推進
親善友好都市との

友好推進
国際交流室

親善友好都市との訪問

団受入・派遣

（公式・市民）

親善友好都市との周年事業等における公式訪問団や市

民訪問団の派遣・受入
11 8

417,553 4 3 3 3 B8 12 17
市観光連盟ＨＰ

アクセス数

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8)

104,891

4 4 3 4 A

各親善友好都市とは長年に亘る相互交流等によっ

て、友好関係が構築されており、コロナ禍にも対

応しながら交流を続けている。

12 16
公式訪問団の派

遣・受入れ
― 実施 受入

新たな商品開発と市内外への情報発信により、今

後の販路拡大期待できる。

総合 評価理由

観光資源のブランド力

の向上

特産品のブランド

力の向上
観光課

観光連盟滞在コンテン

ツ開発事業の補助

件/年 104,891

417,553 4 3 3物産開発・販路拡大事業に係る補助金交付 11 8 12 17601

603
観光資源のブランド力

の向上

食文化のブランド

力の向上
観光課

観光連盟滞在コンテン

ツ開発事業の補助
物産開発・販路拡大事業に係る補助金交付 11

214,412 126,327宿泊客数 人/年

事業内容
SDGｓ KPI 評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由
連番 基本的方向

施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名

3 B
新たな商品開発と市内外への情報発信により、今

後の販路拡大期待できる。
件/年
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サポーターの活用が本市における地域国際化等の

推進に寄与している。
B33331612811

①ホームステイ②日本語指導③通訳翻訳④日本文化紹

介⑤外国文化紹介の5つの分野で市民から募集し、活

用を図るとともに人材のスキルアップを図る。【市国

際交流協会事業】

国際交流サポーター制

度の拡充
国際交流室

国際交流人材の活

用

グローバル化に対応す

る人材育成と活用
617 14

サポーターの派

遣件数
回 12

1598 12

国際交流室海外への情報発信★友好交流の推進610

A

本市における国際化や多文化共生の推進、インバ

ウンド事業等において欠かせない人材となってい

る。

35 30 4 4 3 411 8 12 16 ＣＩＲ派遣回数 回

4 B
各種交流会や国際理解講座、文化体験などの部会

事業を活発に行っている。

623
国際交流組織の機能充

実と連携強化
★

国際交流協会の体

制強化
国際交流室 国際交流員の配置

JETプログラムで招へいする国際交流員（CIR)を配置

し、通訳・翻訳、国際交流事業の企画、通訳ボラン

ティアへの指導・助言、外国人住民への相談等、あら

ゆる場面で活用し、協会の機能性を高める。

事業数 24 24 3 3 3
①日本語部会②共生交流部会③通訳翻訳部会④国際理

解部会⑤広報部会の拡充【市国際交流協会事業】
11 8 12 16

各部会による事

業実施
622

国際交流組織の機能充

実と連携強化
★

国際交流協会の体

制強化
国際交流室

国際交流協会部会事業

の充実

3 3 3 4 B

外国人住民が最も多い石川地区では公民館等との

連携が根付いており、今後、他の地域にも広げて

いく。

12 16
地域における交

流会等の開催数
回 2 8

令和４年度からは石川県国際交流協会とも連携

し、外国人コミュニティリーダーの育成にも取り

組んでいる。

621 多文化共生の推進
多文化共生への理

解促進
国際交流室

外国人住民と日本人住

民の相互理解促進

公民館や町内会等に働きかけ、多文化共生の意識を啓

蒙する。
11 8

8 3 3 3 3 B8 12 16

意見を募るワーク

ショップ等の参加者

数

人 10

A

本市における日本語学習支援は30年以上続いて

おり、地域に根差した外国人住民支援のひとつと

なっている。

620 多文化共生の推進 ★
外国人住民の地域

参画の推進
国際交流室 外国人住民の参画

図書館や公民館等での外国人の参画促進を図るととも

に、在住経験の長い外国人を様々な場面で活用する。
11

1,000 1,307 4 4 3 411 8 12 16
日本語教室の年

間延べ学習者数
人

4 B

外国人住民の交流拠点である国際交流サロンが生

活相談窓口としての機能も果たしており、相談件

数も増加傾向にある。

619 多文化共生の推進

外国人住民の相談・

コミュニケーション

支援

国際交流室
国際交流サロンにおけ

る日本語教室開催事業

外国人住民を対象とした日本語教室を引き続き継続す

る。【市国際交流協会事業】

件 60 190 3 3 3
外国人市民への情報提供の窓口である国際交流サロン

の生活相談体制を強化する。
11 8 12 16

国際交流サロン

相談件数
618 多文化共生の推進

外国人住民の相談・

コミュニケーション

支援

国際交流室
国際交流サロン相談業

務の充実

16
講座等の参加者

数
人 50

B
現在、白山市から派遣中の隊員はいないが、JICA

の派遣事業に協力している。

616
グローバル化に対応す

る人材育成と活用
★

市民のグローバル

化への対応
国際交流室

国際理解講座及び多文

化共生事業の開催

国際理解や多文化共生を推進するための多様な講座、

ワークショップ等を通して、市民のグローバル感覚を

醸成する。【国際交流協会事業】

11

支援実施 支援実施 3 3 3 311 8 12 16
青年海外協力隊

の支援
―

多彩な講師を招いて講演会等を実施してきてお

り、アンケート結果などからも啓発効果が高い。
4 4 4 4 A

3 B

市内民間友好団体等との連携により、市内在住の

若者がグローバル感覚等を養うことに寄与してい

る。

615
グローバル化に対応す

る人材育成と活用
国際協力の促進 国際交流室

青年海外協力隊派遣支

援事業

青年海外協力隊（JICA）が行う派遣事業をサポート

し、海外で活躍する人材の育成等に貢献する。

― 支援実施 支援実施 3 3 3

ロータリークラブ等民間友好団体等が行う留学生派

遣・受入事業をサポートし、海外で活躍する人材の育

成等を促進

11 8 12 16
民間友好団体等

の支援
614

グローバル化に対応す

る人材育成と活用

青少年の海外派遣

促進
国際交流室

留学生派遣・受入支援

事業

4 3 3 3 B

コロナ禍で令和2年から休止中である。具体的な

再開時期は未定だが、りつ陽市担当者とは連絡を

とりながら再開に向けた協議を行っている。

12 16
ホームステイ交

流の参加者数
人 10 休止

コロナ禍で令和2年から来市できずにいたボスト

ン町生徒を受け入れた。また、令和4年度からの

派遣再開に向けて、ボストン町側との協議が進ん

だ。

613
グローバル化に対応す

る人材育成と活用

親善友好都市との

青少年ホームステ

イ交流

国際交流室

りつ陽市中高生ホーム

ステイ交流受入・派遣

事業

中国・りつ陽市とのホームステイ相互交流を実施し、

親善友好と相互理解を深め、青少年の国際感覚育成等

に貢献する。

11 8

6 4 3 3 3 B8 12 16
ホームステイ交

流の参加者数
人 15612

グローバル化に対応す

る人材育成と活用

親善友好都市との

青少年ホームステ

イ交流

国際交流室

ボストン町中学生ホー

ムステイ交流受入・派

遣事業

イギリス・ボストン町とのホームステイ相互交流を実

施し、親善友好と相互理解を深め、青少年の国際感覚

育成等に貢献する。

11

20 33
市内ツアー等へ

の参加者
人

交通手段が限られる外国人住民も多く、モニター

ツアーの取り組みが本市を理解する一助となる。
B33331612811

外国人住民等を対象に、おかえりまつりや雪だるまま

つり等のモニターツアーやワークショップの開催を通

して、本市の知名度をあげる。【市国際交流協会事

業】

外国人モニターツ

アー・ワークショップ

の実施

3 B

観光パンフやマップ、海外からも参加を呼び掛け

るウルトラマラソンのチラシなど、既に多言語化

が進んでおり、今後も推進を図る。

― 多言語化推進 多言語化推進 3 3 3
市が提供する各種情報（観光・物産・文化等）を多言

語化し、市の魅力を海外に広く発信する。
11 8 12 16

市が提供する各

種情報の多言語

化

609 友好交流の推進 ★ 海外への情報発信 国際交流室
情報提供の多言語化事

業

3 3 3 3 B

ウスリースク市側の事情で訪問が為されていない

が、当市では予算措置などを行い、受入れ体制を

維持している。

12 16

公式訪問団の来

市要望に応じて

実施

― 受入実施 来市無

コロナ禍で交流が出来ず利用が途絶えていたが、

今年度から再開傾向にある。

608 友好交流の推進
友好交流地域との

交流促進
国際交流室 友好訪問団受入事業

海外からの公式訪問団の来市要望を受け、受け入れを

行う（例：市ロシア協会の露日協会ウスリースク支部

との民間交流）

11 8

87 3 3 3 3 B8 12 16
当事業を利用し

た交流者数
人 300607 友好交流の推進

親善友好都市との

友好推進
国際交流室 親善交流助成事業

国内友好都市との間でスポーツ・文化・教育等、幅広

い市民交流及び地域間交流を促進すべく、交流団体に

対し市国際交流協会より助成金を交付する。【市国際

交流協会事業】

11
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3 B
現在はコロナ禍で休止中にあるが、JAL財団から

の再開要望があれば応えることが可能である。
3 3 38 12 16

JAL財団からの受

入れ要請人数
626

国際交流組織の機能充

実と連携強化

現在はコロナ禍で休止中にあるが、開催事務局か

らの再開要望があれば応えることが可能である。
B33331612811

日本で学ぶ海外からの留学生・研修生が集うジャパン

テントが県内全域で開催され、本市においても独自の

プログラムで市民との交流を図る。

世界留学生交流・いし

かわジャパンテント受

入事業

国際交流室
多様な交流事業の

実施

国際交流組織の機能充

実と連携強化
627

感染対策に配慮しながら３年ぶりに第２回を開催

することができ、多種多様な方々の参加があっ

た。

100 40 4 3 4 411 8 12

3 B

過去には企業誘致等の貢献をいただいたこともあ

り、これまでのつながりを大切にしながら、活動

を支援している。

各団体では留学生の交換や交流会・展覧会等の実

施を行っており、本市との協力体制が築かれてい

る。

連携実施 3 3 3 3 B8 12 16
各団体との連携

実施
―

630
郷土会活動の支援や新

たな交流会の開催
★

新たな交流会の開

催
国際交流室 新たな交流会の開催

白山市につながりのある方々などによる新たな交流会

を首都圏で開催する。

― 支援実施 支援実施 3 3 3
本市の出身者等による関東圏や関西圏の各郷土会活動

を支援する。
11 8 12 16

55 休止中

開催事務局から

の受入れ要請人

数

人

人 25 休止中

公益財団法人JAL財団がアジア、オセアニアの大学生

を日本に招致し日本文化を体験してもらうプログラム

であり、来県の際に、２泊３日の白山市プログラムを

行う。【市国際交流協会事業】

11

811
協会部会員・国際交流サポーターの随時募集と活用PR

及び研修会の実施【市国際交流協会事業】

民間国際交流団体

との情報交換と連

携

国際交流室
民間国際交流団体との

連携

白山市国際交流協会が中心となり、白山市日中友好協

会、白山市ロシア協会、ロータリークラブ等、海外と

友好関係を持つ団体との情報交換及び連携を行う。

11

各郷土会の開催

支援
629

郷土会活動の支援や新

たな交流会の開催
郷土会活動の推進 国際交流室 各郷土会の活動支援

部会制及び国際交流サ

ポーター制度の拡充
国際交流室

協会ボランティア

の育成と拡大

国際交流組織の機能充

実と連携強化
624

A

多様な交流事業の

実施
国際交流室

JALスカラシッププログ

ラム受入事業

3 3 3 3 B
2005年から続く会報誌のほか、ホームページや

ＳＮＳ等を駆使しながら広報を行っている。
12 16

会報誌の定期発

刊
発刊数 2 2625

国際交流組織の機能充

実と連携強化

協会ボランティア

の育成と拡大
国際交流室

市国際交流協会広報事

業

メール登録会員の募集。国際交流協会ホームページ、

国際交流サロンFacebookの充実。会報「ふれんど

りぃ」の発行（年２回）【市国際交流協会事業】

11 8

連携実施

16
新たな交流会へ

の参加者数
人

628
国際交流組織の機能充

実と連携強化

145/165
部会員／ポー

ター登録者数
人 130/150

部会員やサポーターの活用が本市における地域国

際化等の推進に寄与している。
B33331612
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事業評価

第７章　市民の信頼に応えるまちづくり

行政サービスの向上

社 経 環 ガ 有 効 公 将

効率的な行政組織の確立及び職員の人材育成

社 経 環 ガ 有 効 公 将
連番 基本的方向

施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4)

7-1-1

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI

個人情報保護の推

進
総務課

個人情報保護制度の運

用

評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

3 B
漏えい事案が発生することもなく、また開示請求

にも適切に対応できた。
実施 3 2 3

情報公開制度の運用

情報公開の推進を図るため、条例に基づき情報公開請

求を受け付け、文書を管理する実施機関で公開などの

決定を実施する

11

633
行政情報の提供と適正

な管理

オープンデータの

公開
デジタル課 オープンデータの更新

オープンデータの更新及び共通語彙基盤(※)を活用

し、相互運用性や再利用性を高め、民間等の活用促進

を図る。※情報の構造に一貫性持たせ、用語の意味を

明確化し、表記の統一化を図ること。

― 実施

市の保有する個人情報を適切に取り扱うため、条例に

基づき個人情報の開示などの請求を受け付け、情報を

保有する実施機関で開示などの決定を実施する

11 9 13 17
個人情報の適切

な保護
632

行政情報の提供と適正

な管理

11 9 12 16 データセット数 項目

デジタル課
ＡＩチャットボッ

ト事業の推進

個人情報保護の観点から情報セキュリティの確保

は重要である。自治体セキュリティクラウドに参

画してから本市において重大なセキュリティ事故

は発生していない。

A44441713 実施未・実施済 - 実施

マイナンバーカード普

及啓発

マイナンバー制度の開始により、マイナンバーの交付

が開始されたが、顔写真付きの身分証明書としての機

能等の周知を図り、マイナンバーカードの保有と普及

推進に取り組む。

11 9

実施911
機密性の高い情報を外部に漏えいすることのないよ

う、継続的に情報セキュリティの強化を図る。

情報セキュリティの強

化

4 B

B

自治体標準オープンデータセット14項目は作成

中であるが、今後、オープンデータの需要は高

まっていくと考えられるため。

14 6 2 4 4 4

8 13 17

選挙管理委員

会事務局
有権者育成事業

B

令和3年3月に策定された第2期中央都市圏ビジョ

ンも2年目に入り、各施策も広域圏で取り組む動

きが広がりを見せており、市民サービスの向上に

期待できる。

4 3 3 4 B

H28.1月のマイナンバーカード交付開始から7年

が経過。国の施策の影響により、普及率は急増し

た。

12 10
マイナンバー

カードの普及率
％/累計 75 71.2

啓発事業を継続して実施することで、子供たちが

選挙や政治に対する関心を持つことが見込まれる

ため。

実施 3 3 4― 実施
未来の有権者に選挙や政治へ関心を持ってもらうため

周知・啓発を図る
11 9 13 17

市内小中高生に対す

る周知・啓発事業の

実施

636
行政情報の提供と適正

な管理

情報セキュリティ

の抜本的強化

実施要望活動の実施 ー 実施

3 B

61 77 3 3 4 4

連携中枢都市圏構想

における広域連携事

業着手数

件(累計)

評価

総合 評価理由

近年は、コロナウイルス感染症の影響により、人

数を制限した中で中央への要望活動しており、運

用面で注視していきたい。

A4443

639
効率的な行政組織の確

立
★

行政課題に的確に

対応できる組織づ

くり

職員課

組織機構の見直し計画

及び職員配置計画策定

事業

年度当初は対応に苦慮する請求もあったが、全体

としては請求に適切に対応できた。
実施 3 2 3 2 C9 13 17

行政情報の適切

な公開
― 実施631

行政情報の提供と適正

な管理

情報提供、情報公

開の推進
総務課

予定通り事務を進めることができた。

件/年 1 1 3 3 3
毎年度秋ごろに来年度の行政組織及び職員配置計画を

各所属長とヒアリングし、計画を策定する。
11 8 13 17 組織機構の改正 予定通り事務を進めることができた。

6,350 5,846
総人件費（会計年度

任用職員除く）
百万円

8 13 17 人事評価の実施 回/年 1641
効率的な行政組織の確

立

有能かつ意欲的な

職員の登用
職員課 人事評価制度事業

地方公務員法に基づき人事評価を実施し、昇給、昇

格、手当等に反映させる。
11

A
女性職員の活躍の機会の拡大に資することができ

た。
13 17

女性管理職の割

合
％ 30 31.6

予定通り事務を進めることができた。1 3 3 3 3 B

4 4 44642
職員の意識向上と能力

開発の推進
★ 女性職員の活用 職員課

女性活躍推進法に関す

る特定事業主行動計画

策定・実施事業

女性職員を活用するため、法律に基づいて策定した特

定事業主行動計画のローリングを行い、目標に向けて

取り組む。

11 8

行政情報の提供と適正

な管理
634

11加賀開発促進協議会要望活動の整理とりまとめ
加賀開発促進協議会事

務
企画課

連携中枢都市圏に

おける連携推進
★広域連携の推進・強化638

637 広域連携の推進・強化 ★
連携中枢都市圏に

おける連携推進
企画課

第２期石川中央都市圏

ビジョンに基づく連携

事業

第２期石川中央都市圏ビジョンの進捗管理を行うとと

もに、広域連携事業の推進を行う。
11

635
行政情報の提供と適正

な管理
★

ＡＩ・ＲＰＡ推進

事業の普及
市民課

17139

毎年度秋ごろに来年度の行政組織及び職員配置計画を

各所属長とヒアリングし、計画を策定する。合わせ

て、横断的な組織の必要性について検討する。

組織機構の見直し計画

及び職員配置計画策定

事業

職員課
有能かつ意欲的な

職員の登用

効率的な行政組織の確

立

7-1-2

640 B33331713811
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行財政の健全化

社 経 環 ガ 有 効 公 将

指定管理者制度

の導入促進
648

効率的・効果的な行政

経営

アウトソーシング

の活用
行政経営室 外部委託等活用

評価

指標名 単位 目標値(R8) 実績(R4) 総合 評価理由

8 12 10
計画の進捗状況

（Ａ評価）
件/年 90

B

中期計画は事業の実施、内容を協議するものであ

り、枠予算、変更のないものなど、作業の簡略化

を検討し、新規事業を重点的に協議することとし

たい。

12 10

17 対策の実施 －

3 B
新規に指定管理者制度の導入について検討する施

設があった。今後も導入の促進を図る。

649
効率的・効果的な行政

経営

公共施設の最適経

営による施設サー

ビスの充実

行政経営室 公共施設の最適経営

公共施設の長寿命化等の推進により、更新費や維持管

理費の軽減を図るとともに、休止中の施設等は、取

壊、売却、譲渡などの処分の促進に努めます。

－ 実施 実施 3 4 3
業務の効率化を図ることを目的に、外部委託等の活用

を促進します。
11 9 13 17

15 16
市有財産の現在

高報告
回/年 2

B
今後も財政負担の平準化を図りながら、処分を進

めていきたい。

650
効率的・効果的な行政

経営

市有財産の適正管

理
管財課 市有財産の適正管理

公有財産管理システムを利用し、市有財産の異動を定

期更新を行うことにより適正管理に努める。
11

実施 実施 4 3 3 211 9 13

収納証拠書類送付書と別段預金元帳出金額との金

額がすべて合致しており適正に処理されていた
12 17

効率的・効果的

な行政経営
件/年 2 2

毎年多くの財産異動があるが、適正に管理が行わ

れている。

651
効率的・効果的な行政

経営
公金の適正管理 会計課 指定金融機関等検査

指定金融機関及び収納代理金融機関の検査(実地及び

書類検査)を実施し、適正かつ効率的な公金収納を推

進する。

11 8

2 3 3 3 3 B8

公金の適正管理 会計課 会計事務検査

3 3 3 3 B

3 B
出納員等及び徴収等事務受託者の責任認識の向上

を高める有効な手段である

653
効率的・効果的な行政

経営

公共工事の品質確

保
監理課 職員研修事業

工事監督員研修会、工事検査員研修会、工事現場見学

会

件/年 11 11 3 3 3
出納員及び公金受託者等の会計事務検査を実施し、適

正かつ効率的な会計事務を推進する。
11 8 12 17

効率的・効果的

な行政経営
652

効率的・効果的な行政

経営

B

新型コロナウイルス感染症や8/4豪雨災害によ

り、日程調整が難しく研修会は実施できなかった

が、豪雨災害に関する適切な発注方法など、担当

部署との打合せ会を開催した。また、案件ごとに

個別に指導等を行った。

654
市税等の自主財源の確

保

使用料や手数料の

適正な金額への見

直し

財政課
使用料及び手数料の適

正な金額への見直し

適宜適切に使用料及び手数料の見直しを行い、適正な

金額となるように努める。
11

2 未実施 2 3 3 311 9 13 16
研修会・見学会

の開催
回/年

施設利用者と未利用者の負担の公平性の確保や受

益者負担の適正化をより明確にするため、使用料

等の算定方法を含めた見直しを進めていく。

655
市税等の自主財源の確

保

市税等高収納率の

堅持
納税課 収納対策向上事業

税負担の公平性と財源の確保に資するため、効率的・

計画的な収納対策に努め、更なる収納率の向上と市税

滞納額の圧縮を図り、高収納率を堅持する。

11 9

― 3 2 3 3 B9 13 16 見直し時の検証 ― 随時

4 4 4 4 A
高収納率が堅持されることで、今後も市の施策展

開に必要な財源の確保が見込まれる
13 16 市税収納率 ％ 98.2 98.8

656
市税等の自主財源の確

保

市税等高収納率の

堅持
市民税課

ｅＬＴＡＸシステム整

備事業
件/年 108,000 101,930

ｅＬＴＡＸにより電子化されている申告手続きの充実

を図る。
11 9 13 16

eltaxによる申告

件数

eltaxの利用件数の目標値達成や今後はさらに効

率化や利便性の向上が図られる。
4 A4 4 4

職員の資質向上 職員課
職員研修計画策定事業

及び自主研修の充実
3 B 予定通り事務を進めることができた。

644
職員の意識向上と能力

開発の推進

職員のワーク・ラ

イフ・バランスの

推進

職員課

市町村アカデミー・国

際文化アカデミー・自

治大学校派遣研修事業

将来の幹部職員育成やより専門的知識の習得のため、

比較的長期間研修施設へ職員を派遣する。

件/年 1 1 3 3 3

毎年度末に、次年度の職員研修計画を策定し、全庁掲

示板に掲示して職員に周知する。また、職員の意識向

上と能力開発のため、直接的に業務とは関わり合いが

ないことでも、職員のスキルアップのための行動を

バックアップする。

11 8 13 17
職員研修計画の

策定
643

職員の意識向上と能力

開発の推進

645
効率的・効果的な行政

経営
★

総合計画の進捗管

理と適切な評価
企画課 総合計画進捗管理 総合計画に記載される各種施策の進捗管理を行う 11

211 8 13 17
職員の長期研修

への派遣
人

7-1-3

連番 基本的方向
施策の概要

★印は重点項目
担当課 事業名 事業内容

SDGｓ KPI

後期基本計画が今年度から始まることから、報告

様式を改訂し、評価方法の改善を図った。
74 4 2 4 3 B

3

C
目標２人のうち、実績は１人だったが、中長期的

な職員の育成に資するものである。
1 2 2 2 3

647
効率的・効果的な行政

経営
★

総合計画の進捗管

理と適切な評価
企画課

中期(財政・実施)計画

策定

4 3 3646
効率的・効果的な行政

経営
★

総合計画の進捗管

理と適切な評価
企画課 中期計画の見直し 中期（財政・実施）計画を毎年見直す 11 9 毎年見直し － 実施 実施

B

中期計画の見直しに合わせ、作業の簡略化とHP

等での公開方法を検討し、市民に開かれた施策運

用を推進したい。

－ 策定 策定 4 3 3中期的(５年間)な財政及び事業実施計画とりまとめ 11 9 12 10 中期計画の策定 2
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実施 実施 4
市税等の自主財源の確

保

収納窓口拡大の検

討
納税課 収納窓口拡大推進事業

納税者の利便性向上を図るため、クレジット収納等多

方面な納付手段について、導入の有無を含めて検討・

協議し、収納率向上の促進を図る。

A

更なる利便性の向上、効率化を進めるため、シス

テム標準化に合わせて、収納方法等について協

議、検討を行う予定である

返礼品競争となっている側面があるが、各種施策

を実施するための財源の確保につながっており、

また、地元企業の支援や白山市ファンの増加にも

つながるため推進していく。

659
市税等の自主財源の確

保

市有財産における

空スペースの有効

活用

管財課
市有財産における空ス

ペースの有効活用

市有財産のオープンスペースを民間に開放し、貸付な

どを積極的に行い、新たな財源確保に努める。
11 8

491 4 3 3 3 B9 13 16 ふるさと納税額

657 411 9 13 16
収納窓口拡大の

協議検討
― 4 4

4 4 4 2 B
継続することにより、行政サービスの向上、広告

掲載料の収入がある。
15 16

本庁舎における空ス

ペースの有効活用
件/年 2 2

百万円/年 200658
市税等の自主財源の確

保

ふるさと納税制度

の推進
財政課 ふるさと納税事業

地域復興及び自主財源の確保から取組みを推進する。

寄附金は、３つの重点プロジェクトをはじめとする各

事業に充当し、有効活用を図る。

11

3

A
今後も収入が見込めることから、継続的に財源確

保に努める。

B
急激な物価高騰で経常経費が膨らむ中、概ね適正

な規模での予算編成ができた。
13 16

件/年 10 17 4 4 415

策定

策定 3 3

3 3―

660
市税等の自主財源の確

保
未利用財産の売却 管財課 未利用財産の売却

11 9
中期財政計画の

策定
661 財政の健全性の堅持

適正な財産規模の

確立
財政課 予算額規模の適正化等

合併特例措置終了に伴う普通交付税減額後の厳しい財

政状況を見据え、一般会計予算額を適正規模とすると

ともに、効率的な予算執行を図るように努める。

未利用財産の売却を行い、新たな財源確保に努める。 16
未利用財産の売

却

B

策定 4 3

11 8

今後とも適正な範囲内で市債を発行し、必要な財

源の確保に努めている。
13 16

中期財政計画の

策定
― 策定 策定 3 3 3

基金総額は増加傾向にある。B9 13 16
中期財政計画の

策定

4

3662 財政の健全性の堅持 基金の計画的運用 財政課 基金の計画的な運用
財政の健全性を堅持するため、計画的な基金運用に努

める。
11

3663 財政の健全性の堅持
財政計画に基づいた

市債の適正管理
財政課 市債の適正管理

財政の健全性を堅持するため、市債の適正管理を行

い、将来負担の軽減に努める。
11 9

― 策定
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